
123

6章 生産要素価格の不確実性と競争的労働者管理企業

  Ward（1958）以来，労働者管理企業の研究は数多くの人々によって行なわれてきた．

その研究の中心は確実性下の企業行動を考察したものであるが，幾つかの論文，例えば

Hawawini and Michel（1979）， Mozondo（1979）， Paroush and Kahana（1980）， Hey and

Suck血19（1980）およびHor・witz（1982）は不確実三下の労働者管理企業の行動を検討する

ことを試みた．1）生産に時間を必要とする限り，不確実性の存在が企業行動にどのよ

うな影響を及ぼすのか，また危険に対する企業の態度の違いによってその投入・産出決

定がどのように変化するのか，といった幾つかの疑問がすぐさま思い浮かぶ．不確実性

下の企業の研究はこれらの疑問の一部に答を用意してくれるであろう．生産物価格以外

の不確実性も企業の投入・産出行動に当然影響を与えるものと思われる．なぜなら，生

産要素，原材料，エネルギー等を海外からの輸入に依存する場合，為替の変動を通じた

輸入価格の大きな変動や需給変動による予想を越える価格変化に，企業は直面する．そ

の代表例が輸入原油である．この結果，国内の原油価格は市場の需給動向と為替レート

から強い影響を受けることになる．また海外の農産物の収穫の良し悪しが，国内の食料

品価格に影響を与えることもある．

  労働者管理企業に関する従来の研究は生産物価格の不確実性下の行動に焦点を主に

当てており，生産要素価格の不確実性に直面する分析は知りうる限りでは行なわれてい

ない．2）本章では不確実な資本財のレンタルプライスに直面する労働者管理企業の行

動を利潤最大化企業のそれと比較しながら解明する．

  分析によって次のことが明らかにされる．興味ある比較熱学結果は賃金の生産要素

および産出量への効果である．確実性下ではその変化は生産要素需要と産出量に影響を

与えることはないが，生産物価格の不確実性下と同様資本財のレンタルプライスの不確

実性下では賃金の変化はそれらに影響を与える．具体的には，生産要素間に代替関係が

成立し，その上企業の絶対的危険回避がある条件を満たすならば，その上昇は，一般的

予想と異なり，雇用の拡大と資本投入量の減少を招く．加えてメンバー当たりの産出量

の減少を引き起こす．他方危険中立的企業では賃金の変化に対して生産要素の投入量お

よび産出量は一定に保たれる．第二に，企業が1次同次以外の同次生産関数：を持つとき，

内点解は存在しない．しかしながら，もしその生産関数が1次同次であるならば，投入

選択は要素価格と危険に対する企業の態度から独質的に行なわれる．1次同次生産関数

を持つ企業は不確実性，賃金，生産物価格等のパラメーターの変化に対して要素投入量，

産出量およびメンバー当たりの産出量を一定に保つ．ところが，1次同次生産関数以外

のホモセティック生産関数を持つ企業は不確実性の変化に対して生産要素の投入量を変

1）不確実性下の利潤最大化企業の分析についてはSandmo（1971》Baセa and Ullah（1974》Blair（1974｝

Holthausen（1976）およびOkuguchi（1977）を参照。

2）1980年頃までは，労働者管理企業における生産要素投入と不確実性の関係を扱った研究はほとんど見ら

れなかった．不確実虫下の企業研究の主力はあくまでも生産物価格の不確実性のそれであった．この種

の研究はMuzondo（1979）， Hawawini and Michel（1979）， Paroush and Kahana（1980）， Hey（1981）および

Horowitz（1982）によって行なわれた．特に， Horowitzは企業の投入産出決定の分析を一つの生産要素か

ら複数の生産要素を持つモデルへ拡張した．
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化させるが，産出量を不変に維持する．

  この章は以下のように構成される．1節では以下の議論で用いるモデルが堤示され，

企業の要素投入条件が導かれる．2節では比較心学分析が行なわれる．特に，資本財の

レンタルプライス，不確実性，生産物価格および賃金の変化が資本，労働および産出量

に与える効果が検討される．3節ではホモセティ．ック生産関数のもとでの比較静学分

析を行なう．4節はまとめに当てられる．

1節 モデル

  ニっの生産要素，資本財Kと労働L，を用いて生産物ソを生産する競争的労働者

管理企業を考える．3）その生産関数を7＝瓦瓦1）とし，通常のように，各生産要素の

限界生産物は正，そして逓減的で2回連続的に微分可能な生産関数を仮定する．つまり

1章の生産関数の仮定（F－A）と微分可能性の二つの仮定を満たすものと；する．企業

のメンバー1人当たり利潤は

 π＿．ρF（K，L）一zK一三
5＝ 嚠鼈鼈鼈鼈黹ﾑ一一一一

で示される．pは生産物価格， wは留保賃金そして∫は資本財のレンタルプライスを表

わす．なおwおよび∫はそれぞれ資本主義経済における労働市場と資本財のレンタル

市場で決定される賃金と価格である．各メンバーは所得として賃金に加えて利潤の分配

分を受け取る．ただ両者の合計は本章では労働者にとって確定された所得ではなく，期

待所得となる．「

  生産要素価格の不確実性のもとで企業は操業を行なうものと仮定する．それ故，企

業は労働と資本財の投入を選択する時点では生産物価格と賃金を知っているが，資本財

のレンタルプライスについてはその確定値を知らないものと想定する．そこでレンタル

プライスを確率変数とし，その期待値を石（1）＝りとする．確率変数∫に関する企業（労

働者）の主観的確率分布をΩ（りとしよう．つまり企業（メンバー）はレンタルプライ

スに関する確率分布を主観的に形成する．

  不確実性下の企業の目的はメンバー当たりの利潤の期待効用を最大にするように資

本財と労働の両投入量を選択することである．この最大化問題は

m・xEσ③篇Eσ［攣】
K，L

3）この論文を通じて労働投入量は労働時間ではなく，労働者数によって調整されものと仮定する．つま

り労働者の労働時間は一定とする．労働投入の変化に伴う雇用と解雇に伴うであろう困難な問題は無視

する．また労働投入量の変化はメンバー数の変化のみを通じて行なわれ，賃金労働者は雇用されないも

のと仮定する．1章の脚注でも言及したように，賃金労働者の雇用は労働者管理企業から資本主義企業

への変質を招く．
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で表わされる．関数0（5）はvon Neumann－Morgenstem型の効用関数であり，ここでは

ひ（5）＞0かつび（5）＜0を仮定する．つまり企業は危険回避的であると仮定される．特

に，前章同様メンバーはすべて同じであると仮定する．4） メンバー当たりの利潤の期

待効用最大化のための1階条件は

響・丑E［ぴ（・知＆一り】・o
（6－1）

孕・去E［邸面一＠・鋤・o （6－2）

で与えられる．これらの条件式は

     cov［σ’（∫），7】

P澱＝u＋          〉’u      Eσ’（∫）
（6－3）

鴻・w・E③＋co凵G締3】・w・E③ （6－4）

と書き換えられる．記号oo曜・1は共分散を示す．なお両不等式の導出については後で

述べる．非労働要素の価格が不確実なとき，労働投入量も不確実性の影響を受けること

を（6－4）は示している．企業が危険中立的（び（5）＝0）であると，要素投入量は各要素

の限界生産物価値とそれぞれの要素価格の期待値に等しいところで決まる．

、（6－3）と（6－4）の共分散の符号はそれぞれoov［ひ（5），4＞0およびoov［ひ（5），5］＜0

となる．5）（6－3）によって示されるように，危険回避的企業の資本財投入の単位コス

トはその期待レンタルプライスひよりも。呵ひ（5），4／Eひ③だけ上昇する．この上昇

4）これは企業を構成するメンバーは同一の効用関数を持つことを意味する．また主観的確率分布につい

ても同じことを仮定することになる．メンバーの同質性の仮定は制約的であり，この制約的仮定を緩め

ることが必要である．これは将来の研究課題である．

5）（6－3）は次のように導かれる．まず，（6－1）が

   Eσ’（5）E（ρ」㌦一r）一coレ［σ’（∫）， r】＝0

と書き換えられる．すると，

    coyぴ∫，7
P＆＝”＋
     Eσ’（∫）

が導かれる．同様の方法で（6－4）が導かれる．そこで，coγ［ぴ③， r】とcov【σ’（の，司の符号を確定しよう．

前者の共分散の符号は危険回避下では∂ひ③1∂7＝＿ぴ’③K泌＞0のために正となる．他方後者の符号は共

分散の第一項のrに関する微分より∂ぴ（∫）！∂r＝σ”（5＞（∂5ノ∂7）が得られ，更に∂5／∂7＜0である・危険回避下

では両微係数の符号は逆になる．このためωv［ぴ（3），∫肇σ～符号は負となる．また危険中立下では共分散

項はゼbである．
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分は危険回避者に生じる危険負担のための主観的コストにあたる．これに対し，労働投

入の単位当たりのコストは，（6－4）で示さ回るように，シャドウ賃金の期待値w＋石（5）

からoo曜び（5），5y万ひ（5）の分だけ低下する．／実はメンバー1人当たりの限界的利潤分配

は

   cov［σ’（∫），5】
E（5）＋
    Eσ’（5）

である．この第二項は危険回避下におけるメンバー当たりの利潤に対するリスクプレミ

アムに相当する．危険回避的労働者（メンバー）にとってシャドウ賃金が不確実性下で

はリスクプレミアム分だけ低下することを意味する．したがって，危険回避的企業にとっ

てその分雇用コストの低下が起こる．このように，不確実性の存在と企業（労働者）の

危険

蝌h査謙欝慧二二舘灘繊灘眺
の期待レンタルプライスより大きく，また労働の限界生産物価値が労働者1人当たりに

対する期待所得より小さいところで生産を行なう．更に，それは確実性等価の双子

（cenainty－equivalent twin）の伝統的企業や危険中立的企業の資本一労働投入比率よりも

小さい投入比率で生産を行なう．これはリスクが危険回避的企業の労働投入コストを低

下させると同時に，その資本投入コストを上昇させるためである．そこで相対的に安く

なった労働を資本に代替させてより多く投入することになる．メンバーの拡大はリスク

を分散させる効果を持つので労働者にとっても受け入れ易い．低い資本一労働比率で生

産を行なうという結果は生産物価格の不確実性下のそれと同じである．要素価格と生産

物価格の両不確実性下では本来その存在が企業行動に対して反対に作用すると思われが

ちであるが，そうでないのは予想外である．伝統的企業と労働者管理企業を比較すると

き，労働の投入条件が異なることに気づく．7）

  （6－1）と（6－2）から要素投入量と産出量の関係として

κ君（＋L死＝y （6－5）

が導かれる．良く知られているように，確実性下の伝統的企業では要素間の限界代替率

がそれらの価格比率に等しくなるように資本と労働が投入される．8） これに対して

Blair（1974）と0㎞guchi（1977）は不確実な投入財価格に直面する伝統的企業の拡張径路

6）危険愛好的（risk taking）企業にとって雇用コストはそうでない場合に較べて増加する．危険回避的利

潤最大化企業では生産要素の投入コストの上昇を招く．

η生産要素価格の不確実性に直面する競争的利潤最大化企業はOkuguchi（1977）によって研究されており，

その投入条件についてはOkuguchiを参照．
8）Ba血and Ullah（1974）は二二最大化企業が生産物価格の不確実三下で操業するとき，投入要素の技術的

限界代替率はそれらの相対価格に等しいことを示している．
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はその価格の確率分布および危険｝ヒ対する企業の態度によって影響を受け，費用最小化

の原則が不確実性の出現によって成り立たなくなることを明らかにした．結果（6－5）は

1章の確実性下で導出された関係式と同じである．それ故，要素価格の不確実性が労働

者管理企業の要素投入条件，つまり拡張径路に影響を与えるという彼らの主張が必ずし

も妥当しない．・更に，生産関数が1次同次であるとき，それぞれの価格，資本財のレン

タルプライスの確率分布そして危険に対する企業の態度から独立に投入量と産出量が決

まることがわかる．特に，生産関数がホモセテッィクであるとき，その拡張径路は確実

性下の伝統的企業のそれと異なり，線形ではなくなる．9）10）

  1章で明らかにされた結果を用いると，（6－5）から産出量の資本と労働の両弾力性

の取りうる値域を確定することが可能である．つまり

0＜ηκ＜1 および  0＜ηL＜1

が導かれる．ηκ＝（∂yか）κ∂K7K）は産出量の資本弾力性そしてηL＝（∂ツか）／（∂LIL）はその

雇用弾力性を表わす．1章で述べたように，前者（後者）の弾力性は資本（雇用）の産

墾難難総三三講難鍵1繋ぜ
産出量と要素投入量の変化の方向は同じで企業の拡張径路は右上りとなる．

  もし生産関数がρ（＞0）次同次であるならば；オイラーの定理よりK盈＋L疏＝ρソ

が導かれる．最大化の1階条件より導かれた（6－5）は

（ρ一1）y＝：0

と書き換えられる．これは，2章で示したように，生産関数がρ（≠1）次同次であ

るときは零点解が存在しないことを意味する．この結果確実性下での四点解の非存在問

題が生産要素価格の不確実性下でも起こる．最適解は内点で成立するための必要条件は

それが1次同次関数であることである．Pestieau and Thisse（1979）とLandsberger and

Subotnik（1981）は独占的労働者管理企業が1次同次生産関数を持つとき，内点解の非存

在の問題が発生することを証明したが，彼らの主張は生産要素価格の不確実性に直面す

る競争企業では成り立たない．11）一方，もし生産関数がホモセティックであるならば，

そのとき均衡解が内点で成立することは不確実性の有無に関係なく保証される．ただ凹

9）この場合および以下の議論では，ホモセティック生産関数は，3節で示されるように，同次関数の非

線形変換された関数を指す．

10）Landsberger and Subotnik（1981）は同じ結果が確実性下の独占的労働者管理企業の場合においても成立す

ることを示している．

11）具体的には，Landsberger and Subotnik（1981）は独占企業の場合，もし生産関数がρ（≦1）次同次である

ならば，端点解の問題が生じることを指摘している．
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型生産関数の集合には収穫逓減を示す生産関数も含まれるために，均衡解が端点となる

場合を完全に排除することはできない．しかし以下の分析では内点解の存在を仮定する．

  1次同次生産関数のもとでは期待効用の水準，Eσ（5）＝Eσ［ρF（K況，1）＿zK伍＿呵，

は資本一労働比率が不変であるならば，産出量と無関係に一定となるいう興味深い結果

が導かれる．12）たとえ産出量が増加してもその比率が一定に保持される限り，企業

（労働者）の期待効用に変化は起こらない．しかし伝統的企業では，たとえその比率を

一定に保持したとしても，産出量の水準が変化するならば，その期待効用は変化する．

  最大化のための2階条件は

∂2Eσ（∫）

∂K2

・べ響3）・・およびID卜∂響の・ヂ誓欝L［∂雛）］…

である．（6－5）を用いて整理すると，これらの各項は

嬰・賑③・押酬伽澱一沸脳聴洞・・

響3）・E砺ω・きE欝恥骨一・ア・塩鱒》］・・

欝・E娠③・渉E卜Kぴ⑬魑一・ア・脳蹄ル］

となる．以下の議論では最大化のための2階条件が満たされるものと仮定する．

2節 比較南学分析

危険薔四三磯蕪窪醗欝窪雰欝騨呈㌶磐瓢奪
る比較静思分析を行なうが，それは二つに分けられる．その期待値とその不確実性の変

化の効果を考察する．そこで，レンタルプライスrを

r＝u＋Yα
（6－6）

に変換する．αは確率変数で，その期待値を耳α）＝0とする．ひ（＞0）とYlま共に

シフトパラメーターである．ひはfの期待値に等しく，またYをY≧1とする．レンタ

ルプライスの期待値の変化はひの変化で表わされる．シフトパラメーターの変化は確率

変数の分布に影響を与えないものとする．不確実性の変化はSandmo（1971）の意味での

不確実性の変化，つまり平均保存的拡散，で定義される．ここではYの変化でそれが

表わされる．

12）この結果はPestieau and Thisse（1979）によって導き出された独占企業に対する結果と明らかに異なる．
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  資本財のレンタルプライスの期椿値の資本および雇用への効果を分析するために，

（6・6）を（6－1）と（6－2）に代入した上でuに関してそれらを微分すると，

Eσ雌（5）Eσκ乙③

EO血（∫）EO瓦（∫）

∂K

茄
亜
∂u

E娠。（3）

Eq。（∫）

（6－7）

を得る．この式の右辺の項は（6－5）を用いて整理すると，それぞれ

即絢③＝一表陣σ”伽澱一δ・LEぴ（朗

   Eq。（・）＝一年Eひ幽④

となる．（6－7）を∂濁∂uと∂L／∂”に関して解くならば，

   篶＝一撃  （6－8）

   鶉・撃  （6－9）

が導かれる．

  期待値の変化の効果を特定化するためには肌偏（のの符号，なかでも

Eσ”（∫Xρ暇一r）の符号を決定しなければならない．そのために，ρ澱一7＝oを満たすr

の値をrとおく．更に，∫＝rに対応する5の値を5とする。前章と同じく，企業の絶対

的危険回避はメンバー1人当たりの利潤の非増加関数，罵（5）＝4R漁）傭≦0，であると

仮定する．すると，r≧rに対して

馬③＝一 W≧R・④

が成立する．この不等式の両辺にp澱一r≦0を掛けて期待値をとるならば，

一Eぴ’（∫XP君（イ）≦R∠（めEσ’（5Xρ1㌦一7）＝o

となり，

   Eσ”（5）（ρ」F張一ア）≧0                           （6－10）

を得る．同様に，rく7に対しても（6－10）が成立する．最終的に
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Eσκu（5）＜0 （6－11）

が導かれる．かくしてレンタルプライスの期待値と資本および雇用の間には

・ig・（∂K葡）・・ig・（碗・既）

・i帥（匹∂u）・一・i帥（鑑・妬）

の関係が成立する．これらの関係は期待レンタルプライスの効果は生産関数の形状に依

存することを示している．生産関数に関する仮定から転く0と㌦＜0であるので，

もし資本と労働の間に非補完関係（㌦≦0）が存在するならば，その期待値の上昇は危

険回避的企業の資本投入量を減少させ，その雇用量を増加させるであろう．これに対し

て次のような直観的説明を与えることができる．レンタルプライスの期待値の上昇がそ

の投入コストの上昇を招くために，企業は資本投入量を減少させると考えられる．13）

この減少は労働の限界生産物を上昇きせるが，同時にその期待値の上昇が1人当たりの

期待利潤を減少させるので，雇用コストは逆に低下し，労働投入量が拡大するものと思

われる．このため資本一労働比率はその期待値の上昇によって低下することになる．他

方，もし資本と労働の間に補完関係が成立するならば，資本と労働へのその効果は不明

である．企業が危険中立的であるときもこれらと同じ比較静学結果が導かれる．1の

  次に，期待レンタルプライスの産出量への効果の検討に移ろう．生産関数をひで微

分して（6－8）と（6－9）を用いると，次式を得る．

農・蠕・噺・一・
IDl＞0と（6－11）を考慮すると，レンタルプライスの産出量への影響は分子の括弧内

の符号に依存する．しかしその産出量への効果を特定することは不可能である．企業が

危険中立的であるときも，危険回避的ケースと同じ結果となる．ここで注意しなければ

13）レンタルプライスの期待値の変化が資本の投入コストに与える影響をみるために，（6。3）の左辺をひ

で微分すると，

  攣…。議）fゆ［咽一［ぴ（の，α招σ”（∫）｝

が導かれる．しかし右辺の分子の符号を特定化することはできない．このため計算では期待レンタルプ

ライスの資本の投入コストへの効果を決定することは不可能である．その符号を決定するためには効用

関数の3次導関数の符号の確定が不可欠である．                  －

14）企業が危険中立的であるとき，絶対的危険回避はRA（5）＝0となる．
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ならないのは期待レンタルプライスの産出量への効果に対して生産要素への効果を通し

て統一的な説明を与えることができないことである．

  期待レンタルプライスが労働者1人当たりの産出量にいかなる効果を及ぼすかを検

討しよう．そこで，乃＝〃Zをひで微分して整理すると，

留＝篶・麺・）鶉

が導出される．この右辺の第二項の係数は産出量の雇用弾力性に関する結果から負の符

号となる．したがって，レンタルブラィスの要素需要に関する先の結果から，もし資本

と労働が非補完関係にあり，しかも絶対的危険回避が1人当たりの利潤の非増加関数

であるならば，その上昇は危険回避的企業のメンバー当たりの産出量を減少させること

になる．これには次のような直観的な説明が与えられる．その上昇の結果，資本投入量

は減少するが，逆に労働投入量は増加する．加えて産出量の雇用弾力性ηしが1を下回

るために，メンバー当たりの産出量は減少することになる．

  利潤最大化企業の場合，o㎞guchi（1977）によって期待レンタルプライスの変化の効

果が検討されている．彼によって導かれた結果を本章のモデルに即して解釈すると，も

し企業の絶対的危険回避が利潤の減少関数であるならば，その上昇は資本投入量を減ら

し，雇用はF虹〉（＜）0によって減少（増加）する．そこで，もし駈≧0ならば，その

期待値の上昇は産出量の減少を招く．しかしながら，資本と労働が代替的であるならば，

その効果は不明である．1の 伝統的企業と労働者管理企業に関して導かれた結果を比較

すると，たとえ両企業が同じ生産技術を持ち，しかも同一の市場条件に直面するとして

も，レンタルプライスが与える両企業の生産要素および産出量への効果には明白な違い

が認められる．特に，資本投入に関する効果は伝統的企業では要素間の技術的関係とは

無関係に導かれるが，労働者管理企業ではそれはその技術的関係に依存することになる．

一般に後者の比較静学結果は前者に比べて複雑化する．

  次に，レンタルプライスの不確実性（リスク）の変化が企業の投入・産出量に与え

る効果を分析しよう．その変化は（6－6）のYの変化で表わされる．そこで，γに関し

て（6－1）と（6－2）を微分するならば，

Eσ雌（3）Eひ皿（5）

Eσ皿（3）Eσ既（5）

迷
∂Y

匹
∂Y

EσκY（5）

E耽Y（∫）

（6－12）

が導出される．（6－12）の右辺をγ＝1で評価すうとき，右辺の項は

15）更に，資本財が正常（劣等）要素であるならば，産出量は減少（増加）する．
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   Eσ駒③＝一門ぴ⑮隅一煎一碗Eぴ幌u）］

   Eq，（・）・一二E％③＼

となる．（6－12）を∂K1∂Yと∂L／∂Yに関して解くと，

   箒＝一撃 ．（6一・3）

   器撃  ヒ（6一・4）

を得る．

  ∂即∂Yと∂L／∂Yの両符号はそれぞれの分子の符号，特にEσκ誕3）の符号，に依存する．

それを検討するならば，Eσ鹸）の分子の第二項は玖δ＝ひおよびoo吐ひ（5），4＞0であ

るために，

   Eσ’（5×7一”）＝coy［乙1’（3），7］＞o                  （6－15）

となる．他方その分子の最初の項は

   Eσ”（5Xρ搬一7）（r一”）＝一Eσ”（∫Xρ・Fk－7）2＋（ρ澱一”〕』Eσ”③（P＆一r）

に変形できる．企業が危険回避的であるならば，万ぴ（5）（所κ一1）2＜0である．上式の第

二項の符号を確定するために，（6－1）から導かれるp残Eひ（5）＝Eひ（5）rの両辺から

、Eび（5）ひを差し引くと，

   （ρ君（一u）Eぴ（∫）＝Eぴ（5×7一”）

が求められる．（6－15）を考慮すると，

   ρ1「κ一”＞0                                 （6－16）

が得られる．もし企業の絶対的危険回避がメンバー当たりの利潤の非増加関数であるな
らば，（6－10）で示されるように，Eぴ（5）ψ」馬。δは非負である．したがって，（6－10）と

（6－16）から

   Eσ”（5）（、ρ、＆一7Xr一”）≧o                     （6－17）
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となる．かくして（6－15）と（6－17）からEσ㌫（5）＜0なので，（6－13）と（6－14）の分子

について

Eσκ，（5）Eひ（5）ρ＜0

が導かれる．

  不確実性の変化の資本と雇用の変化の間には

・i帥（亟∂γ）・・i即（妬・戦）

・iｱ）・一・i帥（凪K＋五㌦）

が成立する．これらの関係は不確実性（リスク）の要素投入への効果は生産関数の形状，

特に駈の符号，に依存することを表わしている．その変化の効果は先に示された資本

財のレンタルプライスの期待値の効果と同一の効果を持つことがわかる．絶対的危険回

避がメンバー当たりの利潤の非増加関数であるとき，次の結果が導かれる．もし資本と

労働の間に非補完関係（F亙≦0）が成立するならば，レンタルプライスに関するリス

クの増大は資本投入量を減少させ，逆に雇用量を増加させる．しかしながら，その符号

を決定することはできないので，もし資本と労働が相互に補完的であるならば，不確実

性の変化が両者に与える効果を確定することはできない．

  産出量への不確実性の効果を分析するために生産関数をγで微分し，（6－13）と（6

－14）を用いて整理すると，

鍔・磯・噺＝一
が得られる．Eσ酌（のEぴ（5）ρ＜0であるために，産出量への効果は上式の中括弧内の符

号に依存することなる．しかしながら，不確実性の変化が産出量に与える効果を一般的

に確定することはできない．

  次に，不確実性の労働者1人当たりの産出量への効果をみる．乃＝翼LをYで微分

すると，

砦・讐噛・一・）幕

が導出される．先に導出された生産要素への効果を用いると，非増加的絶対的危険回避

が与えられるとき；もし資本と労働が互いに非補完関係にあるならば，不確実性の増加

はメンバー当たりの産出量を減少させる．

  0㎞guchi（1977）は危険回避的利潤最大化企業に対する生産要素価格の不確実性の変
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化の効果を考察した．彼の結果を我々のモデルに従って解釈すると，次のようになる．

企業の絶対的危険回避が利潤の減少関数であるとき，レンタルプライスに関する不確実

性の増大は明らかに資本投入量を減少させる斌雇用への効果は肚の符号に依存する．

すなわち，もし両投入財が補完的（代替的）であるならば，その増大は雇用量を減少

（増加）させる．産出量は，資本と労働が補完的か，それとも独外的であるならば，不

確実性の増大に対して減少するが，両要素が代替的であるならば，その効果を特定する

ことはできない．15）不確実性の労働者管理企業と資本主義企業の生産要素への影響は

資本と労働が代替的であるときに限り一致するが，－一般的には異なる．このため不確実

性が両企業の産出量へ与える効果には明らかな相違が認められる．その変化の労働者管

理企業のメンバー当たりの産出量への効果と伝統的企業の効果を比較しても両者の間に

は類似点は存在しない．両者間に類似点が認め’られないのは企業の目的関数が異なるの

が原因である．

  留保賃金の変化に対する企業の反応を考察しよう．そこで，（6－1）と（6－2）をw

に関して微分すると，

Eσ雌（3）Eσ皿（∫）

Eσ肌（∫） Eσ猛③

［薫 E％（5）

EσLw③

（6－18）

を得る．（6－18）の右辺は各々

Eσ緬ω三一砦E［σ”③幡一δ】

Eσ加（・）＝一砦Eσ飾（・）

である．行列（6－18）を∂K7∂wと∂L／∂1〃に関して解くと，

∂K＿ （乙乾＋KF盆）Eσ飽（∫）Eσ’（5）P

π一一一一一ｨ万「一一
（6－19）

∂L＿（1（堀＋L乃z）Eσκw（5）Eσ’④P

厩一一一一ﾏ万「一一
（6－20）

が導かれる．賃金変化が与える資本と労働への効果を決定するには分子の符号，特に

Eσ働（5）の符号，を知らなければなうない．企業の絶対的危険回避がメンバー当たりの

利潤の非増加関数であるならば，（6－10）で示されるように，Eぴ’（∫XρF、一r）≧oである．

この結果，Eσκ。（3）≦0となる．

15）資本が正常（劣等）要素であるならば，不確実性の増加は伝統的企業の産出量を減少（増加）させる．
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生産要素への効果について以下の関係

・i即（∂K
ｬ）＝・i帥（既・轟）

・i即（－∂w）＝一・i即鴎・嶋）

が成立する．これらのことから最終的に賃金の変化の生産要素への効果は，前記の二つ

の比較静学結果と同様に，すべて生産技術，つまり生産関数の形状に，依存することに

なる．もし資本と労働が非補完関係にあるならば，賃金の上昇は資本投入量の減少と雇

用量（メンバー数）の増加を招く．その上昇があるならば，企業はより労働集約的要素

組み合わせでもって生産を行なう．賃金上昇が雇用の縮小と相対的に安価になった資本

投入量の拡大を引き起こすのではなく，逆に賃金の上昇した労働投入量を増やし，資本

投入量を減らすことになる．このことは直観的には理解しがたい対応である．

  賃金の上昇に対して何故雇用が拡大し，資本投入量が減少するのであろうか．その

上昇が雇用を拡大させるのはそれが雇用コストを低下させるためである．一これは賃金の

上昇に対して17＋耳5）は不変であるが，cov［σ’（3），5］／Eσ’（5）（＜0）（（6－4）で示される）

が低下するためであると考えられる．つまり労働者にとってリスクプレミアムの上昇が

起こり，それが期待所得の減少を招くものと解釈できる．この結果相対的に安価となる

雇用の拡大が起こるものと考えられる．他方，もし両生産要素が補完的であるならば，

賃金の変化が各生産要素の需要にどのような影響を与えるのかを確定することができな

い．例えば，賃金上昇は雇用コストの増加につながり，雇用を減らすマイナスの効果が

ある反面，生産要素間に存在する補完関係を通して雇用を増加させるプラスの効果が働

くためと考えられる．これに対し，もし企業が危険中立的であるならば，（6－19）と（6－

20）の右辺がゼロとなるために賃金の資本と労働への効果はなく，その変化に対してそ

れらは不変に保持される．確実性下では，その変化は生産要素の投入変化を起こさない

ことが1章で示されたが，レンタルプライスの不確実性に直面する危険中立的企業でも

同じ結果が成立する．危険中立下では賃金が要素投入に影響を与えないのは共分散を含

む項が消滅するためである．しかしながら，企業が危険回避的，または危険愛好的であ

るとき，その変化は生産要素の需要に明らかに影響を与える．

  賃金の産出量への効果の検討に移ろう．生産関数をwで微分し，（6－19）と（6－20）

を用いるならば，次式を得る．

いまIDl＞0かつE娠弱く5）βひ（5）p≦0であるために，産出量への効果は分子の中括弧内

の記号に依存する．特に，その効果は駈の符号に依存するので賃金の産出量への影響

を一般的に確定することはできない．他方，もし企業が危険中立的であるならば，

EUK鵬くs）＝0となり，その変化に対して産出量は不変に保たれる．危険中立的な場合の

結果は確実性のそれと同じである．
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  メンバー当たりの産出量への賃金変化の効果を考察しよう．yp＝7疋をwで微分

することによって

砦・籍・拠一・）銑

を得る．この式の右辺の第二項の係数は負である．生産要素に関する分析結果を考慮す

るならば，資本と労働が互いに非補完的で，しかも絶対的危険回避がメンバー当たりの

利潤の非増加関数であるとき，賃金の上昇（下落）はメンバー当たりの産出量の減少

（増加）を招く．その上昇により資本投入量の低下と雇用の増加が起こり，産出量の雇

用弾力性が0＜ηL＜1であるためにその減少を引き起こす．賃金上昇にもかかわらず，

メンバー当たりの産出量が減少するのは産出量の雇用弾力性が1より小さいことによる．

  危険回避的伝統的企業では賃金の上昇があると，雇用は減少し，資本財の投入量と

産出量の変化は巧¢の符号に依存する．もし資本と労働が補完的であるならば，資本投

入量と産出量は減少する．他方要素が互いに代替的であると，資本投入量は増加するが，

産出量がどのように変化するかは不明である．賃金変化に対する労働者管理企業と伝統

的企業の反応を比較すると，それらは明らかに異なる．特に，その違いは労働投入につ

いてみられる．賃金上昇に対して後者では労働投入量は減少するのに対し，前者では必

ずしもそうではなく，1弛≦0の場合では前者のその投入量が逆に増加するという興味

深い結果が導かれる．また危険中立下でも伝統的企業の労働投入は賃金上昇の結果減少

するが，労働者管理企業のそれは変化しない，つまり賃金の変化はその雇用に影響を与

えることはない．この企業では賃金変化の効果が危険回避下と危険中立下で異なるのは，

期待効用関数が線形であるか否かに依存する．

  労働者管理企業では賃金の変化は先に考察した資本財の期待レンタルプライスや不

確実性の変化の効果と対照的効果を持つことが観測される．

  生産物価格の変化が生産要素の需要に与える効果を考察しよう．（6－1）と（6－2）を

価格ρで微分することによって

Eσ認（5）Eσ脇（3）

Eσ皿（3）E砺（3）

亟
∂P

亜
∂P

Eσゆ（s）

Eσ加（5）

（6－21）

を得る．この行列の右辺は（6－5）を用いて整理すると，

左σゆ③・丑E［酬伽恥・）老・ぴ③＆］

Eひψ③・一砦Eσゆ④

となる．（6－21）を∂即∂pと∂L／∂pについて解くと，
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亟＝一（乙」㌦＋K㌦）Eσ吻（5）Eひ（・）P’

∂P 一マ「『一
（6－22）

∂L一（K㌦＋五膳σ細（ε＞Eσ’（∫）P

砺一一一一l万「一一一
（6－23）

が導かれる．企業の絶対的危険回避がメンバー当たりの利潤の非増加関数であるときは，

（6－10）からEσゆ（3）＞0およびE％（5）＜0が求められる．

  この結果（6－22）と（6－23）で表わされる価格と各生産要素の関係は最終的に

・i帥（亟∂P）＝一・i即（妬・概）

・i即（匹∂P）＝・i輿（堀＋囎

に集約される．生産物価格の変化が要素需要に与える効果は生産技術に影響されること

をこれは示している．もし資本と労働が非補完関係（駈≦0）にあるならば，危険回

避的企業は価格の上昇に対して資本投入量を増加させるが，逆に雇用量を減少させる．

資本に関してはその上昇がその限界生産物価値の上昇を起こすので，その投入量が増大

する．雇用に関する結果は直観的な予想を越えるものである．その結果は，生産物価格

の上昇による労働の期待シャドウ賃金（雇用コスト）の上昇がその限界生産物価値の上

昇を上回るために，雇用が減少するものと解釈できよう．期待シャドウ賃金が市場賃金

と等しい（労働者1人当たりの期待利潤がゼロである）ならば，伝統的企業の対応と異

なる対応が現れることはない．ところが，もし生産要素が互いに補完的（残z＞0）で

あるならば，価格の変化が資本と雇用に与える効果を一般に確定することはできない．

企業が危険中立的であるときも同様の結果が導かれる．ゆ

  生産物価格が産出量に与える効果を考察するために，生産関数を価格で微分し，（6

－22）と（6－23）を代入すると，

   劣・囁＋二一
を得る．産出量への効果は上式の分子の中括弧内の符号に依存するが，この符号を確定

することはできない．生産物価格の変化が危険回避的企業の産出量にどのような影響を

与えるのかは一般的には不明である．同じことが危険中立的企業についてもいえる．確

実性下および生産物価格の不確実顎下で成立するWard〈1958）の供給曲線に関する奇

妙な結果－（Ward効果）がここで観察されるか否かについて確定的な答えを引き出すご

16）この場合，絶対的危険回避は5から独立である．
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とはできない．その効果の成立は必ずしも保証されないが，成立の可能性は残る．

  次に，メンバー当たりの産出量に生産物価格炉与える影響を考察するために，ろ＝

皿をρで微分すると，

雛驚・画一・）誰

が導かれる．0＜ηしく1であるために，絶対的危険回避が1人当たりの非増加関数で，

しかも両要素が補完関係にないならば，生産物価格の上昇はメンバー当たりの産出量を

増加させる効果を持つ．上式の右辺の第一項は労働投入量が一定のもとで，資本投入量

の増加に伴うメンバー当たりの産出量の増加を表わす．その第二項は資本投入量が不変

のもとでの労働投入量の減少によるメンバー当たりの産出量の変化を表わす．後者では

産出量の雇用弾力性が1未満であるために，雇用量の減少以上に産出量が減少すること

はない．そこで1人当たりの産出量は増加することになる．危険中立的企業においては

危険回避的企業に関する結果と同じ結果が成立する．

  これに対し，利潤最大化企業において生産物価格の要素投入量と産出量への効果が

確定できるのは，その絶対的危険回避が利潤の減少関数で，しかも両要素が非代替的

（つまり補完的か，それとも独立的）であるときに限定される．このとき価格の上昇に

対して各要素の需要が増加し，結果的に産出量が増加する．他方労働者管理企業では，

要素がお互いに補完関係にあるときは価格と要素需要の関係を特定化することはできな

い．産出量についても同じことがいえる．

3節 ホモセティック生産関数下の比較静学分析

  前節では一般的な生産関数で各パラメーターの変化に対する企業の生産要素需要お

よび産出量の反応を考察した．本節では特定化された生産関数，つまりホモセティック

生産関数のもとで比較静学分析を行なう．一般的生産関数下では必ずしも十分に比較静

学結果の特定化を行なうことはできないが，以下ではそれらの特定化が可能となるであ

ろう．下記の議論では生産関数のみが前節に較べて変化するが，それ以外のものは前節

と変わらないものとする．

  企業はホモセティック生産関数y＝σ［F（瓦L）」を有すると仮定する．関数∫（K」D

はKとしに関して0（＞0）次同次であり，関数（｝はFの非線形の単調増加関数σ（角＞

0である．更に，関数θ（角の1次導関数（7のは最初逓増的で，その後事隣町である

と仮定する．つまりあるFの水準まではぴの＞0であるが，その水準を越えるとき，

ぴ（1うく0となるものと考える．

  この生産関数下でのメンバー当たりの利潤の期待効用最大化のための1階条件は

∂讐）・蓋E｛ひ③レα鵬一・］｝・・
（6－1y
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∂響）・砦E｛σ’（3）【pG’（既一（w＋3）］｝・・
（6－2）璽

と表わされる．（6－1）1と（6－2）’から（6－5）に対応する内点均衡解の成立条件

σ’（FXK＆＋L鑑）＝σの （6－5）’

を得る．1の （6・5）’が成立する限り，最適解は内点で成立する．関数0（角が，もしF

の線形関数であるならば，ρ≠1では端点解の問題が生起する．関数F（瓦L）のρ次同

次性を考慮すると，

ρσの＝掌

が導かれる．もし関数∫（瓦L）が1次

同次（ρ＝1）であるならば，Fの値は

図6－1に表わされるように，σ’（P）＝

σ（功／Fが成立する戸で決定される．

他方，もしρ〉（＜）1であるならば，F

値は戸より大き（小さ）く，例えば

F1（ろ）に決まる．同次性ρが1より

大きくなるにつれてFの均衡値は戸

より大きくなる．逆に，同次性が1よ

り小さくなるにつれてそれは小さくな

る．この結果，同次性の上昇につれて

産出量は増加する．

  以下の議論では期待効用最大化の

q

研（F畏）

図6－1

        疹 7rE・

一一一一一一一一一一一一 @／  レ
          1   ／1        ．レ ／1
             ノ
       身／i

    ／2／ 1  ｛

  〃葛i i
4 1 ｛ l

     l                  亀

曾（’F）

o 弓 F
F

ための2階条件は満たされるものと仮定する．各パラメーター変化の生産要素，産出量

およびメンバー当たりの産出量への効果を順次考察する．まず資本財のレンタルプライ

スの期待値の変化が要素需要に与える効果を考察する．そこで，（6・1）’と（6－2）’を期

待値。に関して微分すると，

∂K
∂”

1㌦［（｝”（FXLJ『L＋1ζFκ）＋（P－1）G’（F）］Eσκu（5）E｛ノ’（s）P
（6－8）’

茄噌一一一一一
∂］乙＿1『K［σ”（～『）（K」Flκ＋L1㌦）＋（ρ一1）σ’（牽）］Eσκu（5）Eσ’（∫）P

（6－9）冒

17）この結果は，1章で示されたように，確実性下でも同様に成立する．
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が導かれる．両式を導く際に関数π瓦L）のρ次同次性を利用した．18）

  （6－8）’と（6－9yより期待レンタルプライスの資本と雇用への効果は，関数瓦瓦0

の同次性ρに関係なく，相反することがわかる．．例えば，ρ＝1のときは，均衡では

G”（F）＜0が成立する．前節で示されたように，万娠“（5）＜0であるために，

籍・α鶉・・

が導かれる．すなわちレンタルプライスの上昇は資本投入量を減少させ，雇用量を増加

させる．ρ＞1のときも均衡ではσ”（∫〉＜0が成立する．しかしこのとき（6－8）’と（6－

9γの分子の符号を確定することはできない．かくしてその変化の生産要素への効果は

不明のままである．他方ρ＜1のときは，Fの近傍では明らかにぴ（F）＜0が成立する

が，Fがゼロに近づくとある水準で0”（の＞0となる．戸の近傍ではρ＝1のケースと

同じく，レンタルプライスの上昇は企業に資本投入量を減少させ，雇用量（メンバー数）

を増加させる．

  （6－8）’と（6－9）璽の間には次の関係が成立する．

∂K＿ 君L∂L
∂”  」残∂”．

（6－24）

産出量への期待レンタルプライスの影響は生産関数をひで微分し，（6－24）を用いると，

農・蠕＋噺＝・

となる．その変化に対して産出量は常に不変に保たれる．この結果はρの値とは無関係

に成立する．その変化に対して資本財が減少（増加）すると，その効果を丁度打ち消す

ように雇用の増加（減少）が起こり，産出量は一定に保持される．したがって，期待レ

ンタルプライスの変化が起こるとしても，投入要素の最適組み合わせの点は同じ等産出

新曲線上を動くのみで他の等産出量曲線に移ることはない．他方ρ＝1であるか，また

はρく1と0”（P）＜0が同時に成り立つときには，期待レンタルプライスの上昇がメン

バー当たりの産出量を減少させることになる．

  不確実性の変化が生産要素投入および産出量に与える影響を分析する．（6－1yと（6

－2yをYで微分し整理すると，

18）関数興κL）はKとしに関してρ次同次であるので，

  1（Fぬζ＋、乙FκL＝（P－1）1「κ

  κFκL＋L亀＝（ρ一1）1亀．

が導かれる．
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亟＝＿
∂Y

FL［Gπ（Fxz1「L＋・KFk）＋（ρ一1）G’（F）］Eσκ》（5）Eσ「（3）17
（6－13）’

∂L＿1「産［σ”（F）（1（FK＋L1「L）＋（ρ一1）σ’（牽）］EσKY（∫）Eσ’（ε）P

可一一一一一「布丁一一「一『
（6－14）’

を得る・前節で示されたように，Eσκ誕5）＜0である．両三からわかるように，ホモセ

ティック生産関数のもとでは不確実性の変化の資本への効果と労働への効果は相反する

ものとなる．ρ＝1のときは，均衡ではぴ（F）＜0なので，

   亟＜0 匹＞0
     ， ∂Y   ∂γ

となる．不確実性の増加はその投入量を減少させ，逆に雇用量を増加させる．ρ＞1で

は，均衡においてぴ（角く0が成立するが，不確実性の変化の両要素の投入量への影響

は明らかにはならない．これに対し，ρ＜1では戸の近傍ではσ”㈹＜0が成立するが，

Fがゼロに近づいてゆくとある水準から0”㈹＞0となる．そこでグの近くでは不確実

性の増加に対して危険回避的企業は資本投入量を減らし，逆に雇用を増やす生産方法に

転換する．つまりより労働集約的生産方法を採用する．不確実性の増大は危険負担コス

トの上昇，すなわち資本の投入コストの上昇を意味する．危険回避的企業はその上昇に

対処するために相対価格の上昇した資本投入量を縮小し，これに代えて雇用を拡大する．

  不確実性の変化に対する産出量の変化は生産関数をYで微分し，（6－13）’と（6－

14γを代入し，整理すると，の〃Y＝0となる．不確実性の変化は関数∫（瓦L）の同次性

の値とは無関係に産出量を不変にとどめる．一方，メンバー当たりの産出量への効果に

関しては（6－14）’とこの結果からρ驕1か，またはρ＜1と0”（∫）＜0が同時に成立する

とき，リスクの増大（低下）は危険回避的企業の産出量を減少（増加）させる．但し；

ρ＞1のときの効果は不明である．

  賃金率の変化の生産要素と産出量への効果をみるために，（6－1）’と（6。2）7をwで

微分すると，下式を得る．

∂K＿
諏一一

1㌦【σ”（FX五1㌦＋1（Fk）＋（ρ一1）（7（F）］E乙「κ砂（3）Eσ’（3）ρ
（6－19）’

∂L＿1を唖G”（F）（K1㍉【＋LFL）＋（ρ一ユ）G’（ぞ）｝Eσκiw（5）Eσ’（3）P

薇鞠一一一一一H万「一一一一一『
（6－20）1

ところで，前節で示されたように，Eσκ。（3）≦0である．賃金変化の資本と労働への効
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果は先に求めた比較静学結果と同じく互いに相反するものとなる．ρ＝1のときは，均

衡ではG”（F）＜0なので，

   鶉・砿詣・・

が導かれる．賃金の上昇は資本投入量を減少させ，逆に労働投入量を増加させる．した

がって，企業はより労働集約的要素組み合わせでもって生産を行なうことになる．ρ＞

1では，賃金変化の生産要素への影響を確定することはできない．他方ρ＜1のときは，

戸の近傍においてのみ賃金の変化の効果は明らかになり，企業は，ρ＝1のときと同じ

く，企業は資本を減らし，労働を増加させる．

  賃金の産出量への効果を計算すると，その変化は，’先程の結果と同じく産出量に影

響を与えないが，生産要素の組み合わせを同一の等産出量曲線上で移動させる．それ故，

賃金の変化に対して（消費理論に対応する）要素間の代替効果のみが発生する．メンバ

ー当たりの産出量はρ謬1か，それともρ＜1で，しかもσ”のく0が成立するときに，

賃金の上昇（下落）に対して減少（増加）することになる．

  最後に生産物価格が企業の要素投入量と産出量に与える影響を考察しよう．（6－1）1

と（6－2）響から

∂K
∂P

1㌦［σ”（F）（Z1『L＋1ζ1『ピ）→・（ρ一1）σ’（F）IEσゆ（5）Elσ’（∫）］P

（6－22）’

∂L乙＿1『K［σ”（F）（K万k＋L・FZ）＋（ρ一1）G’（F）ユE乙島（5）Eσ’（5「）』ρ

砺一一一｝一一一「『一一一一
（6－23）’

を得る．前節で示されたように，Eσゆ（5）＞0なので，各生産要素への価格の効果は分

子の括弧内の符号に依存する．もしρ＝1であるならば，ぴ（古く0なので，価格の上昇

に対し企業は資本投入量を増加させ，逆に労働投入量を減少させる．もしρ＞1である

ならば，θ”（1うく0であるためにその効果は明らかにすることはできない．他方もしρ

＜1であるならば，（｝”（1うく0が満たされる場合に限り，価格の生産要素への効果は最初

のケースと同じとなる．

  生産物価格の産出量への効果は，（6－22）’と（6－23yから明らかなように，同次性

ρの値とは無関係である．価格の変化に対して企業の生産量は不変に保たれる．メンバ

ー当たりの産出量はρ＝1のときか，またはρ＜1かつぴ㈹＜0のときには，価格の上

昇（下落）に対して増加（減少）する．

  以上の結果は表6L 1にまとめられている．
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表6－1 パラメーター変化の資本，労働および産出量への効果
    ク

決定変数 資本a 労働a 産出量a

パラメーター変化

資本財価格 FKL〈（〉）0 一（？）卜（う］d ＋（？）1÷（一）」 ？（？）【？←）】

の不確実性 LHPFb 0 0 0

HPFc 一 ・
0

生産物価格FKI，〈（〉）0 ＋（？）［？（＋）］ 一（？）【？（＋）】 ？（？）〔？（＋）】

LHPF 0 0 0

HPF 十 o 0

賃金   F乱く（〉）o ・（？）1？（？）】 ＋（？）｛？←）】 ？（？）〔？←）】

LHPF 0 0 0

HPF 一 十 0

備考：aすべての結果は非増加的絶対的危険回避の仮定の下に導かれている．更に，資本と

労働に関する結果はG押く0とρ≦1のもとで導かれている．

bLHPFは線形同次生産関数を表わす．

CHPFはホモセティック生産関数を表わす．

d各括弧の結果は同じ不確実性に直面する資本主義企業の結果を表わす．

4節 まとめ

  資本財のレンタルプライスの不確実性に直面する危険回避的競争企業の分析を行なっ

た．そして要素投入に関する最適化条件の検討と比較静学分析から幾つかの興味ある結

果を得た．最適化条件の検討からは次のような結果を導いた．第一に，レンタルプライ

スの不確実性に直面する企業は確実性下の同一の企業に較べてより小さい資本一労働比

率で生産を行なう．これは企業の危険に対する防御的態度によるものと思われる．特に，

前章でも指摘されたように，不確実性下ではメンバーが危険回避的であると，彼にリス

クプレミアムが生じる結果，シャドウ賃金（雇用コスト）の低下が起こる．この結果危

険中立的な場合に較べて多くの労働投入（雇用）が起こる．第二に，線形同次生産関数

を持つ企業の資本一労働比率，つまり拡張径路，は投入財価格，確率分布，そして企業

の危険に対する態度から独立に決定される．特に，生産関数が，3節で述べたように，

ホモセティック（σ（P）＞0）であるとき，拡張径路は資本主義企業と異なり，非線形と

なる．第三に，もし生産関数がρ（≠1）次同次であるならば，内点解は存在せず，端点

解となる．Pes縫eau and Thisse（1979）とLmdsberger Imd Subotnik（1981）は生産関数が1次

同次である限り，企業は生産を行なわないと主張しているが，彼らの主張は不確実性下

の企業では必ずしも妥当しない．

  比較静学分析から次のような結果が導かれた．不確実性の資本，雇用，そして産出



144

量への効果は市場（留保）賃金の変化の効果と同じとなる．また生産物価格の変化の効

果はこれらの効果とまったく逆のものとなる．例えば，不確実性の増大または賃金の上

昇に対して企業は，もし資本（労働）の限界生産物が労働（資本）の減少関数であるか

（両要素が代替的である），または生産関数がホモセティックであるならば，資本投入

量を減少させ，労働投入量を増加させる．しかし生産物価格の上昇は逆に企業に資本投

入量の増加と労働投入量の減少を引き起こす．興味深いのはやはり要素価格の不確実性

下で賃金の変化は確実性下と異なり，要素投入量および産出量に影響を与えることであ

る．これはその変化がリスクプレミアムの変化を通して雇用コストに影響を及ぼすもの

と思われる．更に，ホモセティック生産関数のもとでは，各種パラメーターの変化に対

して企業は要素投入量を変化させるが，産出量を不変に保持する．これらの変化に対し

て要素の最適投入組み合わせば等産出量曲線に沿って移動することを意味する．これと

対照的に，線形同次生産技術を有する企業は不確実性，生産物価格，および要素価格か

ら独立に要素投入と産出物を選択する．また企業の生産技術がホモセティックであると

き，’産出量水準はその技術にのみ依存することになる．

  以上の結果から資本主義企業と異なるのは労働者管理企業の行動は生産関数の形状

に強く依存することがわかる．それ故，前者の分析結果を労働者管理企業に即時的に応

用することは誤りを導くことになる．
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7章 競争的労働者管理産業の長期均衡と不確実性

  不確実性下の企業行動はかなり幅広く論じられてきた．同時に，不確実性下の産業

均衡の研究もPa孤er｛md Ra加（1975）， Appelbaum and正㎞（1982）およびその他の入々に

よって行なわれた．1）特に，彼らは確率的な市場需要に直面し，参入・退出の自由な

産業における個別企業の産出量の問題を検討した．彼らによると，産業均衡下での企業

危険中立的であるならば，適正な生産能力（capadty）の水準で操業を行なうが，他方

もしそれが危険回避的であるならば，適正な生産能力を下回る水準で操業を行なう．加

えてAppelbaum and Hmは長期均衡下における産業内の企業数と企業規模に不確実性の

存在が与える効果を考察した・そして価格不確実性の増大は，企業が危険回避的である

限り，企業数の減少を招くことを示した．しかしながら，企業規模への効果については

明らかにしていない．以上の考察対象は利潤最大化企業からなる伝統的競争産業であり，

労働者管理企業からなる競争産業の長期均衡についてはない．

  この章では不確実な市場需要に直面する競争的労働者管理企業からなる産業均衡の

分析に光を当てる．Appelbaum and L㎞（1982）は制約的な平均一分散（mean－vadan㏄）モデ

ルを用いて産業均衡を考察しているが，ここでは期待効用アプローチを用いる．笏 そ

して産業均衡では危険回避的労働者管理企業は最適な生産能力以下で操業するが，危険

中立的企業は適正水準で操業することが示される．また，もし利潤最大化企業が危険回

避的であるならば，不確実性（リスク）の増加はそれらの操業規模を縮小させる効果を

持つことが明らかにされる．他方，もし労働者管理企業が危険回避的であるならば，そ

の増加は産業内の企業数の減少をもたらすが，企業規模への効果は利潤最大化企業の場

合と異なり，生産関数の形状に大きく依存する．また需要の期待値の変化は企業規模に

影響を与えることはないが，産業内の企業数に影響を与えることが示される．

  1節ではモデルの提示を行ない．産業均衡下での企業の操業規模が分析される．2

節では不確実性と需要の期待値が産業内の企業数と操業規模に与える効果が分析される．

3節は本章のまとめに当てられる．

1節 モデル

  以下の分析では5章3節で用いられたモデルを長期均衡分析に拡張する．同質財を

生産するN個の同一の（idendcal）企業からなる競争産業を考える．つまり企業は対称

的（sy㎜eなic）で，産業内の企業数はNである．特に労働者管理企業からなる産業均

衡の問題を取り扱う．企業は産業に対する需要の不確実性下で操業しているものと仮定

する．したがって，企業は次のような確率的逆需要関数に直面しているものとする．3）
4）

1）上記の論文以外に不確実下下での産業均衡を考察したものとして，例えばAppelbaum and K寵（1986），

Ishii（1989）およびHI皿na（1994）がある．最初の二つの論文は需要（価格）不確実性下の産業均衡の分析

を，最後の論文は要素価格不確実性下での分析を行なっている．

2）期待効用アプローチによる産業均衡の分析は最初Paznef and Razin（1975）によって行なわれた．

3）このタイプの需要関数はSakai（1978）によって使用されている．

勺以下の分析では需要サイドは不変とする．
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ρ『ρ（ρ）＋Yα，   吻ゾ4ρ「ρ’（ρ）＜0， E（ρ）＝p．  （7－1）

0は産業全体の総産出量を，αは確率変数を，そしてYはシフトパラメーターをそれぞ

れ表わす．Yは初期的にはその値が1に等しいものとする．確率変数の期待値はゼロ，

E（α）＝0，であるとする．また確率変数に関する企業の主観的確率分布をΩ（α）とする．

なおβ（ρ）＝ρは価格の期待値を表わす．パラメーターγは危険の程度を表わし，その上

昇は不確実性の増大を意味する・企業ε（∈N＝｛1，2，・，・，η｝）の産出量を〆で示すとき，

産業全体の総産出量は

ρ，＝象yf＝静

 」＝1

で表わされる．

  企業∫の生産関数をy’＝、F（瓦，Lε）とする．生産関数は資本財投入量瓦と労働働投

入量L、に関して強い意味で凸で，そして2回連続的に微分可能とする．傘業’（∈N）に

おける労働者1人当たりの利潤は

 ＿pF（K∫，L」）一7K，一1死ぎ
∫

」      Lf

で表される．なお，fは資本財のレンタルプライスそしてwは労働者にとっての留保賃

金である．要素価格はそれぞれ資本主義経済の資本財レンタル市場と労働市場で決定さ

れる．Hey（1981）の“統合された”アプローチ（unified approach）を援用すると，メン

バー1人当たりの利潤は

5、＝〃三一。σ二）

に変換される．5）垢＝y弘、は企業fの労働者1人当たりの産出量である．そして

。（ypは労働者1人当たりの生産物に対する労働者1人当たりの費用関数を表わし，

4c（ソ1）／のお＝c’（ソら）＞0， c”（y9＞0となる・6） ylがゼロから正になるとき，費用がゼ

ロから正へとジャップアップするので，産業における各企業の平均費用曲線。σ多）艦は

垢に関してU字形となる．

  各企業は，生産物価格ρを知る前に，1人当たりの産出量瑠を選択しなければな

らない．そこで，企業’（∈2V）の最大化問題は

5｝5章3節のモデルとHey（1981）のそれは基本的には同じであるが，後者のモデルには留保賃金が入っ

ていない．

⑪Hey（1981）は，もし生産関数が凹ならば，労働者管理企業の費用関数。（y 2はyちの凸関数となること

を示している．
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max Eσ（∫f）＝Eσ［ρy多一C（ソ多）］

yお

で表わされる．なおσ（∫，）はvon Neumann－Morgenstem型効用関数を示す．効用関数は凹

関数，ぴ（5 f）＞0，σ”（のく0，であると仮定する．つまり産業内の企業（詳しくは，各

企業の労働者）はすべて同じ効用関数を持ち，しかも危険回避的であると仮定する．7）

 すべての労働者が同じ効用関数を有するという仮定は，5章でも述べたように，制約

的である．記号Eは期待値オペレーターを示す．各企業の労働者1人当たりの利潤の

期待効用最大化のための1階条件は

Eσ’（∫）［ρ一。’（ソ｝）］＝0 ノわro〃∫∈2V （7－2）

で与えられる．

は

この条件は企業の主体的均衡条件である．また最大化のための2階条件

Eぴ’（・）［ρ一・’⑳］2－Eぴ（・、）・μ⑳・0

で与えられる．以下ではこの条件は満たされるものとする．

  （7－1）を用いると，（7。2）は

ρ＝c’（yP＋X （7－3）

と書き表わされる．ところで，危険回避下ではE［σ’（∫f）α】＜0であるために，

X＝一YE［ひ（∫ε）α】但ぴ（∫」）＞0となる．8） ここではXをリスクプレミアムと呼ぶ．もし

企業が危険回避的であるならウ息子企業の労働者1人当たりの産出量は限界費用。’（ソ多）

にリスクプレミアムを加えたものと期待価格が等しくなるところで決定されることを

（7。3）は示している．他方，もし企業が危険中立的（X＝0）であるならば，1人当た

りの産出量は戸＝c’（ypで決定される。これらのことから危険回避下では危険中立下よ

りも期待価格が上昇することがわかる．したがって，消費者にとって産業が危険中立的

7）2章で述べたように，企業の主体的均衡が端点解となる可能性を完全に排除することはできない．し

かし以下ではこのことを念頭に置きながらも，議論のなかではその特異なケースを想定しない．ところ

で，特異なケースの結果は明らかである．

8）E（α）＝0であることを考慮すると，

 E〔ぴ（∫，）α】＝c・ソ［ぴω，α】

が成り立つ．右辺のωy項は共分散を示す．危険回避下ではcoレ〔び（∫i），α1＜0となる．したがって，

現σ’（∫，）α】＜0である．もし企業が危険中立的ならば，現ぴ（∫，）α】＝0である．
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企業から構成される場合に較べて危険回避的企業から構成されるときに，期待価格が上

昇する結果，消費者余剰は危険回避下では低下するであろう．同時に危険回避下の産業

内の企業数は危険中立下のそれより少なくなるものと思われる．

  産業内の企業数は長期では変動する．すなわち自由な参入・退出が保証される産業

においては期待効用が正（負）である限り，産業への企業の参入（退出）が続くであろ

う．そして最終的に各企業の期待効用がゼロに等しくなるところで，産業均衡が成立す

るであろう．それ故，産業均衡では

Eσ［ρツち一。（ソあ）】＝0 1b・∫∈N （7－4）

が成立する．このとき産業内の企業数が確定する．産業の長期均衡条件は企業の主体的

均衡条件とこの条件の二つからなる．企業は対称的と仮定したので，記号の煩雑さを避

けるために，企業を識別するための下付または上付きの記号fを以下では削除する．

  （7－2）から

βσ’（5＞ρ＝c’（ンP〕匠σ’（∫）

が導かれる．この両辺にろを掛けて，その両辺からEぴ（5）c（ソρ）を差し引くならば，

Eぴ（寧＝【c’（ソ。）ッバ。（y，）］Eσ’（5）

を得る。更に，（7－4）を用いると，上

式から

諸点・ ]糎）簾
が得られる．

  かくして，もし効用関数が5に

関して凹ならば，下式の右辺が正と

なるために，

禦畑＝E［舞寄》］・・

が導かれる．この結果は企業が危険’ @o
回避的態度をとる限り，産業均衡で

は，企業は平均費用，c（ソρ）か，，が最

図7－1

EA

・mcA

領。

αGA

αC

霊窄
鴇P

小となる水準での1人当たりの産出量より少ない1人当たりの産出量を生産することを
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示している．つまり平均費用曲線がU字形をするとき，もはや企業は平均費用の最小

点で生産を行なわなくなる．このため企業にとって超過設備が存在する．9） 図7－1

ではこのことが示されている．なお図中のαCと鷹はそれぞれαC＝C（ソp）か，と

彫。＝c’iソρ）である．産業均衡下の個別企業の均衡はガで成立する．y；は産業均衡のた

めの二つの条件を満たす1人当たりの産出量であり，y㌍は平均費用が最小となる1人

当たりの産出量を示す．平均費用の最小点よりも左側で企業の産出章垢が決まるのは

不確実性の存在が危険回避的企業の平均費用と限界費用の両曲線をそれぞれ左上方へ，

つまりα♂と〃かに，シフトさせるためである．このシフトはリスクプレミアムの存在

によって起こる．

  価格不確実性下では，たとえ競争と参入の自由が満たされるとしても超過生産能力

が存在することになる．これに対して，もし企業が危険中立的であるならば，上の式の

右辺がゼロとなるので，c（ソρ）か，＝c’（㌦）のところで企業は操業し，1人当たりの産出量

がy勢で決定されるために超過生産能力は存在しない．危険中立的企業の費用曲線は

不確実性の出現によって変化することはない．かくして産業均衡下で企業が超過生産設

備を保有するか否かは企業の危険に対する態度に大きく依存する．また危険回避下の市

場価格の期待値を島とするとき，危険中立下のそれは戸なので，両者の間には
三一．ρ＝X （＞0）の関係が成立する．

2節 比較静置分析

  本節では比較王学分析を行なう．特に不確実性（リスク）の変化が産業均衡におけ

る産業内の企業数と企業（の操業）規模に与える効果と需要の期待値の変化のそれらへ

の効果を考察する．

  まず不確実性の変化の効果を検討する．その変化は逆需要関数のパラメーターY

の値の変化で表わされる．そこで，企業の主体的均衡条件（7－2）と産業均衡条件（7－4）

をYに関して全微分すると，

Φアρ  Φκ

0  鴨

勉
∂Y

超
∂Y

ΦY

（7－5）

が導かれる．行列の各項は

9）この結果を導く際に，ApPelbaum and Lim（1982）のような危険回避に関する仮定を必要としない．
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Φ，。・Eσ”（5）［P－c’（ソ。）］2一・”◎。）Eσ’（・）・0，

ΦN＝の［y／iヨσ”（の（ρ一。’（ソP））＋Eσ’（∫）］，

ΨN＝グy／Eσ’（5）＜0，

Φ，＝y。Eσ”（∫）［ρ一。’（y。）］α＋Eσ’（∫）α，

ΨY＝y詔ぴ（∫）α＜0

（7－6）

である．Appelbauln and Lim（1982）によって示されたように，均衡の近傍で体系が安定

であるならば，（7－5）の左辺の行列の符号は明らかに正となる．それ故，

A＝鳴Ψル＞0となる．ついでに，もし費用関数が均衡の近傍において凸であるならば

働，と鴨が共に負であるためにA＞0が保証される．費用関数は凸なので，体系は均

衡の近傍において明らかに安定となる．つまり体系は局所的に（10C狙y）安定である．

  （7－5）を解くと，不確実性の増大の企業の操業規模への効果は

Oyp＿

万「一

Φ，ΨルーΦ隅

A （7・7）

で与えられる．A＞0であるために，∂yp／∂Yの符号は（7－7）の右辺の分子，

ΦY隅一ΦNΨr，のそれに依存する．そこのため，まず分子の符号を検討しよう．（7－6）

をその分子に代入すると，

ΦYΨκ一ΦκΨr『ρツ舞ツ［Eぴ’（5Xρ一C’（ソρ））αEぴ③一

                      （7・8）
      Eぴ’（5Xρ一。’（ソ。））Eσ’（5）α］

が得られる．角括弧のなかの符号を確定するために，

α・
Lψ一P）・多ゆ一げσ。）一⑦一・鋤】

を使用する．そして（7－3）より

α・
Lゆ一げ。，）一x］ （7－9）

が導かれる．（7－9）を（7－8）に代入し，Y＝1で評価すると，（7－8）の右辺の角括弧内の

項は次のように書き換えられる．
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Eσ”（5）［P－c’（ソ。）】αEσ’（5）一Eσ”（5）ゆ一。’（y。）賀σ’（5）α

＝Eσ”（・）［ρ一・’（ソ。）］［P一・’（ソ，）一）胆σ’（・）＋）βσ”（・）［ρ一・’（y。）】Eσ’（・）

＝Eσ”（3）［P一げσ。刀初’（5）＜o・

この結果とP’（y）＜0からΦ，ΨルーΦκΨ，＞0となる．かくして

塑．o
∂Y （7－10）

が得られる．この結果は，もし企業が危険回避的であるならば，リスクの増大は産業内

の企業に労働者1人当たりの産出量を減少させることを意味する．長期均衡におけるこ

の結果は短期における結果（Hey（1981）の表2を参照）と同じである．更に，彼の表

2で表わされる結果を用いると，増大したリスクの各企業の産出量それ自体への影響を

知ることができる．それによるとジもし確実性下の供給曲線が上方に傾くような生産関

数を企業が持っていると，企業はその増大に対して産出量を削減するように反応し，他

方もしその供給曲線が下方に傾くような生産関数を持つときは，それに対して企業は産

出量を拡張するように反応する．不確実性の変化に対する企業の反応は生産関数の関数

形に大きく依存することに気づくことは価値がある．1①

  Appelbauln and Lim（1982）は価格不確実性の増大の利潤最大化企業の操業規模へ与

える効果を明らかにすることができなかったが，上に述べた方法によってその効果を明

らかにすることができる．（7－10）におけるろを各企業の規模を示すア（産出量）で置

き換えるならば，その効果が求められる．結果として不確実性の増大は長期均衡下の利

潤最大化企業にその規模を縮小させることがわかる．この結果は短期において導かれた

結果と整合的である．企業規模への不確実性の効果を導く際に，絶対的危険回避が非増

加的であるというこれまでたびたび用いられてきた仮定をここでは（また以下でも）必

要としない．ところで，労働者管理企業と利潤最大化企業が共に危険中立的であるなら

ば，両タイプの企業は不確実性の変化に対して共に企業規模を不変に維持する．危険中

立下ではリスクプレミアムがゼロとなるために，それへの効果が消滅する．

  危険回避的利潤最大化企業にとって不確実性の増加は常に超過生産設備の問題をよ

り悪化させることになるが，危険回避的労働者管理企業にとってその増加は超過生産設

備の問題をむしろ改善させるかも知れないために，その増加が後者の場合生産の効率性

を引き下げると無条件に結論づけることはできない．

  危険の変化の均衡企業数への効果を考察しよう．（7－5）より

鰐＝一撃・・
（7－11）

10）利潤最大化企業にとって確実性下の供給曲線はいつも右上りの形をしている．
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を得る．働，とΨ，は共に負である．この式は傘挙が危険回避的である限り，危険の増

加に対して産業内の企業数が減少すること意味する．つまり危険が増加するに従って，

企業は産業から退出する．これに対して，もし企業が危険中立的であるならば，均衡企

業数は不変に保たれる．これらの結果は利潤最大化企業からなる産業に関する結果と類

似のものである．11）

  危険回避下での利潤最大化産業においてその産出量は価格に関する不確実性の増加

に対して減少する．これは産業の企業数と企業規模が共に縮小するためである．しかし

ながら，危険回避下での労働者管理産業においてはその増加が産業の産出量（1人当た

りの産出量ではない）に与える効果は曖昧であり，その効果は生産関数の形状に依存す

る．すなわち，もし各企業が確実性下での生産物価格の上昇に対して産出量と雇用を共

に拡大するような生産関数を有するならば，危険の増大は産業の総産出量を減少させる

が，逆の性質を持つ生産関数を企業が有するならば，それが産業の総産出量を増大させ

るか否かを確定することはできない．前者のケースでは危険の増大によって期待価格は

上昇することになる．

  需要の変化の効果を分析しよう．特に，需要の期待値の上昇が企業の労働者1人当

たりの産出量と産業内の企業数に与える効果を検討する．そこで逆需要関数を

P（9）＝P（ρ）＋Yα＋μ （7－1）’

と書き換える．μ（＞0）はシフトパラメーターである．この変化は逆需要曲線を上下

に平行シフトさせることを意味する．（7－1）’を（7－2）と（7－4）に代入してμに関して

旧式を微分すると，

Φyp  ΦN

0  鴫

∂yρ

可

亜
∂μ

Φ骸

Ψ晒

（7・12）

が導かれる．ところで，右辺の各項はそれぞれ

Φμ＝yρEσ”（5）［P－c’（ソρ）］＋Eσ’（5），

Ψ胆＝yρEσ’（∫）＞0

である．いまΦκ＝戸ッΦ、かつΨ避pンΨ、（＜0）であることを考慮して （7－12）を解くと，

11）Applebaum and Lim（1982）を参照．
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幽明〇
∂μ （7－13）

∂西．Φ・，Ψ・

∂μ  功A
（7－14）

が導かれる．（7－13）は需要の増加は労働者1人当たりの産出量にまったく影響を与え

ないことを示している．つまり需要曲線の上下の平行シフトは1人当たりの産出量ろ

の決定に影響を与えない．企業が危険中立的である場合も同じ結果が導かれる．したがっ

て，危険に対する企業の態度とは無関係に，そのシフトは各企業の1人当たりの産出量

決定に影響を与えることはない．ただそのシフトが労働者1人当たりの産出量に影響を

与えないことは企業の産出量と労働投入量が同一の比率で変化することを意味するもの

であって，産出量が変化しないことを必ずしも意味するものではない．利潤最大化企業

でも類似の結果が導かれている．12）

  需要の変化の企業数への効果を表わすのが（7－14）である．その右辺に関して

A＞0，Φyρ＜0かつΨ。＞0であるために，Φy，ΨF／A＜0となる．しかもρ’（c）＜0なの

で，最終的にその符号は正となる．つまり需要の期待値の上昇は産業内の企業数の増加

を招き，新たに企業の参入を引き起こす．一方，危険中立下でもその変化は企業の参入・

退出に影響を与え，危険回避的ケースと同じく，その増加は企業の参入を誘発する．

  需要の期待値の危険回避下の産業の総産出量への効果に関しては次のことがいえる．

もしその上昇に伴って企業が労働投入量を減少させることがなければ，産業の総産出量

は増加する．13）「しかし期待価格へのその効果は依然として不明である．幼

3節 まとめ

  価格の不確実性に直面する労働者管理企業からなる競争産業の産業均衡の特性と産

業均衡下の企業数と企業規模に関する比較静学分析を行なった．そして次のような結果

を得た．まず第一に，もし企業が危険回避的であるならば，企業に超過生産能力が存在

する．すなわち，労働者1人当たりの費用を最小にする水準と異なる水準で1人当たり

の産出量が決まる．しかし，もし企業が危険中立的であるならば，そのような超過生産

能力は存在しない．また，均衡価格は危険中立下に較べて危険回避下では上昇する．第

二に，比較静学分析から不確実性の増加は産業から危険回避的企業の退出を引き起こす

ことが導かれた．他方その増加の各企業の産出量への効果は生産関数の関数形に依存す

12）石井（1989）を参照．

13）総産出量をμで微分すると，

霊・・盟・嘘

が導かれる．

14｝絶対的危険回避が一定となるような効用関数のもとでは，市場の期待価格は上昇する∫
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る．つまり確実性下の供給曲線が右上（右下）りとなるような生産関数のとき，その産

出量は減少（増加）する．第三に，危険回避的利潤最大化企業は危険の増大に対してそ

の企業規模を縮小させるように対応する．更に，Appelbaum and L㎞（1982）によって示

された企業数への効果を考慮に入れるならば，利潤最大化企業からなる産業の総産出量

は減少することになる．他方労働者管理産業の総産出量は，確実性下の供給曲線が右上

りとなるような生産関数である限り，危険の増大に対して減少する．企業が危険中立的

ならば，危険の変化は企業数と企業の1人当たりの産出量に影響を与えない．また産業

の総産出量は不変に保持されると思われる．

  需要の期待値の変化は企業の労働者1入当たりの産出量には影響を及ぼさない．し

かしその上昇は新たな企業の産業への参入を招くことになるが，市場価格に対する効果

は不明である．これらの結果は企業が危険回避的か否かかと無関係に導かれる．

  以上の比較静学結果は絶対的危険回避がメンバー当たりの利潤の増加関数であるか

否かとは無関係に導かれる．したがって，5，6章での企業行動の分析で用いられた絶

対的（相対的）危険回避に関する仮定をここでは必要としない．
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8章 労働者管理独占企業

  既に述べられたように，多くの人々によって競争的労働者管理企業の研究が行なわ

れてきた．他方不完全競争下における労働者管理企業の研究も数多く存在する．なかで

も独占的労働者管理企業の分析を最初に行なったのがVanek（1970）である．彼の研究以

来，例えばMeade（1974》Ga1－0らLlndsberger and Subotnik（1980）（以下ではGLSと略す．）

，Ireland and Law（1982）， Neary（1985）， Deu鵬h and Kahana（1988）等によってその研究が

進展させられた．労働のみを可変的投入物とする独占企業の行動はVanek（1970），

Meade（1974）およびIreland and：Law（1982）によって考察された．特に， Meade（1974）

とIreland and Law（1982）は外生的需要の変化が産出量に与える効果の分析を主に行なっ

た．前者は独占的労働者管理企業と独占的資本主義（利潤最大化）企業の比較から需要

や賃金の変化に対する両者の反応に明らかな違いが存在することを明らかにした．賃金

と固定費の変化に対する企業の産出量に関する反応の違いは競争企業で認められる違い

と同じである．独占企業に関する研究を更に拡張したのがGLS， hleland and■aw（1982）

とDeutsch and Kahana（1988）である．1）GLSおよびDeutsch and KahanaはMeade（1974）

モデルを複数の可変的投入要素を持つモデルへと拡張した上で，各種パラメーター変化

の要素投入量および産出量への比較静黙分析を行なった．GLSは，労働者管理企業に

関する比較静学結果の導出過程では，産出量の生産要素弾力性が特に大きな役割を果す

ことを示した．Ireland…md Law（1982）はホモセティック生産関数を用いて労働者管理独

占を分析した。このタイプの生産関数を用いた理由は，Landsberger and Subotnik（1981）

が，もし固定費が存在しないならば，ある同次生産関数のもとでは競争企業と同様に内

下津が存在しないことを明らかにしたことにある．2）同次生産関数よりも一般的なホ

モセティック生産関数下では野点解の非存在問題が回避されるために，彼らは敢えてそ

の生産関数を用いて分析を行なった．

  本章の目的は独占的労働者管理企業の分析を行なうことである．本章は以下のよう

に構成される．1節と2節では，可変的生産要素が労働のみで，規模に関して収穫逓減

の生産技術を有する独占的労働者管理企業モデルを提示し，その投入・産出決定と比較

静学分析を行なう．3節と4節では，可変的生産要素が複数で，1次同次生産関数を有

する独占企業モデルの提示と，馳投入・産出決定および比較静学分析に当てられる．5節

では，不確実性と企業の投入・産出決定の関係を考察する．6節では，独占的競争につ

いて考察する．聖節では資本主義的独占企業との行動比較を行ない，労働者管理独占企

業の行動特性を明らかにする．また両タイプの独占下における厚生の比較を行なって労

働者管理独占における資源配分の効率性を考察する．

1節 労働者管理独占企業と規模に関して収穫逓減生産関数

  まず，確実性下で規模に関して収穫逓減の生産技術を持つ独占的労働者管理企業の

行動を検討する．本節では資本財の投入量は一定とし，可変的生産要素を労働のみとす

1）独占的競争産業での労働者管理企業の企業サイズおよび厚生を分析した論文としてN興y（1984）がある．

2｝Pestieau and Thisse（1979）も同じ指摘を行なっている．    ．
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る．労働投入量Lはメンバー数の多寡によって調整されるものと仮定される．生産物

をアとし，生産関数をy＝F（fζL）＝φ（乙）とする．生産関数は通常の仮定，

4φ¢）翅＝φ’¢）＞0，φ”¢）＜0，φ（0）＝0，を満たすものとする．κは固定的資本財投入

量を表わす．当分の間，資本財は固定的と考える．企業の直面する市場の逆需要関数を

ρ＝ρ（γ，α）とする．ρは生産物価格，αは需要のシフトパラメーターを表わす．価格は

産出量の減少関数・ゆ（y，α）⑳＝乃（y，α）＜0，そしてパラメーターαの増加関数，

ゆ（ソ，α）ゼα＝p。（ソ，α）＞0，であると仮定する．なお，ρ（0，α）＞0とする．煩わしさを避

けるために，必要とされるとき以外はパラメーターαの表示を差し控える．

  独占企業の目的はメンバー1人当たりの利潤の最大化であり，その最大化問題は下

記のように表わされる．

     πM＿、ρ（y）ソー泌一R
max @∫〃＝τ一  L
L

5．乙y＝φ（乙〉

メンバーにとってwは留保賃金，そしてR＝1K＋R’は固定費を示す．3） rは資本財

のレンタルプライスである． （留保）賃金と資本財のレンタルプライスは資本主義経

済のそれぞれの市場で決定されるものとする．この節と環節では，Kはサンタするも

のとする．R’は資本財投入額颪を除く産業への参入コスト等を表わし，それはサン

タするかも知れないし，ノンサンタであるかも知れない．生産関数から労働必要関数，

L＝8σ），とその性質，8’（ア）＝酌）／の＞0，8’ひ）＞0，g（0）＝0，を導くことができる．

この関数を用いると，上記の最大化問題は

     ：πハf
max@5M＝ 遠M＝

y

P（ソ）ソーwg（ソ）一R

9（ソ）

に変換される．独占企業のメンバー当たりの利潤最大化のための1階条件は

鮎．財y＋P『wぎ醐『8謬ω．0
       9（ソ）

（8－1）

である．この式から

3）各メンバニの一日の労働時間は一定と仮定する．したがって，労働投入量はメンバー数によって調整

される．ここでは利潤の分醍牽受ける権利を持たない賃金労働者の雇用はないものとする．もし賃金労

働者の雇用を認めてしまうと，労働者管理企業の存在自体が不安定化する．最終的に労働者管理企業が

資本主義企業に転換することが起こる．この指摘はGLS（1980）によってなされた．
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ル侃＝彦y＋P＝（レγ十5〃）9’（ソ）＝1協。 （8－2）

が導かれる。（8－2）の左辺は限界収入そしてその右辺は（シャドウ）限界費用を表わす．

両者が等しくなるところで労働投入量（産出量）が決定される．伝統的独占企業の最適

化条件と異なるのは限界費用の項目である．伝統的企業では限界費用は労働の追加的投

入費用㎎’（りのみであるが，労働者管理企業ではそれにメンバー当たりの利潤の分配

に関係する項目が加わる．両企業の限界費用が一致するのは利潤の分配分がゼロのとき

に限られる．このとき，もし二つの企業が同一の逆需要関数に直面するならば，両者の

独占均衡が一致し，雇用（と産出量）および価格が等しくなる．これに対して労働者管

理企業が正の利潤を獲得するならば，その限界費用は双子の伝統的企業のそれより上昇

する．そして前者の産出量は後者のそれを下回ることになる．

  最大化のための2階条件は

血。制＋2賜一＠＋5M）ダσ）．0

       8（ソ）の2
（8－3）

である．この条件が満たされるためには，均衡で

響・理・2乃く＠・贈）・誓

の不等式が成立することが必要である．ところで，均衡以外では
MR’＝醗＋2乃＜（w，十5M）g”O）÷（4山高）g’（y）＝MC’が成立する．限界収入が産出量の減

少関数であるならば，伝統的企業の2階条件は満たされるが，労働者管理企業ではそれ

が満足されるとは必ずしも限らない．なぜなら，特殊な場合かも知れないが，もし利潤

が負であるならば，（8－3）が満たされないことが起こるためである．しかし企業の利潤

が非負，つまり5M≧0，であるならば，限界収入が産出量の減少関数であるとき，（8－

3）は常に満たされる．他方，たとえ限界収入が産出量の減少関数でなくても，メンバ

ー当たりの利潤が正またはゼロであるならば；2階条件の成立は可能である．以下では，

企業は正の利潤を稼いでいる，5＞0，ものと仮定しよう．市場の独占が保証される限り，

その企業の利潤が正であるという存続可能性の仮定は妥当性を欠くものではない．また，

企業の限界収入は産出量の減少関数，醒R’＝砺y＋2凸く0，であると仮定する．実はこ

の仮定が成立するためには逆需要関数が産出量に関して強い凸関数でないことが必要で

ある．もし需要関数が強い凸性を示さないとすれば，限界収入はその減少関数となる．

これに対し，当該企業の限界費用はMO＝（w＋5潮）8’α）で表わされる．4） 限界収入が

その減少関数であるならば，MR＝Mσで独占均衡が成立し，図8－1の点Eでそれが示

される．なお切は需要曲線を表わす．均衡産出量はノ，そして均衡価格はグで示さ

4）MC曲線の形状は明確ではないが，図中では上に凸の曲線として描かれている．



158

れる．

  次に，双子の伝統的企業の独占均衡との比較を行なう．この企業の限界収入関数は

労働者管理企業のそれと同じである．その限界費用はMq＝㎎’（ので産出量の増加関

数となる．下付の記号。は伝統的資本主義企業を示す．伝統的独占均衡はMR＝Mq，で

成立する．図8－1ではその独占均衡はろ点で表わされる．その均衡産出量はyoそし

て均衡価格はρ。である．両タイプの企業が存続可能（viable）である限り，労働者管理

企業の産出量は双子の伝統的企業の

それより少なくなる．このことは次

のように説明できる．均衡条件（8－

2）より，もし5M＝0であるならば，

両均衡は明らかに一致する．そのと

きは均衡条件として鍛R＝㎎’ωが

成立するが，存続可能条件よりその

利潤は正であるために5M＝0とはな

りえず，矛盾が生じる．かくして独

占企業の存続可能性が成立する限り，

労働者管理企業とその双子の資本主

義企業の限界費用関数は一致するζ

とはない．しかも，図に示されるよ

うに，労働者管理企業の限界費用曲

線は資本主義企業のそれよりも上方

に位置する結果，労働者管理企業は

併

尾

P

9

図8－1
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資本主義企業に比べて少ない生産物を生産し，価格は上昇する．かくして労働者管理独

占では伝統的独占に較べて産出量を減らすことによって得られたであろう利潤を失うこ

とになる．他方労働者管理企業と資本主義企業の両独占のいずれが消費者にとって望ま

しいかといえば，明らかに価格の低い後者の独占であろう．

  厚生の検討に移ろう．労働者管理経済の厚生の定義は伝統的経済のそれに従うもの

とする．確かに，後者の定義を直接的に前者のそれに当嵌めることに対して反論の余地

があるかも知れない．しかし両独占体制の市場のパーフォーマンスを比較するためには

物差しを共通化する必要がある．また現時点では研究者の間において労働者管理経済に

おける厚生の定義が見当たらない．労働者管理独占下の厚生WE（総余剰）は消費者余

剰と生産者余剰からなり，下記のように表わされる．次の最初の式の右辺の第一項は消

費者余剰，そして第二項は生産者余剰である．

卿）・∬勲一醜・9σ醐・R

・ガρ②砒一㎎σ）・倉②一㎏②］血
（8－4）
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特に，卿りは労働者管理企業の均衡産出量がノのときの厚生を示す．厚生は消費者

が得る余剰の大きさから賃金の支払い額（可変費用）を差し引いたものとして表わされ

る．図8－2では消費者余剰A召ρ＊と生産者余剰グB（Fが示され，厚生は

砺＝1望BGF＝！望βρ＊＋P＊βGF

となる．

  労働者管理独占が厚生に与える影響をみるために，利潤が正のもとでの双子の資

本主義独占のもとでの厚生と前者のそれを比較しよう．まず資本主義独占下の厚生は

職ω＝£聯一蝋）・倉②一wダ幽（8－5）

で表わされる．図8・2ではその厚生

はAβ』甲，消費者余剰はA8♂。，そ

して生産者余剰は島B露』Fとなる．  A

先に得られた結果から両独占体制下

では各余剰の大きさは互いにすべて，

異なることがわかる．興味深いこと
                 ．P毫
は労働者管理独占での消費者余剰は
                 亀
資本主義独占でのそれに較べて小さ

くなることである．厚生の観点から

は消費者にとって資本主義独占の形

態の方が望ましいが，生産者余剰の

大小の比較は不可能である．                 F
  両独占体制下での社会全体の厚

生を比較するために・（8－4）から（8 0

’5）を差し引き，整理すると，

P

9

図8－2
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卿）一呪ωイゆ②一㎏②］血一派¢）一wg伽

       ・一∬cゆ②一㎏幽・・

の結果が導かれる．この不等式は，ノ、〉ノのとき，任意のz（ゾ＜z＜y。）に対して

p（z）＞wg’②が成立するために導出される．労働者管理独占と資本主義独占のもとにお

ける経済余剰の比較では後者の余剰が前者のそれを上回る．その余剰の差は図8－2の

Bσ耳，B。に相当する．労働者管理独占では資本主義独占よりも厚生が低下するために，

よりパレート非効率な資源配分を生み出す．厚生に関するこれらの結果は労働管理企業

の利潤が正であるという条件下で導かれているが，もしその利潤がゼロであるならば，



160

両タイプの独占下での社会的厚生および消費者余剰が一致することはいうまでもない．

  競争下での厚生との比較を行なうために，競争的労働者管理産業と労働者管理独占

企業の限界費用関数が等しいものとしよう．5）また，以下の比較では5M＞0を前提と

．して議論を進める．産業の競争均衡は舟）＝（w＋5の8’（の（＝．Moで成立する．資本主

義競争産業の限界費用関数と資本主義独占企業のそれが等しいものと仮定すると，その

競争均衡は舟）＝㎎・’ω（＝ルfq）で成立する．図8－3では労働者智理の競争産業の均

衡が需要曲線と限界費用曲線MC

の交点易，そして後者の産業均衡

が需要曲線と限界費用曲線MC。の

交点易。で示されている．また下

付の記号ノと必はそれぞれ競争的

労働者管理産業と競争的資本主義

産業を示す．特に，記号ノは競争

的であることを表わす．労働者管

理産業の産出量はみその競争価

格は角となり，資本主義産業の牽

出量は乃。，そしてその価格は轟。

である．四つの産業形態の産出量

を較べると，それは競争的資本主

義産業で一番多く，以下競争的労

働者管理産業，独占的資本主義企

業，そして独占的労働者管理企業

の順に少なくなる．すなわち

乃。〉乃〉ゐ〉ノとなる．価格に

A

戸

a

陪

隆か

F

P

B
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ついては逆の関係，脅。＜脅くρ。＜グ，が成り立つ．価格面で比較すると，消費者にとっ

ては四つの産業形態の中では競争的資本主義産業が一番望ましいものといえる．

  労働者管理産業と資本主義産業の厚生は各々

職）＝膳②一wぎ幽

幽＝1艶②一wぎ②］ぬ

で表わされる．昭（．ソ’）は競争的労働者管理産業の厚生を，賜（み。）は競争的資本主義産

業の厚生を表わす．上の結果より厚生の比較に関して次の不等式が導かれる．

5）労働者管理独占企業の1人当たりの利潤と競争的労働者管理産業の1人当たりの利潤が必ずしも一致

する保証はないが，便宜的に等しいと仮定する．一般的には，前者の1人当たりの利潤は後者のそれを

上回ることになろう．
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〃E」。σf。）〉四Eε（ソ，）〉〃E。ω〉躍E（ジ〉

四つの産業形態の中で労働者管理独占における厚生が最低である．厚生面では競争的労

働者管理産業は競争的資本主義産業と資本主義独占の中間に位置する．いずれにせよ労

働者管理経済は資本主義経済に較べて厚生に関して劣ると結論づけることができる．

  詳しく厚生の比較を行なう．少し見づらいかも知れないが，図8－3をもとに，厚

生に関する結果を更に比較すると次のようになる．競争的労働者管理産業の均衡は易

なので，消費者余剰はA尾凸生産者余剰はP漸盈F，そして総余剰はA口・HFとなる．他

方資本主義競争産業の均衡は易。なので，消費者余剰は鵡泌σ生産者余剰はρ1謁誤

そして総余剰は賜dFとなる．資本主義独占下の死荷重（deadweight loss）は．θ露践で

ある．労働者管理独占下でのそれはB易。σとなる．このため資本主義独占に較べて労

働者管理独占は厚生（死荷重）がβBl鳥Gだけ減少（増加）する。しかも競争的労働者

管理産業でも競争的資本主義産業に較べて厚生が易易、耳だけ減少する．厚生の比較で

は明らかに労働者管理独占が四つの産業形態の中では一番劣り，しかも資本主義独占以

上に資源配分の歪みを拡大させる．したがって，パレート効率性の観点からすると，労

働者管理独占体制は社会的には必ずしも最適な制度ではないものと思われる．重要なこ

とはこれらの結果も5M＞0のもとで導かれていることである．5M＝0ではル配覧M（弘

となるために，労働者管理独占と資本主義独占の厚生は一致する．また両競争産業の厚

生も等しくなる．

2節 比較静学分析（1）

  本節では各種パラメーターの変化に対する独占的労働者管理企業の反応を伝統的企

業の反応との比較を行なう．6）

  最初に，外生的需要の変化が労働者管理独占の産出量にどのような効果を与えるか

を検討する．そこで需要の増加，すなわちパラメーターαの上昇，があるものとしよ

う．この効果をみるために，（8－1）をαに関して微分すると，

4α

   9’（ソ）

翻茨「細砂
8ω夢

（8－7）

を得る．2階条件よりこの分母は負である．更に，MR＝ρ（1－1／ε）の対数をとり，α

でそれを微分すると，上式は下式のように変形できる．

6）労働者管理独占の比較静学分析はM¢ade（1974）で行なわれている．
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の争溜・，（ε一1）蓋一留P認

ぬ  9ω睾 ’

なおε＝一ρφかゆ（＞0）は需要の価格弾力性を表わす．

  逆需要関数を特定化して需要の価格弾力性が需要の変化から独立，dε／dα＝0，で

あるとしよう．7） （8－2）を用いて上式の分子を整理すると，仮定よりP、＞0であるた

めに，

争岬一難Pげ・一睡）争・・

が得られる．すなわちのμα＞0である．このことから需要の増加は産出量を減少させ

ることがわかる．しかもメンバー数も同様に減少することになる．

  需要の価格弾力性が外生的需要の変化から独立であるならば，その需要の増大は限

界収入と限界費用を共に増加させる．先の結果は後者の増加が前者の増加より大きいた

めに導かれる．図8－4ではその効果

が示してある．これに対し，伝統的

独占では需要の増加はその産出量の

増加を招く．8）その変化に対する

両企業の対応の違いはなぜ起きるの

か．この違いは需要の変化が限界費

用にどのような影響を与えるかに依

存する．伝統的独占企業の限界費用

は需要の増加に対して不変であるが，

労働者管理独占企業の限界費用はそ

の増加と共に増加する．これは労働’

のシャドウ賃金（w7十5M）の中で留

保賃金部分は需要の増加に対し不変

であるが，メンバー当たりの利潤5M

部分がその増加につれて上昇するた

めである．しかも限界費用の上昇が

P

図8－4
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7）例えばρα）＝αy伽，α＞0，ηく0，のような需要の価格弾力性一定の逆需要関数では需要の変化から

その弾力性は独立である．

8）M眈（1974）は，需要が拡回するとき，労働者管理企業と資本主義企業の産出量の変化の大小を比較し

ている．両企業の利潤がゼロのもとでその比較がなされている．．
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限界収入のそれを上回る結果，労働者管理企業では産出量は外生的需要の増加に対して

逆に縮小することになる．

  資本主義独占企業と労働者管理独占企業の需要の拡大に対する産出量の反応を比較

すると，図8－4から明らかなように，後者の産出量の増加は前者のそれを上回ること

はない．なぜなら，たとえ需要の増加によって両企業の限界収入曲線が共に同じ規模で

上方にシフトするとしても，伝統的企業の限界費用曲線はそのとき不変に保持されるが，

労働者管理企業のそれは必ず上方にシフトするためである．反対に，それらの限界収入

曲線が下方にシフトするときは，労働者管理企業の産出量の縮小幅が伝統的企業のそれ

より大きくなる可能性は大きい．

  外生的需要の変化が厚生に与える影響を考察する．労働者管理独占におけるその効

果を分析するために，αに関して（8－4）を微分し，（8・2）を考慮して整理すると，

雫り＝∬P僻・卜Pプ＋・“ダσ）］農

が導かれる．上式の右辺の第一項と第二項の括弧内の符号は正である．しかしながら，

の／dαの符号を一般に確定することは困難である．このため需要の変化が厚生を増加さ

せるのか，それとも減少させるのかを知ることはできない．また，たとえ需要の価格弾

力性が需要の変化から独立であるとしても，厚生への効果を明らかにすることはできな

い．同様に伝統的独占でもその効果を確定することは不可能である．しかし，伝統的独

占下では，需要の価格弾力性が需要の変化に対して一定であるならば，需要の増加は厚

生を増大させる効果を有する．9）

  留保賃金の産出量への効果を検討しよう．労働者管理企業ではその変化に対し限界

収入ばかりでなく，限界費用も不変に保持される．このため留保賃金が変化したとして

もそれは企業の投入・産出に影響を与えない．ところが，資本主義企業ではその上昇は

限界費用の上昇を招き，その産出量は減少することになる．

  固定費の効果を考察すると，簡単な計算によってその上昇は労働者管理企業の産出

量を拡大させることがわかる．これは，それが上昇するとき，限界収入は不変であるが，

5Mの減少を招き，限界費用を低下させるためである．これに対して資本主義企業では

固定費の変化は限界費用に影響を与えず，産出量の変化を起こすことはない．労働者管

理企業が各種のパラメーターの変化に対して伝統的企業と明らかに異なる反応を示すの

は前者の限界費用の中にメンバー当たりの利潤が入るためである．

9）伝統的独占下での厚生冊諏。）をαで微分し，1階条件を援用すると，次式を得る．

    偽倣一週藷4”E・ω＿

T一
この式の右辺の第一項は正である．またφ弼αの符号は，需要の価格弾力性が需要の変化に対して不変

であるならば，正となる．したがって，厚生はαの上昇につれて増加することになる．



164

3節 労働者管理独占企業と規模に関して収穫一定生産関数

  前節までは可変的生産要素を労働のみに限定した労働者管理独占企業を分析したが，

本節以降では可変的生産要素として労働に資本財Kを加えた独占企業を取り扱う．す

ると，その生産関数はア＝双瓦L）で表わされる．このような独占企業の行動と比較静

学分析はGLS（1980）， Ireland and Law（1982）およびDeutsch alld Kahana（1988）で行なわ

れている・G：LSとDeutch and Kahanaは通常の生産関数，そしてIreland and Law（1982）

はホモセティック生産関数を用いて分析を行なった♂Pesdeau and Thisse（1979）と

Landsbufger and Subotnik（1981）は独占企業の均衡に関する考察から規模に関する収穫非

逓増を示す生産関数のもとでは野点解の非存在が発生することを明らかにした．2章で

も示されたように，通常の生産関数の仮定下でも分析上あまり意味を持たない端点で

均衡が成立することが起こりうる．1の端点解の発生問題を回避するには，Ire㎞d and

Law（1982）のように，ホモセティック生産関数を使用する必要がある．しかし固定費が

存在するならば，この問題は発生しない．

  GLSは，もし企業が存続可能であるならば，労働者管理企業は伝統的独占企業に

較べてより資本集約的要素投入を選択することを示した．GLSモデルから容易に明らか

にされるように，競争企業と同じくその最大化条件から

κ履＋Lη＝y

が導かれる．この式は更に

ηκ＋ηL＝1

に変形される．11） ところで，ηκ＝（∂yか）／（∂KIK）は産出量の資本弾力性，そして

η乙＝（∂y／y）／（∂五／L）は産出量の雇用弾力性を表わす．これらの弾力性は0と1の間の値

をとる．但し，これからは産出量の両要素弾力性に関するこの結果は妥当しない．

  これからは生産関数は資本と労働に関して規模に関して収穫一定の生産技術を企業

は持つと仮定する．つまり1次同次生産関数を仮定する．企業の生産コストは可変費用

と固定費用から構成され，その費用関数は

C＝zK十擢乙十R’

で表わされる．12） R’は固定費（サンタとするかも知れないし，それともノンサンク

ン。）凹形の生産関数と端点解の関係については2章を参照．

11）固定費が存在するときはこの関係式は成立しない．詳しくは2章を参照．

12）この費用関数のもとでは産出量の生産要素の両弾力性の合計は1であるという先の条件は成立しない．
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であるかも知れない．）を示す．このとき上記のような要素投入と産出量の関係は成立

しない．生産関数の1次同次性より資本と労働に関する要素需要関数は

K＝K（ろ｝のy

乙＝し（～，w）ツ

で表わされる・13） 関数K（r，W）とし（ちW）は共に（7，W）に関して線形同次である．要素

需要関数を上の費用関数に代入すると，

c（y）＝（β＋Y）y＋R’

が導かれる．関数。（ソ）は。’（y）＝β＋Yかつ。”（ソ）＝0で，他方β＝7K（ア，鴎かつY＝wし（r，w）

である．．

  逆需要関数が1節で用いたものと同じであると仮定するならば，労働者管理独占の

最大化問題は

    ＿πM＿P（ン）ソー。（ソ）

m砥5M一 ﾑ一、（ろゆ

y

で表わされる．メンバー当たりの利潤最大化のための1階条件は

留＝、ゐ》助y・P一㈹・・M）】・畢偽・鐸）・・（8・8）

である．その2階条件は

争・喬婦・毎）・・ （8－9）

となる．この条件は先においた限界収入逓減の仮定によって満たされる．

  （8－8）と（8－9）から明らかなように，均衡は限界収入恢と（シャドウ）限界費用

ルκ＝c’（ソ）＋隔が等しくなる内点で成立する．ところで，MC’凱（ぬノの）なので，ル℃

は上に凸の曲線となる．図8－5で示されるように，この均衡は限界収入曲線と限界費

用曲線の交点E’で成立し，均衡産出量と均衡価格は（ノ，グ）となる．労働者管理独占

均衡の特色を明らかにするために双子の資本主義独占企業の均衡との比較を行なうなら

ば，後者の均衡は限界収入と限界費用が等しくなるところで成立する．限界収入は両企

13）これらの関数の導出に関しては，例えばSilberberg（1978）を参照．
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業にとって同じであるが，限界費用は

資本主義企業ではル幻、＝cてy）（＝β＋Y

）であり，労働者管理企業のそれと異

なる．後者の限界費用はメンバー当た

りの利潤の分配を含むので企業が存続

可能である限り，その限界費用は双子

の資本主義独占のそれを上回ることに

なる．資本主義独占均衡は図8－5の濫

僧となり，均衡産出量はルそレて均

衡価格はρ、となる．資本主義独占に較

べ，労働者管理独占の産出量は少なく，

価格は上昇する．後者の独占体制下で

価格がより上昇するのは限界費用が利

潤の分配分だけ上昇するためである．

両独占での産出量が等しくなるのは労

働者管理企業の利潤がゼロとなる場合

に限定される．1節でも示したように，

鳩

尾

β＋セ

P

図8－5

     ｝

一一一一@ 一一十＿＿
     l l

     I匠を1

       2

       1認 Hc D

MR．

肖Cc

じ 溌 鴇
恩

正の利潤の下では労働者管理企業と資本主義企業の両独占の均衡は一致しない．

  存続可能条件が満たされるならば，労働者管理独占企業の生産量は社会的に最適と

される量よりかなり少ないばかりでなく，効率的な資本一労働投入比に較べてより高い

要素投入比で生産が行なわれる．これらは労働者管理企業体制に特有な問題として指摘

されている．労働者管理独占の過少生産と非効率要素投入の二つの問題を解消する方法

について，例えばLandsberger and Subotnik（1980）は次のことを主張した．つまりメンバ

ー1人当たりの利潤分配分がその収入のある比率を越えないという制約を課すことによっ

てそれらの問題は解消される．彼らの主張の内容は資本主義独占企業に課される収益率

規制（regulation of the rate of retum）に似たものである．

  上記の問題と関連するが，資本主義企業の独占では重大な問題として遊休設備の存

在が指摘されている．先の議論からわかるように，労働者管理独占でも同様に遊休設備

の問題が発生する．

  競争的労働者管理産業の限界費用関数が労働者管理独占企業の限界費用関数，Mご
＝c’iソ）＋隔，と同じであるならば，前者の産出量は後者のそれを上回る．なぜなら，

次ページの図8－6で示されるように，その競争的産業の均衡は易＝（ア｝・、ρ∫）となり，ノ

〈アf（ρ＊〉ρ1）が成り立つ．また，もし競争的資本主義産業の限界費用関数が資本主義独

占企業のそれに等しいならば，前者の産出量は後者のそれを上回ることになる（図8－

6を参照）．四つの産業形態を比較すると，競争的資本主義産業，競争的労働者管理産

業，資本主蓉独占企業，そして労働者管理独占企業の順で産出量が減少する．すなわち

乃。〉乃＞y。〉ノ（逆に，価格についてはpゴ。＜pノ＜p。くpつ の関係が成立する．これら

の結果は前節で得られた結果と同じである．

  独占者の市場支配力を測る指標としてラーナ「の独占度加（臨mer index of
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monopoly power）がある．伝統的企業では，それは

しε＝P一げσ）＝⊥

   P   ε

と定義され，需要の価格弾力性εの逆数に等しい．労働者管理企業の独占度は限界費

用をどのように定義するかによって異なる．もし伝統的企業の基準にそって測るならば

その独占度は

Pイω。⊥＋豊
 P   ε  P

となる．独占度は需要の価格弾力性以外に，価格やメンバーに対する分配分等に依存す

る．したがって，弾力性が一定の需要関数のもとでも，その独占度は産出量から独立で

はなくなる・もし翰＞0ならば労働者管理企業の独占度は伝統的企業のそれを上回る・

高い独占度は資源配分の効率性を歪めることになる．資源配分の観点からすると，いず

れの独占形態が望ましいかは自ずから明白である．但し，輪＝0のときにのみ，二つの

独占度は一致する．

  厚生の比較に移る．労働者管理独占での厚生は次式で表わされる．

瞬）＝∬聯一翻・ザ・躍σ）・π

   イ勲一（β＋Yが

昭’（ソりは可変的生産要素が複数

のもとでの厚生を，また上付きの

記号1は可変的生産要素が複数の

場合を示す．図8－6ではこの厚生

が図示されている．均衡はE’な

ので総余剰は超のf。である．こ

の内消費者余剰がAβρ零，そして

生産者余剰がρ＊B（功允である．

  他方独占的資本主義企業下の

厚生は

曜ω＝£聯一（β・飢

である．この均衡が瓦で成立す

A

戸

兄

駿

棲‘・β＋ヒ

P

り

（8－10）

図8－6
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るので，厚生は図では！娼。E諺。で表わされる．消費者余剰は超♂σそして生産者余剰

はpβ。E海。である．両独占の余剰を比較すると，労働者管理独占の方が資本主義独占

よりも総余剰で別ヲ渥σの分だけ減少する．前者では消費者余剰が後者に較べて小さい．

しかし生産者余剰の大小比較は不可能である．

  競争的労働者管理産業のもとでの厚生は

嚇）・f聯一（β・伽

である．このときの均衡が易なので，消費者余剰はA易費，生産者余剰はρ賜珈f。，そ

して総余剰はA昌砺ノ。となる．他方競争的資本主義産業が独占的資本主義企業と同じ費

用関数を持つときの厚生は

畷ω＝1評聯一（β・飢

で表わされる．この産業均衡は図8－6の易。で示されるので厚生はA弓・、ρゴ。となる．消

費者余剰は生産関数の特徴から総余剰に等しくなる．興味深いことは，同じ競争下にあっ

ても労働者管理産業の場合，生産者余剰がゼロではないことである．その大きさは（ρf

－1η、）乃＝5Mω乃となる．メンバーに対する正の分配が存在する限り，たとえ規模に関

して収穫一定の生産関数のもとでも生産者余剰が存在し，厚生は競争的資本主義産業の

ときよりも低下する．つまり当該独占ではレソトが発生する．このレソトの発生は産

出量が過少であることを反映している．以上の結果から四つの産業形態の厚生を比較す

ると，

鷹。（y、。）〉瞬（ソ、）〉曜ω〉耐（ゾ）

の関係が成立する．これは1節で得られた結果と同じである．

  資源配分面から比較すると，労働者管理独占では資本主義独占よりもその配分上の

歪みが拡大する．利潤の分配額の減少（増加）によって労働者管理独占均衡が限界収入

曲線MR上を瑳に近づく（遠ざかる）ことを考慮すると，労働者管理独占によって引

き起こされる大きな配分上の歪みは，㎞dsberger and Subotnik（1980）が述べたように，

メンバーへの利潤分配に上限を課すことによってある程度緩和されることであろう．こ

れは企業が公企業であるならば，正当性を有するであろうが，私企業の場合ではそれは

難しい．

4節 比較静学分析（2）

  需要や費用の変化が独占企業の産出量に与える効果を考察する．まず外生的需要の

変化が産出量にどのような影響を与えるのかを検討するために，（8－8）をαに関して微
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賦して整理すると，

   塑
璽＝ ぬ
4α  4㍉
   し万

を得る．上式の分母は酷なので，需要の変化の産出量への効果は分子の符号に依存する．

つまり4Py（y，α）ゼα＝乃．〉（＜）0であるならば，需要の増加は産出量を増加（減少）させ

る．具体的には，需要の価格弾力性が一定の需要関数のもとでは，その増加は産出量を

減少させるが，もし需要関数がρG～α）＝ρGう＋αのような加法分離形をするならば

Pyα＝0であるためにその変化は産出量に影響を与えることはない．図8－4で示された

ように，需要の増加による限界収入曲線の上方シフトより限界費用曲線の上方シフトが

大きいときには産出量の減少が起こる．逆の場合はその増加が起こる．1の

  外生的需要の変化に対する労働者管理企業の対応の特性は双子の資本主義企業のそ

れと比較することで明らかにされる．資本主義企業ではその変化が限界費用に影響を与

えることはない．それによって変化するのは限界収入のみである．したがって，需要の

変化に対して限界収入がどのように変化するかによって産出量への効果は決定される．

例えば，もしそれによって限界収入が増加（減少）するならば，その産出量は増加（減

少）する．そこで需要の価格弾力性が需要の非減少関数であるならば，限界収入は増加

し，産出量が拡大する．もしその弾力性が需要の変化から独立であるならば，その変化

に対する両企業の産出量に関する反応は相反することになる．つまり労働者管理企業は

産出量を減少させることになるが，双子の資本主義企業はそれを増加させる．

  需要の変化が厚生に与える影響を分析しよう．そこで（8－10）をαで微分して（8－

8）を用いて整理すると，

4響り＝∬P鱒・佃ゼPの農

を得る．この式の第一項は正であるが，先に明らかにされたように，朔dαの符号を特

定化できないために需要の変化に対して厚生がどのように変化するかは不明である．た

だ，もし吻Pdαが非負，つまりPy。＞0，であるならば，3ジ乃ジ＞0なので需要の増

加に対して厚生の増加が起こる．伝統的独占でも需要が厚生に与える効果を一般的に確

定することはできない．

  留保賃金が産出量に与える効果を検討しよう．この変化は企業の投入・産出に影響

を及ぼさない．たとえメンバーにとってそれが変動したとしても，企業は産出量を不変

14）Lan｛bberger Imd Subotnik（1980）は需要の変化に対する産出量への効果を得るために，資本と労働の投入

量への効果を導出している．ただ彼らは需要の価格弾力性が需要の変化に対して一定であると暗黙裏に

仮定している．
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に保つ．これは1章の競争企業で述べた結果と同じものである．資本財のレンタルプラ

イスの効果を考察しよう．実は，その変化は留保賃金と同じく産出量に影響を与えない．

しかしこの結果は一般的に主張できるのではなく，生産関数に関する同次性の仮定に依

存する．なぜならLandsbergef and Subo血ik（1980）は，ここでの結果と異なり，必ずしも

その変化に対して産出量は不変ではないことを示している．彼らによると，産出量への

その効果は産出量の資本と労働の両弾力性の大小関係に依存することになる．1の 産出

量はレンタルプライスの変化に対して不変であるが，資本と労働の投入量は変化する．

最適要素投入比の変化は同一の等産出量曲線上の動きとなる．伝統的独占企業ではレン

タルプライスの上昇は要素投入比の変化ばかりでなく，産出量の減少も招く．

  固定費の産出量への効果を考察するために，（8－8）をR’で微分すると，

座＝＿ 1 ＞0
4R’    24㍉
   り万

が導かれる．これは固定費の増加は産出量の増加を招くことを示している．その上昇に

よって5Mの減少が起きるために限界費用が低下し，産出量が増加する・これは競争的

労働者管理企業における結果と同じである．これに対し，伝統的な独占企業ではその変

化は産出量に影響を与えず，利潤水準にのみ影響を与える．

  価格差別化

  特に，第三次の価格差別（three－degree pri㏄disc面na廿on）を取り上げる．1の 同

一の財を異なる消費者グループに対して異なる価格を販売するものとしよう．二つの異

なる市場が存在し，両市場で労働者管理企業が独占的に行動する．差別価格が維持され

るためには次の三つの条件が成立する必要がある．まず企業は二つの市場を容易に分離

できることである．そして市場の間で財の再販売（転売）が不可能であるか，もしそれ

が可能であるとしてもそれには莫大な費用を必要とすることである．最後に両市場の需

要関数が異なることである．

  これらの市場の逆需要関数をρf研），掴1，2，とする．乃は第ノ市場での販売量を

示す．市場が二つに増えた以外は3節のモデルに変化はないものとすると，企業の最大

化のための条件より

P、…P、⇔ ・，妻・、

の関係を得る．εまは市場∫の需要の価格弾力性を表わす．すなわち需要の価格弾力性が

15）彼らは，いま述べたように，その比較乳癌結果を導く際に需要の価格弾力性への産出量の効果が一定

としている．

16）価格差別の方法には三種類ある．それらに関してはvadan（1992）を参照．
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大きな市場での価格はそうでない場合に較べて低くなることを上式は示す．これは資本

主義独占企業のもとで得られる結果と同じである．需要の価格弾力性が異なる市場では

異なる価格をつける価格差別化については，その差別が発生する要因が需要サイドにあ

るために労働者管理独占と資本主義独占では同じ結論が導かれることになる．しかし両

市場における価格水準は両経済体制では異なることを留意すべきである．

5節 需要不確実性下の労働者管理独占企業

  前節までは確実性下における独占的労働者管理企業の産出行動を分析したが，ここ

では需要の不確実性に直面する企業の分析を行なう．不確実性下における伝統的独占の

分析は，例えば正eland（1972），春名（1981），石井（1989）で行なわれている．ところが，

労働者管理企業に関するその分析は現段階では見当たらない．

  企業の直面する不確実性下の逆需要関数を

ρ（ソ，δ，α，ζ）＝Pσ，α）＋ζδ

としよう．δは平均値がゼロ，耳δ）＝0，の確率変数とし，ある主観的確率分布を有す

るものとする．切 記号万は期待値オペレーターを表わす．その確率分布は産出量お

よび外生的なシフトパラメーター，αとζ（＞0），から独立であると仮定する．pα，α）

は前節まで用いた確実性下の逆需要関数に対応する．加えて乃rρy＝4ρ／の＜0かつρα

＝吻dα＞0であると仮定する．

  不確実性が存在するとき，伝統的独占企業はその行動様式によって幾つかのタイプ

に分類される．Leland（1972）によると，独占企業は価格設定独占，数量設定独占そして

価格・数量設定独占に分類される．価格設定独占は不確実性下で価格を決定し，需要の

確定後，その価格で生産物を供給する．1助 数量設定独占では事前に産出量を決定し，

需要の確定後，最終的に価格が決定される．価格・数量設定独占は事前に価格と産出量

を決定し，需要の確定後その価格で生産物を供給する．しかし石井（1989）はLelandの

独占の分類は理論的かつ現実的な問題を含むと述べ，独占は数量設定・価格調整独占の

形をとるべきであると主張している．これは事前に生産量を決定し，事後的に確定した

需要を通じて価格が決まる2段階決定の独占である．この特徴は企業の生産量と販売量

を分離した点にある．正elalldではそのような分離は行なわれていない．事前的決定が企

業行動にどのような影響を及ぼすのかを分析するために，以下では：Lelandの第二分類

の独占（数量設定，つまり石井の主張する数量設定・価格調整独占）を取り上げる．す

なわち企業は事前に産出量を決定し，不確実性が解消した事後の段階で販売価格が決ま

る状況を想定する．

  需要の不確実跨下での企業は1人当たりの利潤の期待効用を最大化するものとしよ

う．すると，その最大化問題は

17）企業を構成するメンバーは向じ主観的確率分布関数を持つものとする．

18》価格設定独占の例として電力・ガス等の規制産業をあげることができる．
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         P（ソ）y－c（y）
max Eσ（5M）＝Eσ［              ］
          し（r，吻

y

で表わされる．関数0（5のはvon Neumann－Morgenstern型効用関数である．19）企業，

つまり各メンバー，は危険回避的，ぴ（5の＞0かつぴて5配）＜0，であると仮定する．不

確実性が存在するとき，メンバー当たりの利潤の期待効用が最大になるように産出量を

決定するとき，最大化のための1階条件は

－響諭・Eぴ㊥［Pノ＋P表留＋ロM】］・・

で表わされる．この条件式は先に示した逆需要関数や費用関数を用いることによって

Eぴ㊥［鯉一ﾕ）＋鰯］・頴・鐸溶血・・

と書き換えることができる．この式は不確実性下の産出量決定に影響を与えるのは需要

関数音戸，と固定費のみであり，不確実性や危険に対する企業の態度は産出量に影響を

与えないことを示している．しかもこの条件は確実性下の条件（8－8）と同じである．こ

の結果の成立は同次生産関数と逆需要関数の仮定に依存しており，一般的にそれが成立

すると結論づけることはできないが，興味ある結果である．なぜなら同じ逆需要関数に

直面し，同じ生産技術を持つ伝統的企業ではこのような結果は成立しないためである．

  最大化条件が確実性下と不確実性下では同じとなるために，各種パラメーターに関

する比較静学分析の結果は先に確実性下で導かれた結果と同じとなる．したがって，不

確実性や危険に対する企業の態度が変化したとしても産出量は不変に維持される．

6節 独占的競争

  企業の生産物市場が他の市場から完全に分離されている独占状況から少し離れて，

独占的競争（monop－oHsdc compeUdon）下にある労働者管理企業を考察しよう．

Chambedin〈1933）の考えに沿って議論を展開する．20）ある産業内にN個の同一企業が

存在し，各企業は製品差別化を行なっているものとしよう．各企業の直面する需要関数

は等しいものとする．これらは単純化のための仮定である．図8－7の切曲線はある

一企業の需要曲線を示す．これは他のすべての企業がそれぞれの価格を一定に据え置い

19）ここでは構成メンバーは同じ効用関数を持つものと仮定する．これは伝統的企業のケースに較べて制

約的である．

20）Vanek（1970）で労働者管珪の独占的競争の議論を行なわれている．他方伝統的独占的競争に関する最

近の文献として，例えばDixit and Stig翌韮tz（1977）およびH蹟（1985）がある．



173

たときのその企業の需要曲線である．他方ddは産業内のすべての企業が同時に価格を

動かしたときの当該企業の需要曲線

を示す．明らかに，前者の需要曲線

の方が価格弾力性が大きくなるため

に，傾斜が小さくなる．

  以下の議論は企業数が一定の短

期と企業の参入・退出が自由な長期

に分けられる．図8－7で示されるよ

うに，短期均衡は限界収入（MR）と

その（シャドウ）限界費用（配）が

等しくなるところで成立し，産出量

と価格は（ゾ，〆）に決まる．そして点

Bでは二つの需要曲線が交差する．

この場合，平均費用曲線．4C（＝（（y）／

ノ）が，図に示されるような位置にあ

るならば，メンバーは正の分配を得

る．同じ状況下にある双子の伝統的

独占的競争均衡と比較すると，当該

均衡での産出量は少なく，価格は上

昇する．なお曲線d・d・は伝統的独占

的競争下の企業の需要曲線で面に対

応する．

  話を長期均衡に進めると，正（

負）の分配分が存在する限り，新規

企業の参入（退出）が起こる．この

結果，各企業が直面する需要曲線は

左（右）方にシフトし，利潤は減少
（増加）する．’ ｻして参入（退出）

はそれがゼロになるまで続く．この

プロセスは伝統的な議論と同じであ

る．図8－8に示されるように，長期

均衡E’では企業の限界収入と（シャ

ドウ）限界費用が一致し，同時に価

格と限界費用が等しくなる．そして

この長期均衡は伝統的独占的競争の

それと一致する．

      図8－7

P

餅

P

図8－8
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  独占的競争が先の独占のケースと同じく，資源配分上の問題を起こす．特に，短期

均衡における労働者管理の独占的競争は伝統的なそれに較べて資源配分上の歪みが拡大

する傾向がみられる．ただ，長期においては両者の均衡は等しくなり，その歪みの拡大
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問題は起こらない．21）

7節 まとめ

  本章では独占的労働者管理企業の行動を分析した．前半部分では規模に関して収穫

逓減の生産技術を有する，そして後半部分では規模に関して収穫一定の生産技術を有す

る独占企業の産出量決定，比較静学分析そしてそのもとでの厚生を考察した．得られた

結果は下記のように要約される．

  生産関数が規模に関して収穫逓減を示すとき，労働者管理独占企業とその双子の利

潤最大化独占企業の産出量を比較すると，もし前者の利潤が正（負）であるならば，そ

の産出量は後者のそれを下（上）回ることになる．したがって，労働者管理独占では一

般に価格が上昇することが窺われる．ただ前者の利潤がゼロの場合に限り，両者の産出

量は一致する．その違いを生み出す要因は労働者管理企業の雇用コストの中に1人当た

りの利潤分配分が入ることにある．いずれにせよ，産出量に関する結果は競争企業の結

果と同じである．更に，労働者管理独占企業の利潤が正であるとき，そのもとでの厚生

は利潤最大化独占企業下でのそれよりも低下する．特に，消費者余剰の低下がはっきり

と認められる．留保賃金や固定費に関する比較静学分析の結果は競争企業のそれと同じ

である．また外生的需要の産出量への効果を特定化することは一般的には困難であるが，

需要の価格弾力性が需要の変化から独立であるときに限り，その効果を明らかにするこ

とができる．その増加は意外にも産出量の減少（価格の上昇）を招く．しかしそれが厚

生に与える効果を特定の需要関数のもとでも導出することは難しい．

  1次同次生産関数を持つ労働者管理独占企業の産出量決定，比較静学分析およびそ

のもとでの厚生に関する結果は規模に関して収穫逓減の生産関数を持つ企業の結果と同

じである．競争的労働者管理産業では，たとえ生産関数が1次同次であっても，メンバ

ー当たり正の利潤分配があるときは，生産者余剰はゼロとはならない．

  資源配分の観点からみると，労働者管理企業ではその配分上の歪みがより拡大する

傾向があることを指摘できる．更に，独占企業で必ず指摘される遊休設備の発生問題も

より顕著に出現するものと思われる．この問題の発生を食い止めるためにはやはりメン

バーに対する利潤分配に上限を置くことであろう．もし公共料金の決定のように，規制

当局が市場に介入して公企業の産出量の拡大を目ざす政策を実施するならば，労働者管

理独占においてその効果はより大きくなる．ただ，このような政策を私企業にそのまま

適用することはできない．

  生産関数が1次同次で，しかも需要関数が不確実性に関して加法分離形となるとき，

不確実性の導入は企業行動に影響を与えない．これに対し，利潤最大化企業ではそれに

よって明らかにその行動は影響を受ける．この違いの原因は需要関数にあるのではなく，

目的関数に求められる．

  企業数が一定のときは独占的競争下にある労働者管理企業の行動は独占企業のそれ

21）独占的競争の解釈に関する問題点が奥野＝鈴村（1988）によって指摘されている．彼らの指摘は労働者

管理企業のケースにもそのまま当て嵌まる．
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に非常に類似している．但し，参入・退出が自由であるならば，労働者管理と伝統的な

両独占的競争均衡は等しくなる．
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9章 労働者管理寡占企業

  現実の市場の組織形態を見ると，競争市場はごくわずかである．その対極である独

占も近年における規制緩和，法的規制の解除と民営化によって減少傾向にある．日本電

信電話公社（NTr）と日本国有鉄道（JR）が近年民営化された．国内の電話サービス

事業への参入が自由化された後，長距離通話サービス市場には数社が参入し，その通話

料金の大幅な低下が起こった．しかし依然，市内通話サービスや，電力，都市ガス等の

公益事業は独占（または地域独占）状態が続いている．上記の二つの市場形態を除く寡

占と独占的競争が現実の産業組織の中核をなしており，これらによって大半の産業が構

成されているといっても過言ではない．寡占には複占，3社の鼎占の形をとるものもあ

るが，4社以上の企業によって形成される寡占の形が一般的である．一方，独占的競争

ではブランド化や広告等によって製品差別化が企業によって行なわれる．現実の財・サ

ービスをみると，それらが同質であることは珍しく，通常は何らかの差別化が企業によっ

て図られている．

  産業組織の理論・実証研究は数多くの研究者によって行なわれている．例えば，理

論的には寡占企業の市場・投資戦略，研究・開発（R＆D）戦略，更に国際的なライバ

ル関係にある企業の輸出・投資戦略および政府の戦略的（舘ategic）貿易・産業政策等

が近年ゲーム論を用いて研究され，数多くの有益な理論的成果がもたらされている．こ

れらは現実の寡占企業（や政府）の行動をより審らかに説明することを可能とした．

  伝統的な資本主義（利潤最大化）寡占企業の広汎な研究の進展に少し遅れるテンポ

で，これとは異なる目的を有する寡占企業，つまり労働者管理寡占企業，の研究も行な

われてきた．この研究はVanek（1970）に遡ることができる．彼はその著書の中で四つ

の産業組織に関する分析を行なった．それらは独占的競争，クールノー（（わumot）寡

占，シュタッケルベルグ（Stackelberg）モデル，ベルトラン（Be質rand）寡占である．彼

は資本主義の寡占企業・産業に関する研究結果と明らかに異なる興味深い結果を労働者

管理企業の研究から導いた．例えば，労働者管理企業の反応曲線は右上りとなることと

か，そのベルトラン寡占では企業間で価格の引き下げ競争は起こらず，それらは平和的

に共生するといったことを明らかにした．彼の研究の意義は経済組織や制度が異なるな

らば，企業や産業の行動が異なることが予想されるが，モデルを用いてそのことを明示

した点にある．寡占企業も同質ではなく，またたとえ同じ市場経済を前提としていても，

経済システムが制度や規制および取引慣行等の違いによって異なることを考慮するなら

ば，彼の研究の持つ意義は十分な評価を受けるに値するであろう．

 彼の研究以来，Miyamoto（1980）， Irelald and Law（1982），H皿and Waterson（1983），

囲ont and Moreaux（1983）およびOkuguchi（1986）等によって労働者管理寡占企業の

研究が進められてきた．1980年半以降の研究によって労働者管理寡占企業の生産戦略や

産業行動および企業間の相互対応は利潤最大化寡占企業のそれらとかなりの点で相違す

ることが明らかにされてきた．最近では，研究者の興味は，労働者管理寡占産業と利潤

最大化寡占産業を別々に研究対象とするのではなく，労働者管理企業と利潤最大化企業

からなる”混合”寡占の分析へと向かっている．この分野の文献としてStewart（1991），

Cremer and Cremer（1gg2），Okuguchi（1993a，1gg3b）やSakai（1993）等がある．混合
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寡占の研究は異なる経済システムにまたがる企業から構成される国際的寡占産業や異な

る目的を有する企業からなる寡占産業の行動を明らかにしょうとするときに役立っと思

われる．混合寡占の分析は本論の10章で行なわれる．

 、本章では二つのタイプの生産関数を有する労働者管理の寡占企業モデルを取り扱う．

企業および産業の行動を鮮明に描き出すために単純化されたモデルを用いる．特に，分

析の単純化と操作可能性を高めるために，複占（duopoly）のみを取り上げる．このた

めに一般性が犠牲にされるかもしれないが，ここでは敢えてそれを行なう．まず1節と

2節では，規模に関して収穫逓減の生産関数下のクールノー寡占とベルトラン寡占をそ

れぞれ取り扱う．同時に複占企業のカルテルの問題も考察する．3節では規模に関して

収穫一定の生産関数下のクールノー複占とベルトラン複占をそれぞれ取り扱う．4節で

は後者のモデルに戦略的R＆D投資を組み込み，それを2段階ゲームモデルに拡張する．

そして戦略的コミットメント（commi㎞ent）の存在が企業の参入・生産戦略に与える効

果を分析する．

1節 クールノー複占と規模に関して収穫逓減生産関数

  以下では産業が二つの労働者管理企業からなる複占を考察対象とする．複占を対象

とする理由はそれが寡占の一番単純な形であるが，寡占の特徴を十分有していることに

加えて，複占モデルでは図を用いて説明することが容易であることが挙げられる．差別

化された複占，すなわち各企業，は非同質財を生産するものと想定する．1） したがっ

て，各企業は単一の財を生産するが，それらの財は互いに独立ではなく，不完全代替財

である．産業への新規参入またはそれからの退出はないものとする．ところで，H皿

and Waterson（1983）は可変的投入物が労働だけのモデルのもとで，参入が自由である

ならば，労働者管理企業の寡占産業と利潤最大化企業の寡占産業の企業数は等しく，更

に産出量も一致することを示した．但し，企業数が一致するのはそれが連続変数である

ためであり，仮にもし企業数が自然数で測られるならば，前者では後者に較べて産業全

体の産出量は少なく，価格は上昇するが，産業内の企業数は両者で等しくなることを示

した．2） これに対し，Neary（1984）は企業が非対称的であるならば，両寡占で企業数

が等しくなるという彼らの結論は成立しないことを明らかにした．

  企業ゴが生産する財の逆需要関数をそれぞれ

1）差別化された寡占企業の研究は最初Dixit（1979）によって行なわれた．

2）可変的投入物として労働のみを考える彼らのモデルの仮定と自由参入の仮定はかならずしもしっくり

いかないかも知れない。ところで，L漁ont and Moleaux（1983）は，労働者管理寡占で自由参入を仮定する

とき，ク三ルノー・ナッシュ均衡が存在しない例を指摘している．しかし同じ仮定のもとでは伝統的利

潤最大化寡占では明らかにクールノー・ナッシュ均衡は存在する．彼らが述べるように，このことは，

不完全競争下でも完全競争下と同様，労働者管理経済と利潤最大化経済の間には完全な対応関係が成立

しないことを意味する．
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P1＝α1一わ1y「4ソ2

ρ2＝α2－4y1一わ2y2，  α‘＞0， わ‘＞0，4＞0， わf＞4， ’＝1，2

とする．脅は第f財の価格，乃は企業∫の産出量を表わす．α」，わ、および4はパラメ

ーターである．均衡の存在を保証するために，ρ1一傷＞0が仮定される．先に示された

ように，両逆需要関数は産出量に関して線形で右下がりである．ところで，α1＝α2の

とき，（β／b1δ2は生産物の差別化（product dif£eren廿ahon）の程度を表わす．もし♂／わ1 b2

＝0であるならば，財は互いに独立であり，各企業はそれぞれの市場において独占企業

となる．他方その値が1のときは両企業の生産する財は同質であることを意味する．以

下の分析では両企業の生産物は（不完全）代替財（subsdtutes），つまり♂／わ1 b2≠0，1，

であると仮定する．企業は市場において数量競争（quantity competition）を展開する．

  企業fの生産関数はy、＝君（K，，L」）＝の（L），芦1，2，と定義される．そレて生産関数は

通常の仮定，噸¢」）∠既、＝φ；（Lゴ）＞0，φ1（L）＜0，φ（0）＝0，を満たすものとする．可変的

投入要素が労働ちのみで，その限界生産性は逓減するという通常の仮定を置く．3）

属は固定的資本財投入量を表わす．本節と次節では属はサンタするものとする．企業

ノの利潤関数：は

：π」＝Pf（yl，y2）yま一半，一Rぎ＝P」（ソ1，y2）φ（乙，）一｝此ぎ一瓦

で表わされる．wは資本主義経済の労働市場で決まる賃金を，そしてRf＝弓K｝＋Rノは

固定費を示す．wはメンバーにとって留保賃金にあたる．またηは資本財のレンタル

プライスである．産業への参入費用等がRf’で表わされる．この費用はサンタするかも

知れないし，またノンサンタであるかも知れない．利潤最大化企業は利潤を最大にする

ように労働投入量（産出量）を決定するが，労働者管理企業の最大化問題は

m職・
ﾔ・nM禦一wL・一5’・L2

L」

で示される．つまり企業はその構成メンバー当たりの利潤斗が最大になるように投入

（産出）量を決定する．”クールノー”タイプ（ala Coumot）の寡占企業を仮定する．

すなわち企業は自己の産出量の変化は相手企業の産出量の変化を引き起こさないものと

推測（oonj㏄tures）して産出量を選択するものと想定する．また各労働者管理企業は存

続可能，3＞0，であると仮定する．
    ま
  企業は相手企業の産出量が与えられたものと考えてメンバー当たりの利潤を最大に

するように，労働投入量を非協力的に決定するときの最大化のための1階条件は

3）労働投入量は労働者数で測る．労働者の労働時間は，以前の章と同じく，一定とする．
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舞上曙）φ釜1）一圃・q’・L2 （9－1）

である．この条件のもとでクールノー・ナッシュ（Cournot・Nash）均衡が成立する．

そして均衡労働投入量を（L1，L；）とする・また均衡産出量は［ソ1（乙D，y；（乙；）】，そして均衡

価格は（ρ；，ρ⊃＝Lρ1（y；，y；），P2（ソ1，y⊃】である．伝統的企業と当該企業が同一の生産関数と

需要関数のもとにあるとしても，両者の産出（投入）量が一致する保証1論ずしもない．

しかし，以下で示されるように，ある条件が満たされるならば，それらは一致する．と

とろで，最大化のための2階条件は

∂25ぎ

∂L∫2

⑫一わ、）φ；仏）。わ、［φ｝（乙、）］2

L」
＜0 （9－2）

である．この条件は逆需要関数に付随する仮定と生産関数に関する仮定によって満たさ

れる．

  線形の逆需要関数のもとでは利潤最大化企業の生産物は互いに戦略的代替
（strategic subs伽tes）となる．4）つまり相手企業の産出量の増加（減少）は自己の限

界利潤の低下（上昇）を招く．しかし労働者管理企業では同じ線形の逆需要関数が仮定

されたとしも生産物は戦略的代替ではなく，戦略的補完（strategic oomplemen徳）となる．

このことは（9－1）をLノで微分すると，生産関数の感性によって

∂£；諺＝一躍［φ；⑭）一解］・qε・ノ
（9－3）

が成立することから明らかである．この式は相手企業の投入（産出）量の増加は自己の

1人当たりの限界利潤の増加を引き起こすことを表わしている．これはまさしく企業の

生産物が互いに戦略的補完関係にあることを示す．この結果に対して次のような直観的

説明が与えられる．企業ノ（≠f）の労働投入（産出）量の増加は逆需要関数を通じて

企業fの価格凸の低下を引き起こす．この低下は限界収入（ρノーわf）φノ（ち）を減少させる

と共に，限界費用（w＋砂も減少させる．しかし後者の減少の方が前者のそれよりも

大きいためにメンバー当たりの限界利潤が増加することになる．このため労働者管理寡

占ではライバル企業の産出量拡大戦略は自分に対する敵対的行為ではなく，それはむし

ろ利他的行為となる．敵対的行為はその産出量を減少させることである．このことから

労働者管理企業では利潤最大化企業に較べて産出量拡大戦略をとるインセンティブは小

さい．したがって，前者の寡占では利潤最大化企業のそれと異なり，産出量競争やマ

ーケットシェア争いが起こる可能性は低いと思われる．

4）戦略的代替および戦略的補完の定義はBubw， Geanakoplos and照emperer（1985）による．
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  労働投入のそれ自身の1人当たりの限界利潤への効果はそのクロスの効果を上回る

と仮定する．すなわち

並
∂L1

〉

∂25ε

∂Lノ∂L，
，’≠ノ （9－4）

が成立するものとしよう．これは利潤最大化寡占企業モデルにおいて一般的に用いられ

る仮定の準用である・（9－2）と（9－4）より均衡の局所的安定性（local stabihty）が保証さ

れる．もし（9－4）がすべての領域で成立するならば，均衡の一意性と大域的安定
（global stab丑ity）が同時に成立する．5）

  （9－1）から企業∫の反応関数は

（ρ，一わ）φ｝（乙）一（w十∫∫）＝0

で与えられる．そこで，企業fの反応曲線の傾きを検討するために，上式を存で微分

すると，

    ∂2∫，

舞一霧・α凋

   昭

が導かれるので，その曲線は右上りとな

ることが明らかにされる．6）乃 また企

業ノの反応曲線も同様に右上りとなる．

図9－1では企業1の反応曲線をL1＝

Ψ1（ち），そして企業2のそれをち＝Ψ2（

石）で表わす．仮定（9－4）より企業1の

反応曲線の傾きは（L1，ち）平面上では

企業2のそれより急になる．両曲線の交

点Eはクールノー・ナッシュ均衡，そし

て（乙；，L；）はその労働投入量を示す．この

図から明らかなように，たとえ線形の需

畷

しz

図9－1

E

⊆1｛しz）

王z｛し1》

ε’

0 しで
し1

5）Nikaido（1968）を参照．

6）反応曲線が右上りとなることはVanek（1970）によって最初に指摘された．

7）分析ではクールノーの推測，dら／d陽＝0（1≠ノ），を仮定している．この仮定下では各企業の反応曲線

の均衡での傾きはゼロでなく，企業の推測の整合性は保たれない．推測の非整合性の指摘はB鵬nah…m

（1981）およびPeπy（1982）によって行なわれた．前者は差別化された財を生産する複占モデルで推測の整

合性の問題を論じている．
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要関数が与えられたとしても，伝統的寡占のように，反応曲線は右下がりではない．こ

のことが先に述べた異なる反応を示す原因である．均衡を通る曲線∫掌は企業fのメンバ
                              ご
一1人当たりの等利潤曲線を表わす．この等利潤曲線がそれぞれの座標軸に近づくにつ

れて1人当たりの利潤は増大する．8）

  少し脇道に逸れるが，労働者管理企業と利潤最大化企業の反応曲線の関係を検討す

る．9）比較のために両企業は目的関数の違いを除き，すべて同一条件下にあるものと

する．利潤最大化企業の反応関数は．

（ρ」一b）φ∫（の一w＝0

で表わされる．反応曲線の傾きを求めよう．このとき，もしそれ自身の投入量の限界利

潤への効果がクロスの効果を上回るならば，

4∠，

 ノ＿
4L
 ’

∂2πf

薔
∂2：π」

躍
＜0，∫≠ノ

となり，利潤最大化企業の反応曲線は右下がりとなる．

  5f＝0のときには，労働者管理企業と利潤最大化企業の両反応関数が一致すること

が（9－1）から明らかである．そして両タイプの企業の投入（産出）量は等しくなる．10）

 両タイプの産業の反応曲線および複占均衡の関係を検討することにしよう．まずそれ

らの企業の目的関数の間には以下の関係が成立する．

乙漸＝πf．

これは利潤が正，ゼロ，負となる場合に対応して1人当たりの利潤はそれぞれ正，ゼロ，

負となることを表わす．利潤がゼロのときは，利潤最大化企業の複占均衡と労働者管理

企業のそれが一致することがわかる．他方，もしπノ＞0であるならば，労働者管理企

業の反応関数に関して

（ρ∫一のφ」（乙）一w＝∫，＞0

が成り立つ．（9－2）を考慮すると，労働者管理企業の産出量は利潤最大化企業のそれを

下回ることになる．これは完全競争下のWard（1958）によって導かれた結果と同じであ

る．したがって，メンバー当たりの余剰が大きくなるにつれて，労働者管理企業の産出

8）労働者管理企業の等利潤曲線は伝統的企業のそれと同じ性質を有する．

男両企業の反応曲線の関係はStewart（1991）によって論じられた．

1①Hill and Waterson（1983）は自由参入のもとで両タイプの産業均衡は一致することを証明してる．
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量は利潤最大化企業のそれよりも少なくなってゆく．ところが，もし企業の存続可能条

件が満たされず，5ノく0であるならば，これと逆の結果が成立する．表9－1では労働

者管理複占と利潤最大化複占の産出量と価格に関する比較がまとめられている．

  以上の結果をもとに労働者管理企

業と利潤最大化企業の反応曲線の関係

を図示しよう．図9－2で示されるよう

に，後者の反応曲線・乙、＝El（L》∫≠ノ，

は右下がりとなり，利潤最大化産業の

複占均衡は反応曲線の交点瑞で決まる．

cは利潤最大化企業であることを示す．

5f＝0が成り立つときの労働者管理企業

の反応曲線は，図に描かれるように，

利潤最大化企業の反応曲線の交点で交．

差する．つまり両タイプの複占均衡は

一致する．

  次に，5ゴ＞0のときの両タイプの企

業の反応曲線の位置関係をみよう．先

に示されたように，所＝π∫＝0のとき，

労働者管理企業と利潤最大化企業の両

者の反応曲線の交点は一致する．利潤

最大化企業1の利潤がゼロとなる点を

A1，そして企業2のその点をA2とし

て図9－3にこれらを描くと，労働者管

運企業1の反応曲線は点A1を通る右上

がりの曲線，そして労働者管理企業2

のそれは点．A2を通る右上がりの曲線と

なる．かくして両曲線は瑞の下方のE

点で交わる．この結果，労働者管理複

表9－1 LMF寡占とPMF寡占の比較

産出量 価格

Si＞O

堰≠P．2

LMFの産出量

ｪPMFのそれ
�ｺ回る

LMFの価格が

oMFのそれを

繪�

Si＝0 一致する 一致する

Siく0 LMFの産出量

ｪPMFのそれ
�繪�

LMFの価格が

oMFのそれを

ｺ回る

し」L

図9－2
王巴（Lz》

「E＝Ec

ヨ三≧1し邑）

：ヨ：くω

日1（ω

o
し巳

占均衡は伝統的複占均衡の左下方で成立する．このことは，利潤が正のとき，労働者管

理企業およびその産業の産出量は利潤最大化企業の産出量およびその産業の産出量より

少ないことを意味する．

  以上の結果から次のことがいえよう．労働者管理寡占企業が存続可能であるならば，

その産出量が利潤最大化寡占企業のそれに較べて少なくなるために，前者の寡占価格は

後者のそれより上昇する．このことから労働者管理経済の厚生は資本主義経済のそれよ

り劣ることになる．特に，消費者余剰に関して前者は後者より減少する．Hi皿and

Waterson．（1983）は参入自由の仮定下では同様の結果が成立することを証明している．

しかしN町（1984）はそのもとでも，もし企業が非対称的（おy㎜e圃であるなら

ば，労働者管理寡占のときの方が双子の利潤最大化寡占のときよりも厚生が逆に改善さ

れることを証明した．これに関連して彼は労働者管理産業の企業数が利潤最大化産業の
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それを上回ることを明らかにした．11）

 以上の結果は利潤の分配が正であると

いう想定のもとで得られた結論である．

もしそれが負ならば，逆の結論が導かれ

ることはいうまでもない．

  比較静学分析

  外生変数の変化に伴って企業の産出

量およびその価格がどのように変化する

かを検討する．まず留保賃金wの変化が

企業の産出量に与える効果を考察する．

その変化に対して企業の反応関数は不変

に保たれる．このため，たとえ賃金が変

化しても，企業は産出量を一定に保つた

めに価格も不変である．これは労働者管

理企業にとってその（シャドウ）限界費

用 （WF十5ノ）は賃金から独立であること

による．これに対し，利潤最大化企業で

は賃金の変化は限界費用を変化させるた

めに産出量に影響を与える．

  固定費の変化の効果を考察しよう．

そこでRfで（9－1）を微分し，その行列

を解くならば，以下の結果を得る、

し■

図9－3

E

里1〔し∂

Al

EG

Az
玉Eユ｛L・）

：ヨ1（し｝

El｛］Ω

   血
色＝一難．0
4瓦 L剥Dl

   ∂25／

4L∫＿∂Lμ∫

4R・ムllD1

0

しユ

図9－4

冒

巫篭（し・1里1回

→

しモ

＞0， ε≠ノ．

  正ユ1し・》

E’

0
』1

分母の項，iDl＝（∂『∫，／∂L～X∂23／／∂L呈）一（∂弩」／∂乙ノ∂L，X∂2∫ノ／∂乙」∂Lゴ），は仮定（9－4）より正で

ある．企業1の固定費の増加はその自身の産出量の増大を導くが，ライバル企業の産出

量も同時に増加させることを上の結果は示している．この予想外の結果が導かれる原因

は企業のシャドウ限界費用 （W÷5∫）の中にその秘密が隠されている．固定費の上昇は

それ自身の限界費用を逆に低下させるため企業は産出量を拡大させる．生産物は戦略的

11）Neary（1984）は労働者管理企業と利潤最大化企業の産出量の比較を行なっていない．
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補完財であるためライバル企業も産出量を増加させる．反応曲線を用いて説明すると，

R∫の増加は企業∫の反応曲線里（Lゴ），庭ノ，を右方向にシフトさせる結果，均衡はEから

E’へ移動し，両企業の産出量は共に増加することになる．このことは図9－4に示され

る．固定費に関する結果は競争的労働者管理企業の場合の結果と同じである．他方利潤

最大化企業では固定費の変化は産出量に影響を与えず，利潤水準のみを変化させる．こ

の効果は賃金の変化に関する労働者管理企業への効果と同じである．

  団xit（1979）は固定費と利潤の関係に着目し，固定費がある水準を越えるならば，

企業の利潤がゼロ以下になり，企業は操

業を停止することを明らかにした．この

ことは労働者管理企業でも同様に成り立

つ．それを図示したのが図9つである．

里（乙2）は企業1の反応曲線である．そし

て∫1はその1人当たりの利潤がゼロとな

る等利潤曲線を示す．もし企業が1人当  C

たりの利潤がゼロとなるところで，操業

を停止するならば，その反応曲線は

A8α2となり，途中で折れ曲がり不連続

となる．利潤最大化企業と異なるのは固

定費の増加（減少）と共に，反応曲線が

右（左）方向へ移動する点にある．

  次に，需要の変化が企業の産出量に

し」z
図9－5

  ノ
 1
 ’
B！

ヨ三1〔しz，

q。

o A
し甕

与える効果を検討しよう．その変化を縦軸の切片αの変化で表わすことにする．逆需
                       ま
要曲線の平行シフトでもって需要の変化をとらえる．そこで，（9－1）をα、に関して微分

し，（9・2）と（9－3）を考慮しながら整理するならば，

∂2・、∂2・ノ

4L
 j＿
伽 」

∂α∫∂L」∂Ll

 iDi

∂2・ε∂2・ノ

＜0

鵠・鰭撃・いノ

が導かれる．ところで，∂25，／∂α，∂L，＝［φμ，）一の（L）／L，］＜0である．企業fの生産物に対

する需要の拡大はその産出量の縮小を引き起こす．右上がりの反応関数のもとでその拡

大が企業fの反応曲線を内側にシフト’させるためにそれは起こる．反応曲線の内側への

シフトめ原因は需要の増加に対してシャドウ限界費用の増加が限界収入の増加を上回る

ためである．次の図9－6で示されるように，需要の拡大によって均衡はEから万’へと

左方にシフトするため，その拡大はそれがないときに較べてより一層の価格上昇を招く
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ことになる．他方需要の拡大は消費者に

対して明らかに不利益をもたらすことに

なる．

  共謀

  いままでは各企業は各々の1人当た

りの利潤のみを最大にするように，非協

力的に労働投入量を決定するものと仮定

してきた．しかしここではこの仮定を緩

めて企業は両者の労働者1人当たりの利

潤分配の合計を最大化するものと想定す

る．つまり両企業はその分配の平均を最

大にするように，結託して（collude）カ  O

ルチル（dartel）を形成するものとしよう．

しユ

図9－6
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｛
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企業は特に数量カルテルを結ぶものとする．カルテルの形成によって市場の独占化を図

り，独占レソトの獲得をめざす．このレソトの分配方法に関して両企業はカルテル結成

時に合意に達しているものとする．しかし相手に無断で産出量に関する合意を破棄した

としても，それに対するペナルティ（penalty）は科されないとしよう．つまりカルテルは

自発的に結成され，両者間にそれに関する拘束的約束事はないものと考える．12）以下

では，カルテル形成による産出量への効果およびその安定性の問題を取り扱う．

  カルテルの構成メンバーである企業fの最大化問題は

一掴払炉鞠・ノ
Lf

   5・ムL＝しぎ＋L∫

で表わされる．労働投入量によって加重平均された1人当たりの利潤分配を最大にする

ように，両企業は協力（協調）的行動をとるものとする．このときの最大化のための1

階条件は

鴇＋鴇＋多砥サ・ （9－5）

である．ところで，∂∫ノ∂L’＝一4φぎ（乙∫）ツノ佑く0である．条件（9－5）が満たされるときに，

②カルテル形成の合意事項を破ったとしてもそれに対してまったくペナルティが科されないという仮定

は現実的ではないが，ここでは話を単純化するためにその仮定をおく．カルテル内での騙し（cheating）の

発見とその防止の問題はカルテルの成功（存続）の可能性と大きく関係する（pindyck，1979）．
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協力（カルテル）均衡の労働投入量（乙∴L；），そしてその産出量（ソ∴y；）が決定され

る．13）先に求めたクールノー・ナッシュ（非協力）均衡とこの均衡の労働投入量（産

出量）の比較はできない．したがって，カルテルの結成によって産業の産出量の減少と

価格の上昇が起こると単純に結論づけることはできない．ただ，（9－5）の第三項がゼロ

であるならば，カルテル結成はその産出量の減少と価格上昇を生みだす．この結果は伝

統的結果と明らかに異なる．14）

  しかし，もし両企業が対称的（symme仕ic）であるならば（9－5）式は，∫、＝5ノであ

るために，整理すると，

（Pf一わ，）φ」（乙，）一（w＋8」）

Lε

4φμ，》
   ノ＝0，’≠ノ
 Lノ

（9－5）’

となる．15） カルテルを結んだ協力均衡下の労働投入量は非協力均衡下の投入量に較べ

て少なく，（乙LL夢〉（乙1～しめ［（ソ1，y；）〉（ソ∴y；）］が成立する．産出量の減少の結果，

価格は上昇する．そして企業の労働者1人当たりの利潤は増加する．他方経済厚生は企

業の共謀によって低下することになる．

  しばらくの間，企業の対称性を仮定しよう．すると，カルテルを結成するインセン

ティブは利潤最大化企業と同様労働者管理企業にも存在する．複占の場合，二つの企業

によるカルテルの結成は相手企業との十分な意思の疎通と監視が可能であるために比較

的容易であろう．企業の新規参入がなければ，長期に渡ってカルテルは存続するであろ

う．しかしDeneckere and Davidson（1985）によると，複占で得られるカルテルの結成と

存続に関する結果をN（＞3）の（利潤最大化）企業を含む産業に即時的に拡張できる

わけではない．すなわち産業内のN企業のうちm（＜2V）企業がカルテルを結ぶとき，

確かにカルテルに参加する各企業の利潤がその形成前に較べて増加すると思われるが，

このことがカルテル結成のインセンティブに直接結びつくことを意味しない．なぜなら

その結成に参加しない企業がより高い利潤を得る可能性がある限り，企業にとってカル

テルにただ乗り（フリーライド）した方が得になる．それ故，産業内の企業のなかでカ

ルテルに加わらない企業も出てくる．この問題は以下で論じるカルテルの安定性の問題

と密接に関連する．もし産業内の全企業がカルテルに参加するならば，それらの利得は

明らかに増加する．そうでなくとも，S謡a鵬Swit乙er｛md Reynolds（1983）が示したように，

産業内の80％を越える企業がカルテルに参加するならば，そのメンバーである企業の

利潤はカルテル形成以前に較べて増加することになろう．これらの主張は対称性の仮定

13）カルテル成功のための条件としてPindyck（1979）は二つ挙げている。一つは組織の安定性の問題（後で

述べる）であり，他の条件はカルテルを結んだときに独占利潤が獲得できるか否かの問題である．十分

な独占利潤は需要の価格弾力性が大きいと獲得できない．

14）もしカルテルの目的関数が企業のメンバー1人当たりの利潤の単純合計，51＋予の最大化にあるなら

ば，カルテルの協力均衡での産出量は非協力均衡でのそれを下回ることになる．もちろんこの結果は存

続可能性の仮定下のものである．

15）2階条件は満たされているものと仮定する．
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のもとでの労働者管理企業にも当然妥当する．

  カルテルの安定性の問題の検討に移る．この安定性を脅かす四つの問題が存在する．

それらはカルテル内部の問題と外部の問題に分けられる．後者はカルテルに参加しない

非メンバー企業の行動予測の問題である．そして前者は産出量の割当問題，メンバー企

業によるルールを破りの行動（chea血g）をいかにして見破るかの問題と，それを阻止

する問題の三つからなる．1⑦

  まず，メンバーにとってカルテルのルール破りの行為を行なうインセンティブが生

じるか否かを論じる．既に，カルテルを形成している企業がどのような行動にでるかを

考察するために，企業∫が相手企業に黙ってカルテル破りの行為を行なったとしよう．

しかし，もう一方向企業ノは企業f（≠カのそのような行為に気づかないものとする．

切 更に企業ノは産出量を（9－5）。を満たす水準ガ＝乃（写）に固定したままであると

しよう．企業∫が労働投入量を変化させたときの効果をみるために，5fをちで微分し

て（9－5）’を用いると，1人当たりの利潤と労働投入（産出量）に関して

肉上恥）φ；讐）一聯44・4φ；砦》・4い・ノ

が導かれる．この式は企業∫が結託を秘密裏に破り，その産出量を増加，dら・＞0，させ

るならば，その利潤分配が増加，dbf＞0，することを表わしている．これはカルテルを

共に形成した相手企業が協力均衡の産出量を維持しているために，クールノー・ナッシュ

均衡のもとでの価格より高い価格で多くの生産物を販売できるためである．相手を騙

しカルテルの合意をこっそりと破棄するインセンティブが存在する限り，両企業は互い

にそのような行為に走るものと考えられる．かくしてカルテルは組織的（内生的）には

決して安定ではなく，導かれる結末は囚人のジレンマである．つまりそれは最終的にク

ールノー・ナッシュ均衡に落ち着くことになる．カルテルの内生的不安定性は利潤最大

化企業のカルテルでも存在することが指摘されている．塒 実証的にも現実のカルテル ．

の存続期間の中央値が2．8年であることがSuslow（1991）によって指摘されている．

彼女はその解体は需要の不確実性が増加する景気の下降期に起こることを明らかにした．
19）

16）カルテルの問題に関してはOsbome（1976）およびP量n（妙ck（1979）を参照．後者は実証的側面からその安

定性の問題を考察している．他方前者はカルテルの組織としての安定性の問題を理論的に扱っている．

Osbomeはカルテル破りを阻止するための方法として市場シェア維持ルール（market shae maint㎝an㏄rule）

を提唱している．これは，もしカルテルのあるメンバーが協定を無視して産出量を増加させるならば，

他のメンバーもそれに対抗して以前の市場シェアと等しくなるまでそれぞれの産出量を拡大するという

ものである．これに対して，Mill Imd Blzinga（1978）は協定破りを阻止するための方法を実行するより，

むしろその行為を見つけることの方がより困難であり，重要であると述べている．

1η複占企業体制下では，企業による産出量に関する虚偽の行動は相手企業によって即時に見破られる可

能性が高い．単純化のために敢えてこの前提をおく．

18）例えば，Vadan（1992）を参照．

19）植草（1982）によるζ，彼女の結果と異なり，カルテルは不況期により多く形成される．
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  両企業は互いに協力してカルテルを維持すれば，メンバーにとってより多くの利潤

が得られるにもかかわらず，近視眼的な行動を企業がとるために互いにメンバー当たり

より少ない利潤しか得られなくなる．もしカルテル破りに対して非常に高いペナルティ

が科されるならば，協力均衡が維持されるかも知れない．しかしそれを科すことは事実

上困難であると思われる．独占禁止法によりカルテルの形成自体が禁止されているため

に，ペナルティの存在が明るみにでると，カルテル参加企業は独占禁止法で回せられる．

鋤 このため高額のペナルティを払うより，むしろその存在を公表するという脅しを相

手に行なうならば，何らかの妥協が両者間で図られるであろう．

  手番が一回限り（one shot）のゲームではカルテル破りが起こるであろうが，その

期間が事前に取り決められていない繰り返しゲームの場合だと，得られる結果は異なる

と思われる．なぜなら長期的に得られる利得を最大化する目的で両者が結託することに

よって，そうでない場合に較べてより多くの利得を獲得することが可能となるためであ

る．

  リーダーとフォロワーの問題

  いままでは企業が同時にしかも対等の立場で産出量を決定することを前提にしてき

た．この前提を緩めて企業がリーダー（leader）とフォロワー（fbHower）の立場を自由

に選択できるとしたときに，企業はいずれの立場を選択するであろうか．

  数量決定のシュタッケルベルグモデルのもとでは右下がりの反応曲線を有する利潤

最大化企業はフォロワー（後手）よりもリーダー（先手）になる方がそれ自身にとって

有利であることは知っている．そこでリーダーかフォロワーのいずれの立場をとるかが

企業の自由な選択に任されるならば，互いにリーダーとなることを選択する．しかしこ

のとき両企業を待ち受ける結末はクールノー・ナッシュ均衡のときのそれよりも悪化す

ることがDowdck（1986）によって示されている．他方反応曲線が右上りとなるときは，

お互いがリーダーをめざしても最悪の結末が待ち受けているわけではない．労働者管理

企業のシュタッケルベルグモデルの考察はIreland and Llw（1982）および0㎞guchi

（1993b）等によって行なわれている．彼らは複占が労働者管理企業のみで構成される

ときは，フォロワーとなる方がリーダーとなるよりも企業自身にとって有利であること

を明らかにした．

  事前にリーダーとフォロワーの役割が決まっているのではなく，もし企業がリーダ

ーかフォロワーのいずれかの立場を自由に選択できるならば，いずれの立場を選択する

のかを再考察する．以下の議論では，Dowrick（1986）とGal－Or（1985）の議論を援用す

る．21）二つの企業がリーダーとフォロワーのいずれかを選ぶ内生的手番の組み合わせ

20）ただ日本の場合通産省の指導のもと，独占禁止法適用除外カルテルや行政指導によるカルテルの形成

が認められている．カルテル破りに対しては通産省によって恐らく何らかの形でペナルティが科される

であろう．日本における政府指導によるカルテル結成に関しては植草（1982）を参照．

21｝手番のタイミングの選狼と企業の戦略を取り扱った文献として，他にRobson（1990）およびHamihon

and Slutsky（1ggo）がある．
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は次の四つ，すなわちC，1），¢，の，（ア，り，（∫，ア），一である．括弧内の最初の項は企業1の選

択を，最後のそれは企業2の選択を示す．例えば，（1，のは企業1がリーダー，そして

企業2がフォロワーを選択することを表わす．この場合企業1が最初に産出量を決定し，

次に企業2がそれをもとに産出量を決めることになる．ここではDowrick（1986）に従っ

て，もし両企業がフォロワーとして行動

するならば，クールノー・ナッシュ均衡

Eが生じるものと仮定する．

  先に得られた結果から各企業の反応

曲線は，図9－7に示されるように，右上

りである．両者の交点Eがクールノー・

ナッシュ均衡を表わす．51・と52・はそれ

ぞれ企業1と2がリーダーとなるときの

メンバー1人当たりの等利潤曲線を表わ

す．企業2の反応曲線上の点11は企業

1がリーダー，企業2がフォロワーとし

て行動するシュタッケルベルグ均衡を，

一方，12は企業1がフォロワー，企業2

がリーダーのときのシュタッケルベルグ

均衡を表わす．図より企業ノ（＝1，2）に

』乙

’9

図9－7
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とっては自らリーダーシップをとるシュタッケルベルグ均衡の方がクールノー・ナッシュ

均衡より1人当たりの利潤が大きくなることがわかる．同時に，両シュタッケルベルグ

均衡ではクールノー・ナッシュ均衡に較べ各企業の産出量は減少する．興味深いのは，

自らが市場においてリーダーシップをとるときより，相手企業がリーダーシップをとる

ときに自分にとって有利な結果がもたらされる点である．かくして1人当たりの利得の

より多くの獲得をめざして各企業はフォロワーになることを望むであろう．お互いに相

手がリーダーとなることが共にリーダーとなることよりも望ましいために，それを共に

受け入れるときは図の〃の点で企業の労働投入量（産出量）が決定される．つまり

Dowrick（1986）とは逆に，フォロワー争いが起こる．

  以上の結果をまとめると，先にあげた四つのケースの比較から企業fにとって好ま

しい順序は

（ア・リテ（1，り㌃（1，ノ）テ（∫，の

となる．両企業が互いにフォロワーを選択して譲らなければ，囚人のディレンマ，すな

わち最悪の結果であるクールノー・ナッシュ均衡に陥る。つまりE＝（∫，のとなる．こ

のことを阻止するためにいずれか一方がリーダーとなるか，それとも両者が共にリ「ダ

ーとなるかのいずれかが必要とされる．唱なかでも可能性が一番高いのは両者が共にリ

ーダーとして行動する場合である．この結果は右上りの反応曲線を有する利潤最大化企

業のケースと同じである．これらの結果は反応曲線の傾きが右上がりであるために導か
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れる．22） 上記の結果は両企業が対称的か，または類似である場合に限定される．もし

両企業の規模または費用構造が大きく異なるならば，上で求められた手番の順序関係は

成立しないかも知れない．すなわちライバル企業がリーダーとなり，自分がフォロワ

ーとなる選択が最適とは必ずしも結論づけられない．

2節 ベルトラン複占と規模に関して収穫逓減生産関数

  いままでは数量競争を行なうクールノー複占を考察対象としてきたが，ここでは価

格競争（pri㏄compe面on）を行なうベルトラン複占のもとでの労働者管理企業の行動を

分析する．伝統的企業のベルトラン寡占ではクールノー寡占に較べて価格が低く，産出

量が多くなる．この結果前者の寡占下の企業の利潤水準は後者の寡占下のそれより低く

なる．もし生産物が同質，つまり完全代替財であるならば，ベルトラン寡占では価格は

限界費用に等しくなり，企業の利潤はゼロとなる．この寡占では一般にクールノー寡占

と反対に企業の反応曲線は右上りとなる．以下では，労働者管理のベルトラン複：占での

反応関数の形状，価格や産出量決定等に関する考察を行なう．

  分析の枠組みは前節までと基本的に変わりはない．1節で仮定された逆需要関数か

ら次の需要関数が導かれる．

y、＝α1一β1P、＋YP2

y2＝α2＋γP、一β2ρ2．

ところで，

α＝

ψノーαμ

わρノー42’

   わノ      4
β」＝
      Y＝  わρ戸♂’        わρゴー42’

’，ノ＝1，2， ∫≠ノ

である．お）内点解を保証するために，αf＞0，つまりψ戸αノ4＞0，ゴ≠孟を仮定

する．またβf＞0を仮定する．これは各企業の生産物が代替財であることを意味する．

この結果偽一♂＞0なので，d＞0を考慮するならばγ＞0となる．しかも逆需要関

数に関する仮定よりβf＞γが成立する．もしα1＝α2で，しかも傷＝dであるなら

ば，両財は完全代替財となる．

  ベルトラン複占では企業は1人当たりの利潤が最大になるように生産物価格を決定

するので，その最大化問題は

鋤伝統的複占企業の反応曲線の傾きと先手のプレーヤーの利得と後手のプレーヤーの利得の関係は

Gal－Or（1985）によって論じられた．彼女は両反応曲線が右下（右上）がりならば，先手（後手）が有利

であることを証明した。ただ彼女はこの結果を導くにあたって二つの企業は対称的であると仮定してい
る．

お）クールノー競争とベルトラン競争の双対関係は最初Sonnenschein（1968）によって指摘された．
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    ヨ   ニ
   」 Lf

π‘ ny，一w＆ω一R」
    ， ∫＝1，2
＆ω

P

で表わされる．ところでち＝φ∫1（乃）＝8｝研）で，しかも労働必要関数＆〈乃）は乃に関し

て凸，81（ゆ＞0・8｝”（γf）＞0・そして8（0）＝0である・最大化のための1階条件は吻

／Φf＝一βf（＜0）を考慮すると，

舞＝轟一ψ’一wg｝）β・＋β8汐」・・
（9一⑦

で与えられる．この条件が満たされるとき，ベルトラン・ナッシュ複占均衡（ρ；，p）が

成立する．しかし均衡が成立するためにはR－wgl＞0でなければならない．この不等

式は均衡の成立条件として価格が限界費用を上回ることが必要であることを示す．そこ

でしばらくの間n－wg；＞0を仮定する．一方，最大化のための2階条件は

鯉2β・＋β蜘＋・・）＜。
∂P多      ＆

（9－7）

となる．この条件は，もし2β、＋β忽（w＋の＞0であるならば，満たされる．先の仮定

よりβ～0なので，最大化のための条件（9－7）は， （w＋5f）＞0のとき，必ず成立する．

つまり企業の存続可能性（5f＞0）の仮定と労働必要関数の関数形から（9，7）は満たさ

れる．

  線形需要関数と数量競争のもとでのクールノー複占では企業の生産する財は戦略的

補完となることが示されたが，価格を戦略変数とする場合，同様の結果が成立するか否

かを検討する．そこで（9。6）を乃で微分すると，

轟・一議［・＋都一β8勲・吊）一瓢Pノ

が導かれる．この式が示すように，ベルトラン複占のもとでは企業の生産物が戦略的代

替となるか，それとも補完となるかは一般的には不明である．戦略的補完（代替）とな

るための十分条件は上式の分子の符号が：負（正）となることである．換言すれば，

β、g1（w＋∫∂＋g，2β‘5、／8、〈（〉）1＋81yま／8、が成り立つとき，生産物は戦略的補完（代替）

となる．いずれにせよ生産物が戦略的代替であるか，それとも補完であるかを一意的に

決定することはできない．したがって，ライバルの価格戦略が自らに与える効果は労働

必要関数，需要関数のパラメーターβ」そして1人当たりの利潤に依存する．注目すべ

きはライバル企業の価格戦略とは独立に，生産物が戦略的代替か補完であるかが決まる

ことである．これに対し，線形の需要関数のもとでは利潤最大化企業の生産物に対して

戦略的補完関係が常に成立する．利潤最大化寡占産業と異なり，労働者管理寡占産業で
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は戦略変数を産出量から価格に変換するだけで，生産物が戦略的補完から戦略的代替へ

と必ずしも転換するわけではない．

 一以下の議論ではその自身の価格変化の1人当たりの限界利潤への効果はクロスのそ

の効果を上回ると仮定する．すなわち

血
∂P1

〉

∂25∫

∂乃∂Pぎ
，’≠ノ （9－8）

とする．（9－7）と（9－8）より均衡は局所的に安定となる．この仮定はクールノー複占

の仮定（9－4）に対応する．

  反応関数は（9－6）より

y」一（ρ1－wgf）β」＋β，9遇＝0

であるが，反応曲線の傾きが正となるか，それとも負となるかは不明である．これは右

上りの反応曲線をもたらすクールノー複占の結果と大きく異なるばかりでなく，伝統的

ベルトラン寡占企業の反応曲線の形状とも異なる．

  労働者管理企業と利潤最大化企業の反応関数の関係を利用して両ベルトラン複占下

での価格と産出量を比較する．恥 利潤最大化企業の反応関数は最大化のための1階条

件から

y」一（房一wgl）β」＝0

で与えられる．この反応曲線は，よく知られているように，右上りとなる．他方労働者

管理企業の利潤が正のとき，その反応関数から

乃一（昂一wg」）βf＝一β8｝∫」＜0

が成立する．労働者管理企業と利潤最大化企業の反応関数は場＝0のときには一致する．

  しかし51＞0のときは，労働者管理企業1（2）の反応曲線は利潤最大化企業1

（2）のその上（下）に位置する．図9－8ではξ，σ（巧），f≠孟は利潤最大化企業fの反

応曲線を表わす．4とA2はそれぞれ企業1と2の利潤がゼロとなる点を示す．

反応曲線の交点Elは利潤最大化複占のベルトラン・ナッシュ均衡（ρ瓢pヂ）を表わ

す．肩付きの記号δはベルトラン寡占を表わす・またψ厨）・ノ≠孟は労働者管理企業

∫の反応曲線を表わす．この曲線は利潤最大化企業の反応曲線上の利潤ゼロの点4，f＝

1，2，を通る．労働者管理企業の反応曲線の交点抄は労働者管理産業のベルトラン・

鋤両タイプの企業は同一の生産技術を持ち，同じ逆需要関数に直面しているものとする．
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ナッシュ均衡（ρ『，p診を示す．鋤 ここ

では労働者管理企業の右上りの反応曲線
                          図9－8を想定している．笏 図9－8で示される

ように，労働者管理産業の複占均衡は利

潤最大化産業の複占均衡の左下方に位置

する．このことは労働者管理複占のとき

は利潤最大化複：占のときよりも両財の価

格が低下することを示している．これに

対応して産出量は労働者管理複占におい

てより多くなる．他方労働者管理企業の

反応曲線が右上りとなるとき，それらの

反応曲線はそれぞれ点A1とA2を通り，

ベルトラン・ナッシュ均衡はEわの左下
              ご
で成立する．このため価格は労働者管理                    呂

複占のときの方が利潤最大化複占のとき

よりも低下する．結局反応曲線の形状に

依存せず，（ρ『，鴻り＜（ρ瓢謬りが成立し，価格競争が行なわれるベルトラン・ナッシュ

均衡では労働者管理複占のときの方が利潤最大化複占のときより産出量が増加する．2η

 つまり（ソギ，y皇零）〉（y瓢y勤となる．もし仮に5f＜0が成立するならば所＞0の場合

とまったく逆の結果が成り立つ．

  価格競争が展開されるとき，もし正の利潤が得られるならば，労働者管理寡占産業

では利潤最大化寡占産業よりも競争が激化することになるであろう．このため消費者に

とって前者の産業形態の方が望ましいものといえる．

  比較静学分析

  留保賃金の変化はクールノー寡占の場合と同じくベルトラン寡占においても価格，

更に産出量に対して影響を与えることはない．これは賃金が変化したとしても企業家的

企業と異なり，労働者管理企業ではそのシャドウ限界費用，β高（w＋の，が賃金水準一

から独立であることによる．

  固定費の価格への効果を検討するために（9－6）をR∫で微分し，整理すると，以下

の結果を得る．

η均衡は局所的に安定である．

26）労働者管理企業の反応曲線が右上りとなるときでも，それらは利潤最大化企業の反応曲線に囲まれた

領域に位置する．

27）この結果が自由参入の場合において成立するか否かは不明である．
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   β8；∂25ま

坐＝91∂P多．0
4瓦 1が1

   β8｝∂2∫ノ

農＝一ザ妻q琳

なお（9－7）と（9－8）からlD／＝（∂25、／∂pi×∂2∫∫／∂pl）一（∂2∫、／∂pノ∂n）・（∂2∫ノ／∂p直ρノ）＞0，∫≠孟

である．企業fの固定費の上昇はその価格を低下させ，産出量を増加させる．これはそ

の増加がその自身のシャドウ限界費用を低下させるために起こる．他方ライバル企業の

産出量と価格への効果は確定できない．但し，財が戦略的補完（代替）であるならば，

ライバル企業の価格は低下（上昇）する．これに対応して後者の産出量は増加（減少）

する．財が戦略的補完または代替のいずれでもなければ，固定費の変化に対してライバ

ル企業の価格（産出量）は不変に保持される．

  次に需要の価格への効果を検討する．需要曲線の右方へのシフトで需要の増加を表

わす．そこでαfで（9－6）を微分して整理すると，

∂2・、∂2・∫

4P∫＿

4αま

∂α・∂P・∂pl

 lD1

∂2・ε∂2・∫

＞0

農・塑辮誓噛

を得る．ところで，∂23ぎ／∂αf∂P戸1＋β」（wg；＋38；＋y」）＞0である． f財の需要の拡大は

企業∫にその価格を引き上げさせ，その産出量を減少させる．需要の拡大が逆にその産

出量の減少を招くという結果は直観的には理解しづらいが，これはその拡大が限界収入

よりもシャドウ限界費用を増加させるために起こるものと解釈できる．ライバル企業の

価格とその産出量への効果は一般的には不明である．しかし，もし生産物が戦略的代替

（補完）であるならば4乃／4α、〉（く）0となる・

  共謀

  ベルトラン寡占のもとでのカルテル形成の効果とその安定性を考察する．企業が結

託して価格カルテルを形成するとき，1人当たりの利潤の加重平均が最大になるように，

各企業は価格を決定するものとする．企業∫の最大化問題は
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一躯争・一ノ・脚・ノ
n・

   5・ムL＝Lf＋L∫

で表わされる．最大化のための1階条件は

篇・鴇＋∂綴z）儀一・、）・・
（9－9）

となる．認） ところで，

誰＝麺一跡9｝｝

∂（乙μ）＿

∂P、一
@砂、・一1｝¢・β8；・L器｝）・o

∂（L／L）

である．条件式（9－9）を満たす価格の組み合わせ（ρゼ，p皇寧りはベルトラン協力（カルテ

ル）均衡である．先に求めたベルトラン・ナッシュ（非協力）均衡の価格水準（ρ1～plり

とベルトラン協力均衡のそれとの大小比較は現段階では不可能である．その理由は（9－

9）式の第二，三の二項の符号を確定することができないためである．このためベルト

ラン寡占下でのカルテル結成の市場パーフォーマンスは一般的には不明である．

  もし両企業が対称的であるならば，（9－9）式は次のようになる．

篇・必㎏一＠…瘍］・α （9－9）’

対称性の仮定のもとでベルトラン・ナッシュの非協力均衡と協力均衡の比較を行なうた

めには・まず（9－9）’の第二項・∂3／／∂P、＝Y［ρ∫一（w＋5ノ）9〕／8ア∫≠ノ・つまりゴ財価格の

企業ノの利潤への効果，を確定しなければならない．しかしその効果は不明である．両

均衡の比較のために，その効果を二つのケース，（a）∂5／／∂n＞0（乃〉（w＋∫ノ）g｝）と（b）

∂∫」／∂n＜0（恥く（w＋5∫）g｝），に分ける．図9－9ではケース（a）が描かれている．非協力

価格競争のもとでの反応曲線は実線で示されている．非協力均衡は両曲線の交点抄で

成立する・他方カルテルのもとでの企業∫の反応曲線φ汐（の），ノ≠ノ，は右上りの点線

で表わされている．左はカルテルを示す記号である．カルテル結成の結果，もし企業ノ

鋤最大化のための2階条件は満たされているものとする。



の1人当たりの利潤がf財価格の増

加関数であるならば，それらの反応

曲線はそれぞれ内側にシフトする．

挙はカルテルのもとでの企業fの1

人当たりの等利潤曲線を示す．カル

テルを形成した場合の協力均衡は等

利潤曲線の交点瑳で成立するため，

それは非協力均衡の左下に位置する．

したがって，カルテル均衡での価格

は非協力均衡でのそれよりも低く，

（ρを零，P窪り〉（ρ『宰，p窪象りとなる．そして

カルテル下での各財の産出量は後者

の均衡産出量に較べて増加する．カ

ルテル形成によって労働者1人当た

りの利潤は逆に低下し，消費者余剰

は増加する．それによって厚生は上

昇し，
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   経済全体の便益は増加することになる．カルテル形成が却って経済厚生を増加

させることは興味深い．なお吻／⑳＝0では非協力均衡と協力均衡は一致する．すなわ

ちガ＝瑳となる．

  ケース（b）を考えると，カルテルの結成によって企業の反応曲線は外側にシフトさ

せられる．協力均衡は非協力均衡の右上で成立するので協力均衡価格は非協力均衡価格

よりも上昇するが，各回の産出量は減少する．また労働者1人当たりの利潤は増加する

が，消費者余剰は逆に低下する．最終的に経済全体の厚生は低下することになる．

  カルテルの結成が企業（その構成メンバー）に利益をもたらすか，それとも不利益

をもたらすかを対称性の仮定下でも確定することは困難である．具体的には，ケース

（a）のとき，クールノー複占の場合と異なり，カルテル結成のインセンティブは企業に

とって存在しない．なぜなら，喝／⑫＞0，ゴ≠孟の結果，それを結ぶことによって各

企業の1人当たりの利益は彼らが独自に価格決定を行なう場合に較べて減少するためで

ある．ケース（b）ではカルテル結成は両企業にとって明らかにメリットがある．それ故，

それを形成しようとするインセンティブは確かに存在する．これはその結成によって各

企業の労働者への利潤分配が増加するためである．d㌻／（妨＝0の場合はカルテルを結成

するか，それともしないかは企業にとって無差別となる．

  カルテルが形成された後，企業はそれを積極的に維持しようとするか否か，つまり

その安定性を検討する．企業ノが企業ノ（≠1うに無断でカルテル破りを行なうが，企業

ノはこのことを知らず，依然として協力均衡価格を維持しようとするものと想定しよう．

企業1はライバル企業の価格が与えられたものと考えるので，価格を変化させたときの

1人当たりの利潤の変化は51を凸で微分し，（9－9）1を考慮すると，

    4・’・一蹴一（w・・1短〕嘱’・ノ
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の形で導かれる．この式は価格の変化に対する1人当たりの利潤分配の動きは，

Y砺＞0なので，ライバル企業の価格と雇用の限界費用の相対的な大小関係，つまり

∫ゲ（w十5   ノ）g｝の符号，に依存することを示している．両者の大小関係に企業の価格戦

略は依存する・もし乃〉（w＋㊧毎 （ケース（a）に対応する）であるならば企業∫は価

格を引き下げることによって，1人当たりの利潤を増加させることができる．しかし，

先に述べたように・そもそもこの場合にはカルテル自体が形成されない・逆に，もし凹

く（w＋sノ）的’（ケース（b）に対応する）であるならば価格を引き上げるとき企業自身の

1人当たりの利潤は増加する．相手企業がカルテルの合意を遵守し，産出量を一定に保

つならば，秘密裏に自分の生産する財の価格を引き下げる（産出量を拡大する）ことに

よって利益が生じる・また，もし巧＝（w＋sρ身ならば，価格を操作しても労働者1人

当たりの利潤に変化がないために，企業ゴはその価格を相手に黙って変える誘因を持た

ない．すなわち企業はカルテルの継続を望むであろう．この場合に限り，カルテルは安

定である．このとき，（9－9yから明らかなように， d（」ら塀L＋寄州／Z）／d妨＝おノ《勧，ノ≠∫

であるために，メンバー（労働者）はカルテルの合意を破ることによってより多くの分

配分を手に入れることはできない．つまりカルテルの維持と破棄は無差別である．

  カルテルが形成されるとき，相手企業を騙し，その協定を暗黙の内に破棄しようと

するインセンティブは，両企業が対称的であるならば，存在する．このため企業間の協

調を破る行為が必ず実行されるであろう．そうすると，両企業は数量競争の場合と同様，

囚人のディレンマに陥り，最終的に非協力均衡に落ち着く．また企業が合意してカルテ

ルを結成してもそれは一回限りのゲームでは安定ではない．しかも産業内の企業数が増

えると，カルテルの存続は更に困難になる．他方その存続期間が明示されない繰り返し

ゲームでは，それが組織的に更に安定となる可能性はある．

  ゲーームにおける手番の順番が労働者1人当たりの利潤に与える効果は，もし企業の

反応曲線が右上りで，その上両企業が対称的であるか，または類似であるときはクール

ノー寡占と同一の結果が導かれる．企業∫（≠ノ）がフォロワーで，ライバル企業ノがリ

ーダーとなるシュタッケルベルグ均衡において企業ゴのメンバー1人当たりの利潤が最

大となる．

3節 複占と規模に関して収穫一定生産関数

  クールノー複占

  1次同次生産関数下におけるクールノータイプの複占企業の行動を分析する．分析

の枠組みは前節と基本的に変わるものではない．異なる点は企業が資本財Kと労働の

両可変畢生産要素を用いて生産を行なう点にある．前章の後半部と同様に企業は規模に

関して収穫一定の生産技術を有するものと仮定する．企業ノの生産関数y，＝環K」，L，）が

Kとしに関して1次同次であるならば，その資本と労働の要素（派生）需要関数は
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   K｝＝ん，（7。，w）y，

                         （9－10）

   L」＝ち（ア，w）ソ∫，  ε驕1，2

となる．アは資本財のレンタルプライスで，資本主義経済の資本財市場で決定される

ものとする・ところで，丸，（ア，w）と1，（ア，w）は産出量から独立である．（9－10）を用いると，

企業fの費用関数として

   c，（y，）＝（rご＋レ％）y，＋R，      ・                （9－11）

が求められる．なお7四隅（7，w）かつ嗜司〃4（r，膨）である．

  企業ゴの利潤関数は

   ’π」＝［路（y1，y2）一（7，＋w，）1γ」rR；

である．均衡の存在を保証するために，乃＝0においてρ∫〉η＋町が成立するものと仮

定する．企業fの最大化問題は

   一檬・臨y鑛耕）払一自門・L2

   yf

で表わされる．最大化のための1階条件は

   畿＝賦w）［一わ・＋鍔】詔・    θ一②

で与えられる．逆需要関数の性質より∂1ろ／～汐、＝一わ、＜0である．（9・12）を満たす産出量

の組み合わせがクールノー・ナッシュ均衡での産出量である．最大化のための2階条件

は

   亜＝一軍．o
   の～      娚

である．この条件は明らかに満たされる．また局所的安定条件は

   鵠・鵠一（轟ガ・鵜・α’・ノ
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なので満たされる．ところで，∂、ノ軌∂ッ戸0であるために，企業の生産する財は戦略

的代替でも補完でもない．この結果は明らかに1節の結果と異なる．

  （9－12）より企業fの反応関数は，R；＝わf蹄であるために，均衡産出量
（y1・y2）＝（緬，ノ砿）が直接的に求められる．これは，各企業の産出量はその固

定費と自らの生産物に関する逆需要関数のパラメーターのみによって決定され，ライバ

ル企業の産出量から独立であることを示している．寡占企業特有の企業間の相互の対応

関係が欠如することになる．これは1節の結果とも明らかに異なる特異な結果である．

その対応関係の欠如は同次生産関数の仮定にその原因が求められる．2の

  反応曲線を描けば，図9－10のように，示される．Ψ1は1次同次生産関数下の企

業ゴの反応曲線を表わす．上付きの1は1次同次生産関数に対応する反応曲線等である

ことを意味する．この図で示されるように，各企業の反応曲線は（71・．72）平面上の各座

標軸に垂直となる．両曲線の交点ががクールノー・ナッシュ均衡である．そして均衡

価格は

伽》・ｩ袴婿筋僻副
となる．

  （9－12）で示されるように，各企業に

関連するパラメーターの変化は当該企業

の反応曲線のみをシフトさせる．そこで   塩

次のような比較静学結果が導かれる．企

業∫の固定費の増加は，図9－10における

ように，その反応曲線を外側に移動させ

る結果，その産出量を増大させる．この 竃

ため企業ノの固定費の増加はノ財の価格

を低下させる．他方，ノ（≠り財の価格は

1財の産出量の増加によって低下する．

需要関数の傾き，傷，と企業fの産出量

の間には逆の関係が成立する．したがっ

て，切の上昇は乃の減少を招き，第ノ財
                    0
価格は上昇する．逆需要曲線が平行にシ

フトする場合，つまり8，の変化は∫財の

図9－10

野王1／

d2
重1

→

蜜
懸1

産出量にまったく影響を与えることはないが，均衡価格には影響を与える．例えば，そ

29）厳密に言えば，線形の需要関数と同次生産関数のもとでこの結果が導出される．たとえもし生産関数

が同次関数であっても，需要関数が線形でなければ，企業間の産出量の対応関係の欠如は発生しない．
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の上昇はその価格のみをその変化分だけ引き上げることになる．また各企業の産出量は

留保賃金と資本財のレンタルプライスから独立に決定され，しかもこれらは均衡価格に

も影響を与えない．前節で得られた結果とここで得られた結果を比較すると，次のこと

がいえる．ある企業が直面する逆需要曲線の右方への平行シフト，つまり需要の拡大は

その企業の産出量を増加させ，ライバル企業のそれを低下させたが，ここではそのよう

な変化は企業の産出量に如何なる影響も与えない．他方固定費の変化は規模に関して収

穫逓減の生産関数のもとでは両企業の産出量を変化させるが，規模に関して収穫一定の

生産関数のもとでは当該企業の産出量のみを変化させることになる．異なる生産関数下

で異なる結果が導かれる要因は後者の生産関数下では各企業の反応曲線が垂直となるこ

とに帰せられる．このためそのような違いはある特定の生産関数に対してのみ生じるの

かも知れない．

  非常に多くの固定費を必要とする装置型産業は労働者管理企業の1人当たりの利潤

を低い水準に押さえ込むが，産出量を増加させる効果を持つ．これに対し，固定費をあ

まり必要としない産業では1人当たりの利潤が相対的に増加することになる．このこと

は，労働者管理企業は多くの固定費を必要とする産業よりも，むしろそれが少なくてす

む産業に向いていることを示唆するのかも知れない．また1章の最初で述べたように，

労働者管理企業は大きな資本設備を必要としない産業に多く存在するのはこのことに起

因するのかも知れない．

  労働者管理企業と利潤最大化企業の反応曲線の関係を考察するために，両企業がまっ

たく同じ条件下で操業しているものとしよう．すると，後者の反応関数は

α」一2わ」y」一4yノー（rj十1〃」）＝0，  ∫≠ノ

となる．伝統的企業の反応曲線は右下がりの直線で表わされる．この条件式を満たすと

き，均衡現が成立する．両タイプの企業の目的関数の間には1∫（r，w）ソρ，＝π」の関係が成

立することに着目する．この式の両辺を乃で微分すると，

ろ伽羅・酷）・籍

が導かれる．もし5∫＝0であるならば，∂5、／∂y」＝∂πノ∂ツ」＝0が成り立つ．これは二つの

複占均衡が一致する，すなわちE’＝El，となることを意味する．3① 図9－11にはこ

のことが図示されている．Ψ1（∫，＝0）は5戸0のときの労働者管理企業1の反応曲線を，

30）R；＝画＿（～，＋璽）b’、の関係を利用すると，5，＝0に対して（9－12）は

角一 ﾖ郭舅幅）・α’・ノ

となる．そこで労働者管理複占と伝統的複占の両均衡が一致する．
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そしてy『＝El（ソノ），ひノ・は伝統的企業fのそれを表わす・E’（5、＝0）は5戸0に対する労

働者管理産業の複占均衡を表わす．他方，もしs1＞0であるならば，∂πノ∂ツ，＝0より

∂5ノ軌〈0となる．これは，メンバーへの利潤分配（労働者管理企業の利潤）が正であ

るき，利潤分配がゼロのときに較べて産出量は減少することを意味する．Ψ1（3，＞0）は

51＞0のときの労働者管理企業fの反応曲線を示し，労働者管理産業の複占均衡を

ガ（∫～0）とすると，これらは

図にそれぞれ示される．労働         図9－11

者管理産業の複占均衡は5f＝

0のもとでの均衡や伝統的産

業の複占均衡の左下方に位置

することになる．以上のこと

から労働者管理企業の複占均

衡は1人当たりの利潤分配が

減少するつれて原点から遠ざ

かっていくことがわかる．逆

に，多くのそれを獲得する複

占での各企業の産出量はより

減少し（価格が上昇し），経

済厚生の低下が起こる．

  企業の存続可能条件が満

たされない場合は伝統的産業

明野（s、・。）

0 鴇で（51＝。）
讐1

に較べて労働者管理産業の産出量は増加し，価格は低下することになる．

  共謀

  いままでは各企業は産出量を非協力的に決定するものと想定していたが，ここでは

両企業が数量カルテルを形成し，協力的に行動するときの市場のパーフォーマンスを考

察する．カルテルの結成によって企業の最大化問題は

一統争♪炉塩凋
y’

   ＆ムL＝L，＋五1

に変換される．最大化のための1階条件は

争難聴・騰り・い・ノ （9－13）

で与えられる．（9－13）を満たす（yl～yわは協力（カルテル）均衡である．カルテルが
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市場のパーフォーマンスに与える効果を明らかにすることはできない．しかしながら，

もし両企業が対称的，5ま＝3」，であるならば（9－12）と（9－13）の比較から協力均衡で

の産出量はクールノー・ナッシュ（非協力）均衡のそれに較べて少なく，価格も上昇す

る．31）協力均衡を図9－11で示すならば，対称性の仮定のもとではそれは非協力均衡

よりも原点に近い領域に位置する．結果的に，カルテルの形成は各メンバーに対してよ

り多くの1人当たりの利潤分配をもたらすことになる．その組織的（内生的）安定性に

関しては1節と同じ結論が成り立つ．

  1次同次生産関数のもとでは，規模に関して収穫一定の生産関数のもとで述べたり

ーダーとフォロワー争いの問題は消滅する．つまり各企業の産出量はライバルの生産戦

略と無関係に決定されるために，フォロワーまたはリーダーになることによって利潤分

配が変化することはない．各企業の産出量の変化がライバル企業の利潤分配に影響を与

える場合，いずれがフォロワーになるかは重大な問題であるが，同次生産関数のもとで

はゲームにおけるフォロワーとリーダーの手番争いはなくなる．これは結局同次生産関

数のときには企業の反応曲線が各座標軸に垂直となり，相手企業の産出量戦略から独立

に自己の産出量の決定がなされるためである．

  ベルトラン複占

  規模に関して収穫一定の生産関数を有する労働者管理企業のベルトラン複占下での

行動を分析する．市場の逆需要関数は2節で与えられたものと同じとする．企業ゴの最

大化問題は生産関数の同次性より

一傷・
ｿ（1秩Cw）臨一ろ一叢講凸）玉’＝L2

P」

と書き換えられる．最大化のための1階条件は

舞去（ ββ，1－  2 yf）・・

（9－14）

である．その2階条件は

亜＝一i塾．o
∂〆    1，yl

である．次に，ベルトラン・ナッシュ均衡の局所的安定性を検討する．この安定条件

31）もしカルテルの目的が両企業のメンバー1人当たりの利潤分配の単純合計の最大化にあるとするなら

ば，企業の対称性の仮定がなくても，同じ結果が導かれる．
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鶉毒轟・4辮｝（β」βノーY2）・q∫・ノ

は満たされるために，均衡は局所的に安定となる．

  ところで，（9－14）から企業∫の反応関数

α、一周＋YP戸！爾，凋

が得られる・各企業の反応曲線は・∂『∫∫／∂Pf∂P、＝2β∫YR；／1鰺＞0なので，（ρ1，ρ2）平面上

共に右上りの直線となる．このことは両財が戦略的補完財であることを意味する．企業

の戦略変数が価格のときは，クールノー数量競争と異となり，企業間に相互依存関係が

存在することになる．

  図9－12で示されるように，両曲線の交点のベルトラン・ナッシュ均衡瑳は次の

ように求められる．

ω1～P穿）＝

（α、Y・α、β、）一（Y厩・β、～粛）（α1Y・α、β、）一（Y緬＋β、！爾）

β、β2－Y2
， β、β2－Y2

図中のψ1（ρノ），’≠ノ，は企業ノの反応曲

線を示す．

  固定費と需要関数のパラメータ

ー以外，すなわち留保賃金や資本財

のレンタルプライスが均衡価格に影

響を与えることはない．企業∫の固

定費Rf’の上昇は理財の均衡価格の

低下を招く．このことを図を用いて

説明すると，次のようになる．Rf’

の上昇は企業ノの反応曲線を内側（

原点方向）にシフトさせる．しかし一

その上昇は企業ノ（≠1）の反応曲線に

は影響を与えないために，ベルトラ

区

曽要

図9－12

o

蜘》

一『………一一

    ∠

蜘）

Fセ黄

FI

ン・ナッシュ均衡は左下方へと変化する．また需要曲線の上方への平行シフト（αゴの
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増加）は両財の価格の上昇を引き起こす．この上方移動は企業∫の反応曲線のみを外側

にシフトさせるために，均衡は右上方へと変化する．他方，βfの上昇はα1の上昇と反

対に，両財の価格低下を招く．

  ベルトラン・ナッシュ均衡の産出量はσ若務）＝（／諏「，価）となり，各企業の

産出量はそれぞれの固定費と需要関数

のパラメーターβfによって決定され

る．しかし需要関数のパラメーター    表9－2 クールノー寡占と

αfは確かに価格に影響を与えるが，     ベルトラン寡占の比較

企業の産出量に影響を与えることはな

い．

  ベルトラン複占の産出量はクール

ノー複占のときのそれよりも多くなる．

鋤 したがって，前者の均衡価格は後

者のそれより低下する．クールノー・

ナッシュ均衡とベルトラン・ナッシュ

均衡を比較すると，表9－2のようにな

産出量

価格

1人当たり

の利潤

◎1，y三）＜（yl㌧y望’）

（ρ1，P；）〉（Pギ，諺り

（31，52）〉（51～59

る．つまり前者の方が産出量が少なく，価格は上昇する．更に，クールノー・ナッシュ

均衡における労働者1人当たりの利潤51は後者の均衡におけるその利潤げを上回る．

33）それ故，労働者管理企業にとっては価格競争よりも数量競争の方が好ましく，産出

量と価格に関する結果は伝統的産業と逆の結果が導かれる．

共謀

産業内の企業はカルテルを形成し，労働者1人当たりの利潤の加重平均を最大にす

32）β、と1／b、を比較すると，β1＞1砺なので，1颪〉！砿が成立する．

33）51と5ゼの比較を行なう．ま飢それらは以下のように示される．

・1・是ω；一η一粘一爵）

蝿ψゼーη一恥一環〉

いま躍＿pダ＝＿奴yl＿yb＿4（y l＿ybを考慮するとき，

  ・1一峠・去［◎1－y漁一轟）・・◎；一・甥④

が導かれる．更に，ガ＝》砿およびy斥yゼを用いるならば

  わrみ・彗（⊥＿＿L．．寧 ．．わ・）・o

    y‘y」      y‘y，         y，

が成立する・またy；＜yγであることによって（a）の分子は負となるために・∫浮51寧「が求められる・
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るように，価格を互いに協調的に操作するものとしよう．すると，企業∫の最大化問題

は

一躯卸ちノ・脚・ノ
n
   5・ムL＝しぎ＋Lゴ

で表わされる．最大化のための1階条件は

鴇・を（YR∫1〆1）・∂讐）個サい・ノ

で与えられる．ところで，

∂（乙μ）＿∂（L」／z）＿Lノ鋼＋L孟β・

∂P」 司ρ， L2

である．上記の1階条件を満たす価格がベルトラン協力均衡価格である．しかしこの協

力均衡価格とベルトラン・ナッシュ（非協力）均衡価格の関係は明確ではない．ただ，

もし5、＝5」，錘ノ，が成立するならば・価格は・カルテルの結果・低下することになる・

換言すれば，その結果，産出量は増大する．このことを図9・12で示すならば，協力均

衡は非協力均衡の左下方に位置する．したがって，企業が対称的であるならば，ベルト

ラン複占では産業内の企業がカルテルを形成することによって各企業における労働者1

人当たりの利潤は逆に低下する．このことは企業がカルテルを結ぶインセンティブを持

たないことを意味する．これは必ずしも一般的に成立するものではないかも知れないが，

興味ある結果である．

4節 超過生産能力と参入阻止問題

  Zhang（1993）は労働者管理産業での参入阻止の問題を分析するために， r睡xit（1980）

一Bulow－Geanakoplos一】iqemperer（以下ではBGK）（1985）のフレイムワークを応用した．そ

して彼は，もし利潤最大化企業と同じく既存の労働者管理企業が事前に生産能力を設

定することができるならば，それは参入阻止のために超過生産能力（ex㏄ss capacity）を

保有することを示した．加えて労働者管理企業の反応曲線は利潤最大化企業のそれに較

べて正の傾斜を有する傾向が強いことも明らかにした．E瞳xit－BGKのみならず， Zhang

の議論では代替の弾力性がゼロ（固定係数）のレオンチェフ型生産関数が用いられてい

るが，以下では彼らの生産関数に関する仮定を緩め，規模に関して収穫一定の生産関数

を仮定してZhangの参入阻止分析を一般化する．同時に企業の参入後のクールノー・ナッ

シュ均衡の大域的安定性の問題を検討する．
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  既存の（estabhshed）労働者管理企業と参入しようとする（prosp㏄tive）企業からなる

数量設定のクールノー複占を考える．32）企業はメンバーに対する正の（利潤）分配が

見込まれるとき，市場に参入する．もしこの企業が参入するならば，市場はクールノ

ー複占となる．さもなければ，既存企業が市場を独占する．前節の（9－11）で示された

ように，1次同次生産関数のもとでは企業fの費用関数は産出量の線形関数となる．既

存企業は十分な生産設備の据付けを通して反応関数を操作し，他企業の参入を阻止する

戦略を実行することができるものとしよう．つまり既存企業は参入が予想される企業の

参入決定前に，生産設備π1を据付けることができるものと想定する．しかし生産設備

の拡張は可能であるが，それを削減したり，廃棄することはできないものとする．π、

はサンタする．この投資は外部からの資金の借り入れによって行なわれる．生産設備を

π、だけ据付けるとき，既存企業の費用関数は

靭・o
r1K1＋wly 1÷R1

（ア1十W1）y1＋R1

ノbry1≦κ、

プbアy1＞K、

で表わされる．r1は生産設備の単位当

たりのコストを表わす．前節まで用い

られたrとそれは異なるものとしよう．

既存企業の限界費用は，もしy1≦瓦で

あるならば，w：1で，またもしy、〉π、

であるならば，r1＋1〃1である．33） こ

のことは生産能力の範囲内で生産が行

なわれるならば，そうでない場合に較

べて低い限界費用で生産することが可

能であることを表わしている．そこで，

既存企業の限界費用（㏄1）曲線を図

示すると，図9－13のように表わされ

ト4c監

γ1†w1

w鵬

図9－13

凹CI

O π、

享1

る．すなわち産出量が生産設備以下（y1≦K1）であるならば， Mq富W1，そしてそれ以

上であるならば，Mq＝r1＋W1となる．したがって，その限界費用曲線は産出量が瓦

を越えるとき，上方にジャンプする．他方生産能力に対するコミットメント
（colnmitment）を行なわない参入者の費用関数は。2（ソ2）＝（r2＋w2）y2＋R｝で表わされる．

このため参入企業の限界費用は色＋腕となる．

  前節までは製品差別化を認め，逆需要関数が各企業の生産物に関して線形であると

32）以下で展開される議論は最初Dixit（1980）による．彼は利潤最大化企業の寡占モデルで参入阻止の問題

を考察した．

33）厳密に言えば，シャドウ限界費用がそれぞれ（W、＋’1∫、）と（7、＋W、＋’15、）のもとで生産を行なう・
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仮定してきたが，以下では二つの企業は同質財を生産するものと仮定する他に，非線形

の逆需要関数，p（9）＝p（ソ1＋y2），グ（9）＜0，を仮定する．内点均衡を保証するために，

p（0）＞cl（0）であるとしよう．

  企業fの労働者1人当たりの利潤の分配額は

  πεP（9）y」一。、（y∫）

         ， ∫＝1，2ご    
ぎ4  4（7，w）yf

で表わされる．前節で示されたように，しぎ＝1ε（7，w）y、である．企業fは死を最大にする

ように産出量を決定する．この最大化のための1階条件は

誹｛：：：liil：1∴ プbry、≦K1

11y1 ＝0  カ7y1＞K1

（9－15）

である．その2階条件は

亜。（2グ＋y・〆）．0

∂y釜  11y1

である．他方企業2の1階と2階の両条件はそれぞれ下記のように与えられる．

農・ゆ卯一弩iw∂一周・α （9－16）

および

血・。（2P’＋y・〆）．α

∂yl  1・y・

以下では上記の二つの2階条件は満たされるものと仮定する．通常のように，各企業の

限界収入は産出量の減少関数2ρ’＋ρ響防く0，であるとする．もしp”≦0であるならば，

この条件は満たされる．また逆需要関数が産出量に関して強い凸性を示めさなければ，

その性質は満たされる．

  （9－15）と（9－16）は更に次のように書き換えられる．
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プbry1≦K、

［ρ＋y辺’一（r1＋Wl）一11∫1】＝0  カry1＞K1，

（9－17）

および

v2（ソ、，yρ＝［ρ＋y2ρ’一（r、＋り一125」＝0． （9－18）

巧σ1，乃）＝0は企業fの反応関数である．企業の反応曲線の形状をみるために，（9－17）

と（9－18）を全微分すると，

（塑4y2）1・轟1〆
（9－19）

（塑4y1）、・勿箒
（9－20）

が得られる．（9－19）と（9－20）の両式の分母は2階条件から共に負である．そこで反応

曲線の傾きはp”の符号，つまり需要関数の形状，に依存する．例えば，もしグ＞0な

らば （の、〃yノ）、＞0，錘ノ，となり，反応曲線は正の傾きを持つ．他方，もしρ”＜0なら

ば，反応曲線は負の傾きを持つ．Zhang（1993）は労働者管理企業の反応曲線は伝統的企

業のそれよりも正の傾きを持つ傾向が強いことを指摘した．具体的には，彼は次のこと

を明らかにした．逆需要関数が一定の需要の価格弾力性を持つ関数，
P＝c（y1＋y2）11η，c＞0，η＜0，であるか，または対数線形の関数，
ρ＝α一わZπ（ソ、＋y2），α＞0，わ＞0，であるならば，その反応曲線は正の傾きとなる．これ

に対して伝統的企業の反応曲線は，需要関数が一定の弾力性を有するとき，

0＜y2＜一yノηに対しては上方に，他方y2＞一y1！ηに対しては下方に傾斜する．そして

対数線形の需要関数のもとではそれは下方に傾斜する．32）労働者管理企業の反応曲線

32）既存の労働者管理企業とその参入者が線形の需要関数，ρ＝α一わσ、＋yナα＞0，わ＞0，に直面すると

き，それらの反応曲線はそれぞれ

鴫ll予剛∵凝

y、・（R2／わ）112

となる．
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の傾きに関する彼の主張はレオンチエフ型生産関数と同じく，規模に関して収穫一定の

生産関数のもとでも成立する．

  Dixit（1980）， BGK（1985）およびZhang（1993）は参入後のクールノー・ナッシュ均

衡の安定性の問題に注意をあまり払っていない．彼らは暗黙の内に均衡の安定性を仮定

している．そこで彼らの議論の前提の可否を判別するために，均衡の大域的安定性

（global stabiHty）の問題を検討する．まず，各企業の生産量は

窪・o呂σ。刃

に従って調整されるものとする．上式の右辺の調整係数0は正の定数とする．                           f
Gandolfo（1971）によると，大域的安定条件は

響く0 と
ay，

1畿i＞i銑ト 
’≠ノ （9－21）

である・∂即く・であるために・安定条件は一∂隣／∂聴唖ノ∂ツ、1となる・更に・

軌／∂ツ戸y∫ρ”であることを考慮して均衡の安定性を以下の二つのケースに分けて検討

する．32）

  ケース（a）：砺／∂yノ＜0・ρ”＜0のときは・常に畝／∂ツノ＜0である・そこで安定条件

は一罪／∂ッ、〉一罪／∂ッ∫となるので，それは満たされる・（9－19）と（9－20）を考慮すると

き，下方に傾斜する反応曲線を持つ企業の参入後のクールノー・ナッシュ均衡は大域的

に安定となることがわかる．

  ケース（b）：飢／∂ツ∫＞0・ρ”＞0ならば 軌／∂y」＞0である・均衡が安定であるため

には・一望／∂ツ言〉一匹／∂ツ∫・つまりP’＋〃”＜0，が成立しなければならない・かくして

企業∫の限界収入がライバル企業の産出量の減少関数であるとき（つまり生産物が戦略

的代替であるならば），均衡は大域的に安定となる．

  参入後のクールノー・ナッシュ均衡は反応曲線が負の傾きを持つときは安定となる．

しかしながら，もしそれが正の傾きを持つならば，均衡は安定であるかも知れないし，

そうでないかも知れない．具体的な需要関数に関してその安定性を検討すると，例えば

逆需要関数がp＝α一臨（y1÷y2），の0，わ＞0，であるときには均衡は安定となる．これ

に対してp＝c（ソ、＋y2）11η， c＞0，η＜0，であるときには，均衡は必ずしも安定ではない．

つまりy2＞一y1／ηに対しては均衡は安定であるが，0＜y2＜一y11ηに対しては不安定と

なる．（9－21）の最初の条件を考慮すると，一（1＋2／η）ッ1／3＜y2く一y、／nの領域では均衡

は安定となり，他方0＜y2＜一（1＋2／η）y1／3の領域ではそれは不安定となることがわかる．

均衡が安定であるか否かはライバル企業の産出量に大きく依存することをこの結果は示

している．労働者管理企業の反応曲線は利潤最大化企業のそれより正の傾きとなり易い

32）∂Vf御、冨0のケースも考えられるが，この場合は明らかに安定条件は満たされる．
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という結果は，労働者管理企業の参入後の均衡は利潤最大化企業のそれに較べて大域的

に不安定となり易いことを示唆するものである．

  生産能力の設定は既存企業の反応曲線にどのような影響を与えるのかを考察する．

企業1の反応曲線は投資π、によってどのように変化するのかを検討するために，与え

られた乃に対して（9・17）をπ，で微分すると，

坐＝一  ・1  ＞o
   ’ツ1（2P’＋ylP”）4K1

が導かれる．これは瓦の増大は企業1の反応曲線を右方ヘシフトさせることを示して

いる．Zhang（1993）によって指摘されたように，生産能力の増強は利潤最大化企業の場

合よりも，労働者管理企業では折れ曲がった垂直の部分を含めてより幅広い部分をシフ

トさせる．図9－14では，M砺はπ1＝0のときの反応曲線を， R1～1は参入者の反応曲

線を示す．そしてハw1は生産設備

K（≠0）が備え付けられるとき  

の既存企業の反応曲線を表わす．  讐2

図9－13で示されたように，既存

企業は産出量が瓦までと，それ以

上の水準では限界費用が異なる．

このためy1＝瓦を境にその反応曲

線は変化する．ところで，生産設
備」ξ、を保有する「 ﾆきの既存企業

の反応曲線は㎜QN1となる．

  企業2の1人当たりの利潤52

は，均衡がその反応曲線RR1に沿 R，

ってT＝（乃，7｝）からV＝（巧，％）

に移動するに従って減少する．他

方企業1の1人当たりの利潤51は o

NN1上をyから2V1へ下方に移動

図9－14
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するにつれて増加する．RR1上にあってN1の垂線上にある点を1V＝（Nl，ハら）としよう．

  両企業の上向きの反応曲線に直面するとき，既存企業と参入企業間の相互の関係は

以下のように分類できる．

  1．52（1）＜0：新たな企業は参入を断念するために，既存企業は独占者として行動

する．

  2．52σう＞0：参入者が現れる．これに対して既存企業はその反応曲線がシュタッ

ケルベルグ均衡点を通るように生産能力を拡大し，生産能カー杯の生産を行なう．そこ

で，均衡はπ上に位置し，クールノー・ナッシュ均衡となる．

  3．52（レ）＜0く52（η：Ty上には52（B）＝0となるような点B＝（B1， B2）がある．既

存企業が参入阻止の水準瓦＝Blに生産能力を設定するとき，ライバル企業の参入は阻
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止される．既存企業にとってVRI上の最適な点をZ＝（4ろ）としよう．このとき次の

ような二つのケースが考えられる．ケース（i）は万≦z≦7である．すると，51（りく

51（β1）＜51（焼）と51（勾＜51（璃）が成立する．3勾 既存企業は参入企業の労働者1人当

たりの利潤がゼロとなる水準にその生産設備を設定する．このため企業2は参入を断念

する．更に，51（N1）＞51（B）であるために，企業1の産出量は乃＝N1で決まり，遊休設

備の規模は（瓦一N1）となる．このとき既存企業は市場への新規参入を阻止するために

事前に超過投資を実行することになる・他方ケース（i）は万＞Z≧Tである．もし51（勾

＞51（N1）であるならば既存企業は参入を許し，生産能力を乃＝1ヒ、＝ろの水準に設定

し，生産能カー杯の生産を行なう．この場合は新規参入を阻止するために敵対的設備投

資を行なうよりも他企業と市場を分け合うことを既存企業は選択する．参入後のクール

ノー・ナッシュ均衡はz＝（乙，ろ）である．しかし，もし51（飽く51（璃）であるならば，

ケース（i）と同じ結果が導かれる．そして企業は超過設備を保有する．他方，51（2り＝

51（N1）のとき，既存企業は参入を阻止するように行動するかも知れないし，また逆にそ

れを認めるかも知れない．いずれの場合もその企業にとって無差別である．

  労働者管理企業の反応曲線が正の傾きとなり易いという点を考慮すると，超過生産

能力発生の可能性は利潤最大化企業よりも労働者管理企業において高まるであろう．ま

たこのことは労働者管理企業の参入後のクールノー・ナッシュ均衡は利潤最大化企業の

それに較べてより大域的に不安定性となり易いことを示唆している．これらのことから

BGK（1985）よりもZhang（1993）の場合では均衡の安定性の暗黙の仮定を無条件に受

け入れることは問題があるかも知れない．

5節 まとめ

  これまで行なってきた分析は以下のようにまとめられる．分析は4節を除くと，線

形需要関数を仮定し，数量競争と価格競争を行なう二つのタイプの労働者管理複占企業

の均衡および反応関数の形状の検討と比較静学分析を可変的生産要素が一つのケースと

それが複数のケースに分けて行なった．同時に伝統的利潤最大化複占企業との比較を行

ない，労働者管理複占企業の特性を明らかにした．

  可変的生産要素が労働のみで，規模に関して収穫逓減の生産関数のもとで数量競争

を展開するクールノー複占では，線形需要に直面する各企業の反応曲線は右上りとなる．

このため企業の生産物の間には，伝統的企業と異なり，戦略的補完関係が成立する．ま

た労働者管理複占産業と利潤最大化複占産業の均衡産出量を比較すると，前者の利潤が

正（負）であるとき，その産出量は後者のそれを下（上）回ることになる．ただし労働

者管理複占企業の利潤がゼロとなるときに限り，両者の産出量と価格は一致する．産業

への参入が制限されているとか，産業内での企業間の競争が激しくないときの労働者管

理複占産業では伝統的企業の複占産業に較べて価格が上昇し，厚生，特に消費者余剰が

低下することは避けられない．固定費の上昇は両企業の産出量の増加を，他方線形需要

関数の上方へのシフトで表わされる需要の拡大は逆にその減少を招く．しかし留保賃金

32）労働者管理企業の反応曲線が上方に傾く限り，弾く尾が成立する．
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は競争的企業場合と同じく，寡占企業の産出量や価格に影響を与えることはない．

 次に，企業がリーダーまたはフォロワーのいずれかの立場を選択できるものとすると，

ライバルにリーダーを譲り，自らはフォロワーとなることが企業にとって最適選択とな

る．3勾 したがって，ゲームにおいて先手をとることは必ずしもメンバーに対する利得

を増大させることを意味しない．これは伝統的複占企業の結果と逆に，自らがリーダ

ーとなることが最適な選択ではないことを示している．つまりリーダーとなることが必

ずしも有利な立場を労働者管理企業に保証するわけではない．

  ベルトラン複占では企業の反応曲線の形状を確定することは一般に不可能である．

企業の生産物が戦略的代替となるのか，それとも戦略的補完となるのかは不明である．

このためパラメーター変化に対する企業の反応はクールノー複占のときよりも複雑とな

る．例えば，固定費の上昇はその生産物価格（産出量）を低下（増加）させるが，ライ

バル企業の価格と産出量への効果は不明である．また企業の直面する需要関数の上方へ

のシフトによる需要の拡大はその価格（産出量）の上昇（低下）を招くが，ライバル企

業への効果は同じく不明である．しかし生産物が戦略的代替か，それとも補完であるの

かが確定されるならば，ライバル企業への効果は特定化される．労働者管理複占産業と

利潤最大化複占産業の均衡を比較すると，もし前者の利潤が正（負）であるならば，前

者の均衡価格は後者のそれより低（高）くなる．そこで，寡占産業が労働者管理企業か

らのみ構成されるならば，消費者にとって一般に好ましい効果がもたらされるであろう

と結論づけられる．この結果は上記のクールノー数量競争下で得られた結果と明らかに

異なる．

  複占企業に関する3節の分析では可変的生産要素が複数で，しかも規模に関して収

穫一定の生産関数を企業は持つものと仮定した．この場合の分析結果は1，2節の分析

の特殊な場合と解釈できる．数量競争を行なうクールノー複占下では企業の反応曲線は

各座標軸に垂直な直線となり，企業間の相互依存関係が失せる．このため各企業は相手

企業の出方を考慮することなく，産出量を選択することができる．他方価格競争を展開

するベルトラン複占では企業の反応曲線は右上りとなり，各企業の生産物は戦略的補完

となる．そして企業間には相互依存関係が成り立つ．前者と後者の均衡を比較すると，

前者の方が産出量（価格）が急な（高）く，労働者（メンバー）1人当たりの利潤も増

加する．それ故企業にとっては価格競争より数量競争の方が望ましくなる．この結果は

伝統的企業のそれと同じである．

  4節では既存企業の参入阻止とその超過生産設備の関係を分析した．産出量決定以

前に，既存企業が生産能力を設定できる2段階ゲームモデルでは，企業は新規参入を阻

止するために超過生産設備を保有することもありうることが明らかにされた．しかも利

潤最大化企業に較べてその可能性は高くなる．もちろん参入を認めて共存することもあ

りうる．超過生産設備保有の可能性が高くなるのは労働者管理企業の反応曲線が右上り

となり易いことと大きく関係している．また新規参入がある場合，数量競争下では均衡

32）寡占企業が対称的か，それともそれらの費用関数に類似性が認められる場合に成立する．

費用構造が異なるならば，この結果は必ずしも保証されない．

もし企業の
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が常に大域的に安定であるとは断言できない．ただ生産物の間に戦略的代替関係が成立

する場合に限り，それは安定となる．
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10章 労働者管理企業と利潤最大化企業の国際的混合複占と戦略的貿易政策

  Brandef and Spen㏄r（1985）は，自国企業と外国企業からなる国際的複占のもとで第

三国への輸出を巡って両企業が競争するとき，輸出促進のための戦略として政府が補助

金を使用することの有効性を考察した．彼らは，利潤最大化企業への自国政府による輸

出補助金の支出は輸出の増加と外国企業の輸出の代替的減少を導き，外国企業から自国

企業へ利潤の一部門移転させることを示した．これに対し，Mai and Hwang（1989）は自

国の労働者管理企業と外国の利潤最大化企業からなる混合複占における輸出補助金の効

果を考察し，輸出補助金は輸出税に比べると自国の輸出増加に対する効果は低く，貿易

政策としては輸出税の方が優れていることを明らかにした．o㎞guchi（1991）は製品差別

化を導入して彼らのモデルをベルトランモデルに拡張した．両論文は輸出補助金に関す

る比較静学分析を行なっているが，貿易政策を与えられたものと考え，政策そのものな

いしはその決定過程については論じていない．そこで彼らの結果を補強し，拡張するた

めに混合複占下での各国の貿易政策として何が最適であるかを考察する．つまり混合複

占のもとでの各国の戦略的貿易政策（strategic症ade poHcy）について検討する．ところ

で，岡村・＝二神（1994）は可変的投入要素が労働のみの1甑Imd Hwangモデルを援用する

ことによって最適貿易政策を論じている．

  Brander a船Spen㏄r（1985）に従いMai and Hwangモデルを自国または外国政府が第

一段階で輸出補助金（輸出税）を，そして企業が第二段階で産出量を決定する2段階ゲ

ームモデルへと拡張する．企業は生産物をすべて第三国に輸出する．自国消費がないと

いう仮定は貿易政策の有効性に議論の焦点を直接当てることになり，その有効性の分析

をより純化させる．例えば，コーヒー，カカオ，ダイヤモンドおよび金のような農産物

や鉱産物は自国での消費目的のためではなく，むしろ輸出目的のために耕作されたり，

採掘されている．更に中国，韓国やメキシコは外国企業を自国に誘致し，外貨獲得のた

めに輸出の促進を行なう目的で自由貿易地域を設けている．そのため地域内の輸出企業

に優遇税率を適用している．

  本章の目的は労働者管理企業を持つ自国政府と利潤最大化企業を持つ外国政府の戦

略的貿易（最適貿易）政策を考察することである．そして規模に関して収穫逓減の生産

関数が与えられるとき，自国は最適な貿易政策を実行することはできないことが明らか

にされる．厳密に言えば，それを理論的に見つけることはできない．他方外国の最適政

策はライバル企業の反応曲線の傾きに依存する．つまりそれが，もし正（負）の傾きと

なるならば，その最適政策は輸出税（補助金）である．しかし，もしその傾きが垂直で

あるならば，自国の最適政策はレッセフェール（laissez－faire）政策である．1） 自国政

府の貿易政策に関する結果は自国企業と政府の目的との整合性の存在が最適政策の決定

には不可欠であることを示唆している．他に労働者管理企業の反応曲線が正の傾きを持

つならば，つまり輸出財が戦略的補完関係にあるならば，外国企業のみならず自国企業

も外国政府の貿易政策から利益を受ける．第二に，たとえもし自国政府が輸出補助金を

1）これらの結果は一国がその貿易政策を設定するとき，他の国はレッセフェール政策を採用するものと

の仮定のもとで導かれている．
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設定するとしても，労働者管理企業が規模に関して収穫一定の生産技術を持つ限り，そ

の政策は輸出に決して影響を与えないことが示される．2） このことは労働者管理企業

を持つ政府は対抗的政策として輸出補助金や輸出税政策を使用することはできないか，

またはそれらの政策は政策的には無意味であることを意味する．

  本章は次のような構成になっている．1節と2節においては投入物として労働のみ

を使い，規模に関して収穫逓減の生産関数を有する自国企業と外国企業の混合複占下に

おける自国と外国政府の最適貿易政策とその効果を考察する．3節では企業が規模に関

して収穫一定の生産関数のもとで二つの生産要素を用いるモデルへ議論を拡張する．そ

して最適貿易政策とその効果を考察する．以下の議論では数量競争を行なうクールノ

ーモデルを用いる．

1節 混合複占と輸出補助金一規模に関して収穫逓減生産関数ケースー

  Mai and H：wang（1989）モデルを援用することによって自国の労働者管理企業と外国

の利潤最大化企業からなる国際的競合関係にある混合クールノー複占を考える．両企業

は同質財を生産する．そして第三国にのみそれを輸出し，それぞれの国内市場には供給

しない．輸出補助金は産出量決定以前の第一段階において自国政府または外国政府によっ

てそれぞれの目的にそって設定される．第二段階では政府の補助金が与えられたものと

して各企業は産出（輸出）量を同時に非協力的に選択する，つまり数量競争を展開する．

したがって，本章の2段階モデルではまずいずれかの政府が先手（リーダー）となり，

企業が共に後手（フォロワー）となってそれぞれの戦略変数の決定を行なう．

  本節では自国政府のみが貿易政策を選択する場合を考察する．外国政府は自国政府

による輸出補助金（または輸出税）の決定に対し対抗的貿易政策を実行しない，つまり

レッセフェール政策をとるものと仮定する．3）第三国市場の逆需要関数をp＝1々＋

y＊），Φ1ゴ0＝p’（②く。，としよう．pは第三国市場の価格， yとy＊はそれぞれ自国企業

と外国企業の産出量そして0＝ア＋ノは総産出量を表わす．以下の議論では不確実性は

存在しないものとする．

  労働者管理企業の目的は1人当たりの利潤

7＝匹＝P（ρ》一wg（ソ）一R＋砂

       8（ソ） L

を最大化することである．いまwは，たびたび述べてきたように，資本主義経済の労

働市場で決まる賃金，Rは固定費，5は単位当たりの輸出補助金（exp砿subsidy） （輸

出税＝一5）である．固定費はサンタするかも知れないし，ノンサンタであるかも知れ

ない．賃金はメンバーにとって留保賃金に当たる．関数g（ソ）は労働必要関数であり，

生産関数から導かれる．生産関数をy＝F（lK；L）＝φ（L）とするとき，労働必要関数は

4φ／既＝φ’（L）＞0，φ”¢）＜0およびφ（0）＝0の特性を持つものと仮定する．πは固定的資

2）労働者管理寡占企業が線形の生産関数を有するときの議論は9章でも展開されている．

3）対抗的政策についてはDixit（1988）やCollie（1991）を参照．．
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本投入量を表わす．すると，労働必要関数L＝8（のは8（0）＝0，g’（y）＞0およびg’販）＞

0なので，産出量の凸関数となる．つまり生産関数は規模に関して収穫逓減を示す．固

定費には参入費用のほかに，資本財のレンタルコストも含まれている．しかし資本投入

量は3節では可変的となる．他方外国企業は利潤

   π㌧P（9）ヅ＋w19廓（ジ）一R禦＋5γ

を最大化するように産出量ノを選択する．星印＊は外国の利潤最大化企業に関する変

数を示す．

  本章を通じて自国企業の利潤から輸出補助金支払額を差し引いたものは非負である

と仮定する．すなわち

   π一5〕ノ ＝1フ（ρ））ノー14／9（y）一1～ ＞ 0                                （i）

とする．これは輸出補助金の支出とは無関係に，労働者管理企業のメンバー1人当たり

の純利潤は非負であることを意味する．この条件は輸出補助金がない場合でも労働者管

理企業の存続可能性を示す．4）

  モデルでは解を求めるために，2段階ゲームモデルの第二段階から解かれる．そこ

で労働者管理企業の最大化のための1階条件と2階条件は

   筈・巧・亨7・・     （・・一・）

   裂・い写7・・

で与えられる．ところで，上式の右辺の項はそれぞれπ，＝∂㎡∂y＝pッ＋p－wg’÷5およ

びπw＝∂2π／∂ゾ＝2p’＋pり＿wg”である．他方利潤最大化企業にとって利潤最大化のた

めの1階条件と2階条件は

   箒・ぢ・＝かP一ガ8”＋・’・・   （・・一の

   辮・ぢア＝2グ＋〆ジーw冶初・・

で与えられる．

  条件（10－1）と（10－2）を満たす産出（輸出）量の組み合わせ（拓ノ）は第二段階の

クールノー・ナッシュ均衡での産出量である．なお均衡が局所的安定であるための十分

4）これと同じ仮定は，例えば一 盾汲浮№浮モ?堰i1991）でも用いられている．複占企業の分析を行なった前章では

類似の仮定をおいた．
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条件は

△＝㌦πyアー㌦酋》＞0 （10－3）

である・右辺の二つの項はそれぞれレ諭＝［ρ’（1－8’y／8）＋グツ］Z8と喝，＝P’＋P’ブである．

以下の議論では体系は局所的に安定であると仮定する．加えて

ゆ                    の

πノy＝P’＋P’ツ＜0 （五）

を仮定する．この仮定はしばしば寡占企業の研究でおかれる．例えば，Brander and

Spen㏄r（1985）， M拙md Hwang（1989），および0㎞gud畷1991）でも同様な仮定が用いら

れている．自国の労働者管理企業や他国の利潤最大化企業の反応曲線の傾きはそれぞれ

㌃と喝，の符号に依存する．かくして前者の反応曲線の傾きが正か負のいずれである

かは必ずしも確定されないが，後者の傾きは仮定（ii）から負となる．5）

  自国の輸出補助金が企業の産出量，すなわち輸出量に与える効果を考察する．この

とき外国政府は補助金政策を使用しないもの，すなわち5㌔0であるものとする．（10

－1）と（10－2）を補助金5で微分し，仮定（且）を用いると，次の結果が導かれる．

     称。π，γ

        ＜0石＝y・＝一 △

      の筈＝y；・等》・α

（10－4）

（10－5）

労働必要関数に関する仮定から巧。＝∂2レ7お∂y＝（1－9’y／8）＜0である．（10－4）の結果は

労働者管理企業の（1章で示された）奇妙な行動（Ward効果）に依存する．この一見奇

妙な結果が導かれるのは労働者管理企業の1階条件（10。1）の分子に1人当たりの利潤

が含まれるためである．補助金の引き上げは実は自国企業のシャドウ限界費用の上昇を

意味する．6） このため産出量の縮小が起こる．これらの結果はM樋and Hwang（1989）

によって導かれた結果と同じであるが，Brander and Spen㏄r（1985）の結果とは反対であ

る．M樋…md Hwangによって示されたように，輸出を拡大するためには自国政府は補助

金を自国企業の輸出に与えるのではなく，逆にその輸出に課税すべきである．7）

  次の結果を導くために補助金で逆需要関数を微分すると，

5）一般に，労働者管理企業の反応曲線の傾きは利潤最大化企業のそれと反対となる傾向がある．これに

関しては，例えば，本論の9章およびZhang（1993）を参照．需要の価格弾力性一定の逆需要関数， p＝

α（γ＋アり￥η・η＜0かつα＞0・が与えられると・巧y・＞0およびゾ〉一y／η（0＜y寧く一y／η）に対して

衝，〈（〉）0であることが導かれる．なおηとαは定数である．

6）（10－1）よりシャドウ限界葺用は（w＋F）g’＿∫である。内点解はp’y＋ρ＝（w＋のg’＿∫のときに成立する．

ηOkuguchi（1991）は生産物の差別化が行なわれている混合複占下での輸出補助金の効果を検討し，同じ

結果を導出している．
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響）＝グ幅）・グ［（一P’＋ガ8・㍉  △）殊】・・

が導かれる．ところで，移，＜0である．この式は輸出補助金の上昇は産業の総産出量

の減少を引き起こし，価格の上昇を招くことを示している．これはBrander and Spen㏄r

（1985）の結果とは逆の結果である．自国の輸出補助金の上昇は第三国の厚生を引き下

げることになる．この結果はまた自国企業の産出量の減少は外国企業の産出量の増加を

上回ることを意味する．

  補助金が自国企業の目的関数に与える影響を検討するために，関数yを5で微分

し，（10－1）より移＝0であることを考慮すると，

筈＝K＝甑・嘱＋蚤＝yψ箒＋1）

が導かれるが，p寓〈0であるために，自国企業への補助金の変化の効果は不明となる．

これは次の理由による．その効果は間接効果移〉ζと直接効果露からなるが，これら

の効果は互いに逆方向に作用する．自国の補助金の増加は直接効果としては明らかに自

国企業の分配分を増加させるが，間接効果として上昇した補助金によってライバル企業

の産出量の増加が起こり［（10－5）］，更に価格が産出量の減少関数であるためにそ

の分配分を減少させるように作用する．輸出補助金の引き上げがメンバー1人当たりの

利潤を引き上げ（引き下げ）る十分条件は1＞（＜）一pγである．岡村＝二神（1994）は

輸出補助金の引き上げは1人当たりの利潤を増加させることを導いている．ただ彼らの

結果は逆需要関数に関して彼らが用いた仮定ρ”≧0に大きく依存する．

  次に，ライバル企業の利潤への政策効果をみるために，外国の利潤関数を補助金で

微分すると，

誓・π；・π；ゐ・嘱・軌・o

を得る．（10－2）よりπ｝＝0，ぢ＝pブ＜0，更に（10－4）の結果，聡く0，を用いると，

上式の結果が導かれる．この結果は貿易政策の観点からは自国の補助金の引き上げは外

国のライバル企業に利益をもたらすこと示している．これはMai and Hwang（1989）およ

び岡村＝二神（1994）によって既に導かれている．

  資本主義経済での輸出促進を目的とした貿易政策に関する分析は最初Brander and

Spen㏄r（1985）によって行なわれた．彼らは自国企業への輸出補助金の支出の一方的な

誘因が自国政府に存在することを明らかにレた．彼らはその輸出補助金政策によって自

国企業を輸出競争ゲームのシュタッケルベルグリーダーの位置に移動させることができ

るため，その政策は戦略手段として有効であることを証明した．それでは彼らの議論を

労働者管理企業に即時的に適用できるのであろうか．



  自国政府の戦略的貿易政

策を検討する前に，輸出補助金

がない場合のクールノー・ナッ

シュ均衡とシュタッケルベルグ

均衡を取り上げ，それらを比較

する．自国企業の反応曲線の傾

きによって議論を三つのケース

に分ける必要がある．上方に傾

いた反応曲線，下方に傾いた反

応曲線，そして垂直の傾きを持

つ反応曲線のケースである．反

応曲線の傾きは珍プの符号に依

存する．巧ゾ＞0のとき，反応

曲線は右上りとなる．他方珍プ

＜0のとき，それは右下がりとな

る．そして巧プ＝0のとき，それ

は垂直となる．換言すれば，企

業の産出物が戦略的補完（代替）

であるとき，反応曲線は正（負）

の傾きを持つ．特に，p”≧0の

とき，自国企業の反応曲線は上

方に傾く．

  そこでこれら三つのケース

を図10－1に描く．ケース（i）は

珍プ＞0，ケース（∬）は巧プ＜0，

そしてケース（111）は巧プ＝0に

対応する．Φo（ソ）とΨみ）は輸

出補助金がない場合の自国企業

と外国企業の反応曲線を，

塔。＝1，のとπ、はそれぞれ労働

者1人当たりの等利潤曲線と等

利潤曲線を表わす．なお1とf

はそれぞれシュタッケルベルグ

リーダーとフォロワーを示す．

図10。1（i）においてクールノー

・ナッシュ均衡測は二つの反応

曲線の交点によって与えられる．

一方，自国企業がリーダーとし

て行動するとき，シュタッケル

壁
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ベルグ均衡は5μで成立する．これらの均衡を比較すると，自国企業にとってクールノ

ー・ iッシュ均衡よりもシュタッケルベルグ均衡のときの方が労働者1入当たりの利潤

が大きくなる．外国企業がリーダーとして，自国企業がフォロワーとして行動するとき

のシュタッケルベルグ均衡は58Mで成立する．自国企業にとって最も高い1人当たりの

利潤はこれらの均衡の中では5躍のときに得られる．それ故自国企業がリーダーとして

行動するシュタッケルベルグ均衡は前者のシュタッケルベルグ均衡より高い分配分を各

メンバーに保証するとは限らない．いずれにせよ，メンバーは自らがリーダーとなるク

ールノー・ナッシュ均衡におけるよりも相手企業がリーダーとなるシュタッケルベルグ

均衡でより高い利潤分配を得ることができる．

  上の図10－1（ので示されるように，自国企業の反応曲線が下方に傾く場合，自国

企業がリーダー（フォロワー）として行動するシュタッケルベルグ均衡はクールノー・

ナッシュ均衡の右下方（左上方）に位置する．自国企業がフォロワーであるシュタッケ

ルベルグ均衡はクールノー・ナッシュ均衡の左上に位置するために，1人当たりの利潤

は♂や5μの点よりも5μの点で上回る．図10－1（111）は自国企業の反応曲線が垂直

である限り，クールノー・ナッシュ均衡とシュタッケルベルグ均衡は一致する，♂＝

5以 ことを示している．結局自国企業がその反応曲線の変化を通して達成することが

できる最も望ましい点は自分がリーダーとなる点5μである．

  輸出補助金（輸出税）の上昇は自国企業の反応曲線を左方（右方）ヘシフトさせる．

もし反応曲線が点5躍にシフトするならば，企業はリーダーの地位を獲得し，その1

人当たりの利潤は以前のそれに比べ増加する．図10－1（i）のような場合では，メンバ

ー1人当たりの利潤は企業がリーダーであるときよりフォロワーであるときに多くなる．

フォロワーの立場をとるときに，一番望ましい結果が得られることは通常利潤最大化企

業では考えられない．8） しかし注意すべきは企業は自らの反応曲線を自在にシフトさ

せることによってフォロワーの立場を獲得することはできないことである．

  自国政府の最適政策の決定とその有効性に眼を向けよう．自国の厚生はその生産者

余剰から企業への輸出補助金の支出を差し引いたもの，すなわち四E＝㎏ナR－5ア＝π

≠R－5yと定義される．政府の目的は厚生を最大化することにあり，これを最大にする

ように産業・貿易政策を選択する．

  まず，補助金の変化の厚生への効果をみるために冊を5で微分すると，5≧0に

対して

響＝W殉ッ；一案・翻・陶一w『Rl＋∫㎏ンー9）払・・（・・一6）

を得る．なお中括弧の中の符号は（10－4），（10－5），仮定（i），および8’y－8＞oより負

8）Gal－Or（1985）は利潤最大化企業のクールノー複占下でも，もし両企業が対称的で，しかも反応曲線が右

上がりであるならば，フォロワーとして行動する方がリーダーとして行動するより有利であることを示

している．9章では，労働者管理企業のクールノー複占においては，もしも両企業が対称的であるなら

ば，フォロワーとして行動することが両者に取って有利であることを示した．



221

となる．この結果は我々を困惑させる．同じ比較静学結果は岡村・＝二神（1994）によっ

て導かれている．

  次に，最適な輸出補助金の水準の決定問題に移ろう．それを導くために，d剛3

＝0とおくと，最終的には

ゆツ＋P－wg御）］y、＋πyッ；＝0

が成り立つ．しかしこの式のなかには5が明示的には含まれないために，その最適水準

は求められない．このことを直観的に示すために，簡単な具体例を用いてみよう．そこ

で，生産関数を碓）＝屈，そして逆需要関数をp＝α一gとする．労働必要関数は

L＝8・（ソ）＝・4y2，オ＝1／π，、となる・もしこのとき4〃E／ぬ＝0から最適輸出補助金を導こ

うとするならば，

…＋［・一2（・・嚇一ゾ・ ﾈ、．㌃助

が成立し，両辺から5が消えて最適補助金を求めことはできない．これらのことは自国

の厚生の最大化条件から最適な輸出補助金を導くことは不可能であることを示している．

  次に，自国政府が最適輸出税政策を実行することが可能か否かを検討する．つまり

最適な補助金（税）の存在を考察する．Brander and Spen㏄r（1985）（の命題3）は，自

国政府は輸出補助金政策を使用することによって自国（利潤最大化）企業を輸出補助金

のない場合のリ「ダーの位置にシフトさせることができることを明らかにした．そこで，

政府の政策によって自国企業がリーダーの地位を獲得できるか否かを考察する．まず企

業は5＝0の仮定下でリーダーであると想定しよう．このとき最適化のための1階条件

は

巧⑨＋移⑨筈・・
（10－7）

で与えられる．KO）は輸出補助金のない場合の1人当たりの利潤である．（10－2）を全

微分すると，の7の＝一三／π∵を得る．更に，（10－4）と（10－5）を用いると，この式
          アン  アン
は4ゾ幼＝ズ伍となる．かくして（10－7）は最終的に

麺・P－wぽ一幽伽畦］・o （10－7）’

で表わされる．他方（10－1）を次のように書き換えることが可能である．

麺・P－wダー駅①・・（・一華》］・・．
（10－1）’
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（10－1）’と（10－7）は輸出補助金の水準が

       ぼ
5＝ 8pyy・ ＜0
 （   9－gy）y，

（10－8）

のときに等しくなる．このことは，もし政府が輸出される生産物に税金を課税するなら

ば，これによって自国企業を輸出税のない場合のシュタッケルベルグ均衡のリーダーの

立場に移すことができることを意味する．（10－8）のような税金を輸出に課税すること

は自国企業の輸出量を増加させるばかりでなく，産業利潤の一部を自国企業にシフトさ

せる効果がある．ところで，先の具体例をもとに∬を求めると，その水準は
5＝一y／2（1＋w串14串）となる．

  岡村＝二神（1994）で述べられているように，政府は自国企業に輸出補助金を提供

する一方的な誘因を持つのであろうか．これに対する答えは否である．これは，たと

え自国企業の輸出に税金を課税したとしても，その結果自国の厚生が最大化されるか否

か不明であることによる．労働者管理企業を有する政府は厚生の最大化基準によって貿

易政策を選択する限り，最適貿易政策をみいだす（輸出税の水準を特定化する）ことは

困難である．これはそのような政府にとって厚生を基準とする貿易政策の選択は適切で

はないことを意味する．貿易政策の有効性が失なわれる理由は政府と労働者管理企業の

目的関数の間に大きな違いが存在するからであると思われる．それ故，政府が最適政策

を採用することができるためには，両者の目的関数の問に整合性が保たれなければなら

ない．これに対し，伝統的企業の場合はその整合性は保たれている．

  第一段階における最適戦略が非決定となることは，2段階ゲームにおいてサブゲ

ーム（subgame）ナッシュ均衡が存在しないことを意味する．または，2段階ゲームが

実質的には1段階ゲームに退化することを意味する．したがって，当初のモデル設定が

無意味となることを示唆するように思われる．

2節 外国の最適貿易政策とその効果

  外国政府が輸出補助金政策を実行するものとしよう．しかし自国政府はレッセフェ

ール政策，5＝0，を選択するものとする．前節と同じく，本節では外国企業の利潤は非

負で，しかも画く0であると仮定する．外国の補助金5＊に関して（10－1）と（10－2）を
       アア
微分し，整理すると，

の   ㌦・
房「＝y・寧＝τ

（10－9）

寒・y｝・一争・・
（10－10）

を得る．ところで， ム＞0かつ移ア＜0である．（10－9）の符号は自国企業の反応曲線



223

の傾き・つまり‘ガ／の＝一㌦／㌦・に依存する・輸出補助金の引き上げはその反応曲線が

上方（下方）に傾くか，または垂直となるかによって，その国の企業の産出量を増加

（減少）させるか，不変に保つことになる．特に，もし反応曲線が上方に傾く（または

垂直となる），すなわち両企業の生産物が戦略的補完である（戦略的代替でも補完でも

なく，中立である）ならば，距〉（＝）0が導かれる．9） 岡村＝二神（1994）は〆≧0と

いう特定の場合に関して比較静学結果を導いている．

  輸出補助金の輸出価格への効果に関して4ρ傭・＝グ（ソ3・＋y∫・）が導かれる．この結果

は，もし自国企業の反応曲線が右上りであるか，垂直であるならば，引き上げられた輸

出補助金は明らかに価格を引き下げるが，さもなければその引き上げが価格の引き下げ

を招くかも知れない，またそうでないかも知れず，効果は不明であることを示している．

加えてずに関して自国企業の目的関数を微分するならば 称・＝pγ8＜0および壕＞0

であるために4レ743㌔吟）をく0を得る．このことは外国の輸出補助金の上昇は自国企

業のメンバー当たりの利潤分配分を引き下げることを示すが，外国企業の利潤への効果

は一般的には曖昧である．しかしながら，自国企業の反応曲線が非負の傾きを持つなら

ば，外国企業の利潤はその上昇によって明らかに増加することになろう．

  ゲームの第一段階の外国企業の貿易政策の決定問題に移ろう．外国の厚生は既『＝

π＊≠R＊一5＊mで表わされる．外国政府の目的もその厚生の最大化であり，それを最大

にするようにその貿易政策を選択するものとしよう．まず5＊で曜を微分すると，

嬰・ゆジー叫 （10－11）

が導かれる．5㌔0では，d曜／お＊＜0を得る．これは輸出補助金の限界的引き下げ

（輸出税の限界網引き上げ）は厚生を増加させることを示している．次にd躍／d3㌔0『

とおくと，最適貿易政策として

∫ ＝

  ノ む． pyy∫・

y多 （10－12）

が導かれる．1① この式の分母は正であるために，5＊の符号は分子，特にy，．の符号に

依存する．後者の符号は自国企業の反応曲線の傾きに依存するために，y，・≧（〈）0のと

き，ゴ≦（〉）0となる．そして次のような命題を得る．

命題1．自国企業の反応曲線の傾きが正，垂直，負であるとき，外国政府の最適貿易政

策はそれぞれ輸出税，レッセフェール，輸出補助金である．

9）もし逆需要関数が強い凸性または凹性を示さなければ仮定（ii）とρ〃≧0の仮定は整合的である．

lo）この場合も補助金5・に関する2階条件が満たされるものと仮定する．
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  これは岡村＝二神（1994）の命題2の拡張である．外国政府の最適貿易政策はその

ライバル企業の反応曲線の傾きに依存する．換言すれば，最適政策が輸出税であるか，

それとも輸出補助金であるかは，輸出財が自国企業にとって戦略的補完財であるか，そ

れとも戦略的代替であるかに直接関係する．それ故，ライバル企業の反応関数の形状を

知ることなくして政府は貿易政策を的確に実行することは不可能である．命題1は利潤

最大化企業に対するBrander and Spen㏄r（1985）の導出した結果と明らかに異なる．11）

これは労働者管理企業と利潤最大化企業の反応曲線の傾きに違いがあることによる．具

体的には，それはある需要関数，例えばρ〃≧0の性質を有する需要関数のもとでは利

潤最大化企業にとって輸出財は戦略的代替であるが，労働者管理企業ではそれは戦略的

補完であるという事実に依存する．

  貿易政策の産業均衡（クールノー・ナッシュ均衡）に与える効果を検討するために

外国企業は5㌔0のときの輸出競争においてシュタッケルベルグリーダーであると想定

する．最大化のための1階条件は

⑩・㊧⑨農・・ （10－13）

で与えられる．π串（0）は輸出税がない場合の外国企業の利潤を表わす．5＝0とおいて

（10－1）を全微分し，（10－9）と（10－10）を用いると，

⑩珂嶋・Pン寧＋酬ガ・P噴・・（・・一・3γ

が得られる．このことは最適輸出税が∫㌔Pツン諭寿であるとき，その税が導入された

後の最適条件（10－13）’はその税がないときのシュタッケルベルグリーダーの最適条件

（10－13）と一致することを表わしている．かくして次の命題が導かれる．

命題2．外国の最適政策は産業均衡（クールノー・ナッシュ均衡）での外国企業を輸出

補助金がない場合のシュタッケルベルグ均衡のリーダーの立場に移動させる．

この結果は外国企業とその政府の目的関数が整合的であることを示す．輸出税（補

11）E3ton and Grossman（19861は，もし利潤最大化企業が価格設定者であるならば，最適政策は輸出税であ

ることを示している．これは企業の反応曲線が右上りであるためである。



225

助金）は外国企業の反応曲線を下方（上方）にシフトさせる．12） それ故，もし自国企

業の反応曲線が上方に傾いているならば最適輸出税は，図10－1（i）で示されるように，

産業均衡をシュタッケルベルグ均衡の位置にシフトさせることができる．なおΨ。（y）、

は外国の輸出税政策によって下方にシフトさせられた外国企業の反応曲線を示す．その

図から明らかなように，自国企業のメンバーは外国企業がフォロワーであるときより，

リーダーであるときにより多くの利潤分配を得る．課税はまた両企業の輸出の減少と輸

出価格の上昇を招く．他方，もし反応曲線が下方に傾いているならば，輸出補助金は産

業均衡を5μにシフトさせる．そこで外国企業の利潤は増加し，自国企業の分配分は減

少することになる．図10－1（恥で示されるように，この均衡はクールノー・ナッシュ

均衡の左上に位置する． （Ψ・（ソ）、は輸出補助金でシフトさせられた外国企業の反応曲

線を示す．） また輸出補助金は外国企業の輸出を増加させ，自国企業のそれを減少さ

せる．最後に，もし反応曲線が垂直であると，シュタッケルベルグ均衡5βMはクールノ

ー・ iッシュ均衡♂に一致する（図10－1（iii）を参照．）．この場合の最適政策はレッ

セフェ』ルである．

3節 規模に関して収穫一定生産関数と最適貿易政策

  可変的生産要素として労働と資本財を用いる企業の混合複：占モデルに分析を拡張す

る．各企業は規模に関して収穫一定の生産技術を持つものと仮定する．この結果自国企

業と外国企業の限界費用は一定となる．それぞれの限界費用を。と♂とする．但し労

働者管理企業についていえば，この限界費用と（例えば，1章で導かれたように，）シャ

ドウ限界費用は異なる．加えて右下がりの逆需要関数はある産出量水準では限界費用曲

線より必ず上方に位置するものと仮定する．規模に関して収穫一定の生産関数：のもとで

は，労働者管理企業の労働投入量と産出量の間にはL＝βアが成立する．ところで，β

（＞0）は定数である．以下で使用するモデルは生産関数に関する仮定を除き，1節で用

いたモデルと構造的な相違はないものとする．

  1次同次生産関数のもとでは，自国企業と外国企業の目的関数はそれぞれ

7・
gゆ（の一・＋・一昼］

π零＝［P（ρ）一。8＋3ゆ］ゾーR3’

で与えられる．R’とR＊’は本節では，資本財投入は可変的であるために，そのレンタル

コストを除く固定費を表わす．

  数量競争を行なう第二段階における自国企業のメンバー1人当たりの利潤最大化の

12）与えられたアに対して

   虻。一＿L＞o
   ぬ    ・
     πy・ジ

を得る．
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ための1階条件と2階条件は

募・巧・静・鐸）・・ （10－14）

誰・㌦・静一嬰）・・

で与えられる・条件（10－14）は自国企業の産出量は逆需要関数と固定費のみに依存する

ことを表わしている．他方外国企業の利潤最大化条件はそれぞれ

筆＝叫・Pγ＋P－cw・・
（10－15）

籍・砺・2グ・グγ＜・

である．均衡の局所的安定のための十分条件は

△’＝㌦πガー㌦・πノy＞0

である・ところで・㌃＝ρ”／βおよび仮定（ii）から喝ア＝P’＋グブ＜0である・最大化の

ための2階条件と局所的安定条件は満たされるものと仮定する．

  最初の議論では第一段階で自国政府のみが戦略的貿易政策を遂行し，外国政府はそ

の政策に対し対抗的手段はとらないものとする．このとき（10－14）と（10－15）から自国

の貿易政策は両企業の産出量に影響を与えないことがわかる．両国の輸出量は第一段階

での自国政府の戦略から独立に決定される．つまり両企業の反応曲線は自国の政策によっ

てシフトさせられることはないので，自国政府の最適戦略はレッセフェールとなる．し

かも自国の政策は外国企業の利潤ばかりでなく，両国の厚生にも影響を与えない．この

結果，その政策は外国のライバル企業と外国の厚生にとってまったく無害となる．それ

故それは貿易政策としての戦略的役割を果たさなくなる．ここで得られた結果は以前の

モデルで得られた結果と同様に，BrImder Imd Spen㏄r（1985）やEaton｛md Grossman（1986）

によって導かれた利潤最大化企業の純粋複占に関する結果とは明らかに異なる．特に，

Brander and Spen㏄rは最適輸出補助金はクールノー・ナッシュ均衡を（輸出補助金のな

い場合の）自国企業がリーダーであるシュタッケルベルグ均衡に移すことを明らかにし

た．．にもかかわらず，当該ケースでは輸出補助金は企業の反応曲線に影響を与えないた

め自国の貿易政策は自国企業の有利な方向に産業均衡をシフトさせることはできない．

更に，Brander｛md Spen㏄rおよびCoUie（1991）は，自国政府は補助金の導入が自国の厚

生を改善するために，その国の企業に補助金を支出する誘因を持つことを主張している

が，自国政府は輸出税（補助金）を課税（支出）する動機を持たない．加えて輸出補助
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金（や輸出税）政策は複：占を構成する企業が規模に関して収穫一定の生産関数を持つ限

り，決して産出量や厚生に対して有効な戦略的機能を果たすことはない．このことは自

国はライバル国が実行する貿易政策に対抗する手段を持たないことを意味する．この結

果は自国の労働者管理企業の目的関数の形に大きく依存するものと思われる．

  次に，外国政府が貿易政策を遂行するケースを考察する．先に示されたように，外

国が輸出補助金を設定するとしてもその政策に対抗することはできないので，貿易戦略

として有効な対抗的手段を自国は持たない．

  外国の輸出補助金の変化の産出量，利潤分配，利潤そして厚生への比較静学結果を

検討しよう．（10－14）と（10－15）を8＊に関して微分するとき，以下の結果

の    P”

8＝）学＝函
（10－16）

塞＋一箸・・ （10－17）

を導くことができる．仮定よりガ＞0かつ移ア＜0である．そこで外国の輸出補助金の

増加は常に外国企業の産出（輸出）量を増大させる．自国企業の産出量へのその効果は

逆需要関数の形に依存する．すなわち，もし需要関数が凹（ρ”＜0），線形（p㌔0），

凸（p”＞0）であるならば，その上昇は自国の産出量をそれぞれ減少させる，不変に保

つ，増加させうことになる．自国企業の反応曲線の傾きはΦツφ・＝一β移ノρ”で表わさ

れるので，それはグの符号にすべて依存する．すなわちρ”〉（＜）0が与えられると，生

産物は自国企業にとって戦略的補完（代替）となるが，それらは外国企業にとって戦略

的代替となる．

  5＊で自国企業のメンバー1人当たりの利潤関数と外国企業の利潤関数を微分する

と，次の結果を得る．

47  1 ，・

涛『＝百雷

4π事  ，・  ・

『＝”ぬ事＋y●

最初の式からy；．＞0であるために，外国政府の輸出補助金の上昇によって1人当たり

の利潤は減少することがわかる．他方，y、．がρ”の符号に依存するので4π冠∫串の符号

はまたその符号に依存することになる．もし〆’≦0であるならば，第二式の右辺第一

項は非負であり，輸出補助金の上昇は外国企業の利潤を増加させる．これに対し，もし

ρ”＞0であるならば，補助金の上昇に対してその利潤が増加するか，それとも減少する

かは不明である．

  自国の厚生の定義からWE＝五v＋R㌧［ρκり一clアである．そこで5＊で関数昭を微
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分し，書き換えると，

響・瞬＋ω一・一顎・

が導かれる．いまp－C－R均は自国の輸出補助金がない場合ではβVとなる．そこで自

国企業に対する存続可能条件VF≧0よりρ一ひR汐≧0となる．加えて先に得られた

結果を考慮すると，もし逆需要関数が凹か線形であるならば，外国政府の輸出補助金の

引き上げは自国の厚生を低下させることになる．

  5＊に関して外国の厚生関数冊㌔π与R机5γを微分するならば，

  ぴ要・疏・一叫

を得る．「5㌔0の点ではy。・≦（〉）0のとき，4％勉5㌔pッ》、・≧（＜）0である．つまり輸

出補助金の上昇は，もし逆需要関数が凹（凸），または線形であるならば，それぞれ厚

生を増加（減少）させるか，不変に保つことになる．これは輸出補助金の導入が厚生に

与える効果は最終的に第三国市場の需要関数の形状に依存することを示す．更に，

dWE累廊㌔0とおくと，最適な輸出補助金（税）政策が求められる．すなわち片≧0に
                                   く
対して

     ゆ・”・P 結枕ﾈ・

が成立する．そして次の命題が導かれる．

命題3．外国政府の最適貿易政策は第三国の需要関数が凹，線形，凸であるとき，それ

ぞれに対応して輸出補助金，レッセフェール，輸出税となる．

  自国企業の反応曲線の傾きとグの符号の関係から，規模に関して収穫逓減を示す

生産関数下と同じく，収穫一定の生産関数のもとでも最適貿易政策はその反応曲線の

傾きに大きく依存することに気づく．実はライバル企業の反応曲線の形状は自国政府の

貿易政策決定のキィーポイントとなる．命題3の結果は命題2のそれである．

  外国政府の最適貿易政策を実行することによって第二段階の産業均衡（クールノ

ー・ iッシュ均衡）は外国企業がリーダーである輸出補助金がないときのシュタッケル

ベルグ均衡に移される．命題2は生産関数が規模に関して収穫一定の場合でも同様に成

立する．

4節 まとめ
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  労働者管理企業を有する自国政府と利潤最大化企業を有する外国政府の最適貿易政

策とその輸出と価格への効果を考察した．自国政府が有効な貿易政策を実行することは

できないことが明らかになった．言い換えるならば，その政府は輸出競争ゲームにおけ

る産業均衡（クールノー・ナッシュ均衡）を貿易政策によって輸出補助金のないシュタッ

ケルベルグ均衡へと動かすことが困難である．貿易政策が有効性を失う原因は労働者管

理企業とその国政府の両目的関数が異なること，すなわちそれらの目的関数問に整合性

が存在しないことにある．それ故，たとえもし最適貿易政策が厚生の最大化を通じて導

出されるとしても，その政策が自国企業にとって有益であることが必ずしも保証されな

い．貿易政策の有効性を回復するために，政府は生産者余剰をもとにした厚生の基準に

換えて，企業の目的と整合的な新たな目的，例えば1人当たりの厚生等，を用いる必要

があろう．

  他方外国政府の貿易政策は有効性を持つ．しかしながら，その政策はライバル企業

の反応（その反応関数）に依存する．例えば，自国企業の反応関数が上方（下方）に傾

斜するか，または垂直であるかに応じて，最適政策はそれぞれ輸出税（輸出補助金），

レッセフェール政策となる．ところで，労働者管理企業の反応曲線が正（負）の傾きを

持つとき，輸出財は戦略的補完（代替）であるが，それらは利潤最大化企業にとっては

戦略的代替となる．興味あることは，輸出財が戦略的代替であるとき，産業均衡は外国

政府の輸出税によってその企業がリーダーとして行動するシュタッケルベルグ均衡へと

移動させられることである．この均衡は両企業にとって有益である．なぜなら自国企業

がリーダーとして行動するシュタッケルベルグ均衡におけるより，ライバルがリーダ

ーとして行動するシュタッケルベルグ均衡の方がメンバーに高い利潤分配をもたらす．

また外国企業の利潤もそれによって増加する．それ故，異なる目的を持ち，数量競争を

展開する企業の対外的競合関係のなかでは自国政府はBrander and Spen㏄r（1985）のケ

ースと異なり，外国政府と共存共栄政策を採用することができるであろう．

  以上の分析では各国の政府が別々に貿易政策を実行する場合を検討した．しかし同

時に，両政府が貿易政策を実行することもあるであろう．13）むしろこちらの方が一般

的かも知れない．ところが，先に示したように，輸出企業として労働者管理企業が存在

する自国政府は戦略的に有効な貿易政策を展開することができない．このため利潤最大

化企業の純粋複占の国際的競合下では両国が同時に貿易政策を展開することが有りうる

が，混合複占のもとでは必ずしも両政府が同時にその戦略を用いるとは考えられない．

輸出競争に対して貿易戦略を使用，つまり先手としての立場を利用できるのは輸出企業

として利潤最大化企業が存在する国のみであろう．

13）両国政府が同時に貿易政策を決定する際の最適政策の分析として，例えばB轟m（br and Spen㏄r（1985》

de Meza（1986）およびMai and Hwang（1988）等がある．
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